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１．地権者の意向を反映したまちづくり（協定策定作業までの流れ）

１－１．横浜市６大事業－港北ニュータウン建設事業－の概要

（1）港北ニュータウン開発の出発

　横浜市の北西部に位置する港北ニュータウン地域。
かつては、なだらかな丘の畑と竹林や山林と谷戸には
水田が広がる農村地帯であり、全体の 20％が田畑の
農地、70％が竹林や山林、４％が宅地、６％が道路等
の公有地で 94％が民有地であった。
　谷戸の道路沿いにはいくつかの集落があり、生活は
決して豊かではなかったが人情に厚く、お祭りの日な
どは家族総出で手伝うような、心豊かな人々が住むの
どかな農村風景が広がっていた。
　一方、横浜市全体では、米軍による長引く接収のた
め戦災復興事業が立ち遅れた上、重化学工業中心の臨
海工業地帯の造成等工業化の偏重により、都市整備の
相対的な立ち遅れがみられた。さらに主として東京か
らの急激な人口流入により、市の人口は昭和 30 年の
約 114 万人から昭和 40 年には約 179 万人に膨張し、
既成市街地の過密化と周辺の農地や丘陵の乱開発な
ど、生活環境の悪化が急速に進んでいった。
　このような中、横浜市は当時の飛鳥田市長のもと、
東京への人口集中の余波を受けて無秩序に拡大都市化
する横浜に新たな方向を与えようとし、その具体策と
して後の「横浜市６大事業」と呼ばれるプロジェクト
を発表した。昭和 40 年２月のことである。

　この６大事業は、①都心部強化事業、②金沢地先埋立事業、③港北ニュータウン建設事業、④高速
鉄道建設事業、⑤高速道路網建設事業、⑥横浜港ベイブリッジ建設事業からなり、横浜市の都市構造
の根幹をつくろうとする戦略的なプロジェクトであった。
　当時の港北ニュータウン地域は国鉄横浜線と東急東横線から離れていたために、住宅地開発の手が
まだ延びていなかったが、国道 246 号の拡幅、第三京浜道路・東名高速道路の建設、東急田園都市線
の延伸等が進められると、この地域にも無計画な住宅地開発のスプロールが急速に広がっていった。
　こうしたスプロール開発を食い止め、都市基盤の整備を進めるため、横浜市は北西部のまだ開発計
画のない区域について、大規模な都市計画事業により一括して計画的に開発することとしたのである。
　この時点では近郊農業を営む農家や既にスプロール状に開発された住宅地等を合わせて、約
３万５千人の人口を擁する地域であったとされている。
　横浜市では、当初港北ニュータウンの開発を全面買収による新住宅市街地開発事業により進めるこ
とを検討していたが、最終的には日本住宅公団（現：都市再生機構）を事業主体とする土地区画整理
事業によって進めることとなった。

出典：港北ニュータウン四半世紀の都市づくりの記録

／住宅都市整備公団　港北開発局／平成９（1997）年

横浜市六大事業計画図
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（2）市・公団・地元の三位一体によるまちづくり（港北ニュータウン開発対策協議会の発足）

　横浜市は、６大事業のひとつとして港北ニュータウン建設事業を発表した翌年の昭和 41 年７月か
ら、「市民参加によるまちづくり」を掲げて、地元説明に入った。
　その内容は、「30 万人の人口を定着させ、近隣の農家は新鮮な野菜を住民に提供し、消費者と生産
者が一体となる都市農業をめざす。」というものであり、昭和 55 年に完成を予定しているので、地権
者の皆さんの所有地の 40％買収に協力をお願いしますというものであった。
　ただちに各町会や部落別に集会が重ねられ、昭和 42 年６月には農協を通じて港北ニュータウン開
発促進協議会が立ち上げられた。この頃には、「道路は第三京浜高速道路からニュータウンを通り、
国道 246 号の荏田方面、さらに日吉からニュータウンを通り国道 246 号の元石川方面と結ばれる。」
「鉄道は横浜中心部よりニュータウンのセンターを通り田園都市線に、また鶴見から綱島を経てニュー
タウンのセンターから横浜線中山方面が結ばれる。」さらに、「ニュータウンのセンターから川崎の野
川、中原を横断して多摩川を渡り都営６号線の東京新線永田町までの三路線を計画する。（※最終的
に都営６号線は廃止され、二路線となる。）」といった交通基盤に対する説明もなされ、「先祖からの
土地を減らしたくはない。」等とする反対派、「生活様式が近代化して、昔の農業のままでは嫁に来る
人がいない。」等とする賛成派、「少しは協力しても良いが、４割買収は多すぎる。」等とする中間派
など、どの地域でも意見や立場が分かれた。
　なかでも、農協は農業が成り立たなることを恐れて反対の姿勢を明確に打ち出していた。当時の農
協の力が強かったため、住民の意志がバラバラになることを恐れた当時の港北区長は、地元町内会に
声をかけて直接住民の意思を確認し、従来の農協主体のまちづくりから脱却し、住民主体のまちづく
りへと進路を定めた。
　そして、昭和 43 年２月に中川・都田・
山内・新田の４地区から代表者を選出し、
横浜市及び公団と地元との間をつなぐパ
イプとしての役割を担う「港北ニュータ
ウン開発対策協議会（以下、「対策協」と
記す。）が発足された。
　この対策協は、各地区から選出された
委員による常任委員会及び事業対策、農
業対策、生活対策の各専門委員会によっ
て組織が構成され、計画の当初から各委
員会において検討が重ねられ、さらに対
策協委員代表と市・公団の三者で協議が
行われた。協議の内容が、委員により地
元の人々に伝えられることにより、また
地元の意見や要望等は対策協を通じて市・
公団及び関係機関に反映されることによ
り、対策協は「市民参加によるまちづくり」
の実践の場となったのである。

◆港北ニュータウン対策協議会の組織および機能

港北ニュータウン対策協議会

会長 港北区長 北見正義

常任委員会

会長 港北区長 北見正義

副会長 金子保

副会長 山本光雄

副会長 松沢健三

副会長 (都田地区保留)
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（3）用地買収状況から見る地権者のニュータウン開発機運

　港北ニュータウンを先買い方式土地区画整理事業により開発しようとしていた公団は、昭和 42 年
９月菊名に用地連絡所を設置すると、横浜市と協力して地元の開発に対する理解と協力を得るため、
活動を開始した。しかし、当時から横浜市内でも有数の農業地帯であった港北ニュータウン地域周辺
は、「農家の仕事場である土地の買収は断固反対する。」などと各農協を中心に開発に反対。開発機運
の盛り上がりに欠ける状況がしばらく続いた。昭和 43 年末の公団の用地買収協力に対する意向調査
で、公団の事業に対する同意率が地権者の 20％程度しか得られないという時期もあったが、度重な
る説明会や話し合いの中で徐々に開発の機運が盛り上がったと判断した公団は昭和 44 年４月の理事
会にて「意向調査の結果からは同意率が目標を満たしていないが、事業化を進める。」という結論に
達し、事業に着手することとなった。
　用地取得の交渉にあたっては、地元の有力者、農協等の協力を得て、公団職員が直接権利者と交渉
することとした。また、営農を希望する農家に対しては、都市農業の継続及び緑地空間の確保・保全
のため、区域内の農地と横浜市が計画する農業専用地区内の農地との交換分合を弾力的におこなうな
ど、買収以外の方法も検討された。
　時期を同じくして、新都市計画法が公布され、都市計画区域が市街化区域と市街化調整区域に区分
されることになり、市街化調整区域においては住宅地等の開発が制限されることとなった。横浜市は
開発への協力が得られない区域については、線引きにより市街化調整区域に区分することを示唆した
上で、新法施行後は土地の売却にあたって、所得税のうえで権利者に不利になることを説くなどした
結果、徐々に公団の用地買収に応じる土地所有者が増えていき、昭和 44 年６月には目標をほぼ達成
する約 356ha の用地を取得した。
　この動きの影には、賛成派、反対派の板ばさみの中で、再三にわたる話合いを通じて、少しずつ計
画的なまちづくりの必要性を説いていった対策協委員の活動があったことは言うまでもない。

　以上のような経過を経て、港北ニュータウンにおける公団の事業区域、開発済みの勝田団地及び土
地区画整理事業施行中の北山田第一地区等からなる「開発地区」（約 1,391ha）、「農業専用地区」（約
420ha）並びに「その他地区」（約 719ha）の地区区分が決定された。
　開発地区の用途地域については、基本構想図があったものの、当初は全て第１種住居専用地域で指
定されており、後の土地区画整理事業に伴う換地計画を踏まえて改めて用途地域を指定し直している。
　都市計画決定手続きについては、昭和 44 年５月、旧都市計画法により横浜市国際港都建設計画横
浜北部新都市第一地区（554ha）及び第二地区（770ha）が土地区画整理事業を施行すべき区域とし
て都市計画決定された。そして、同年６月、公団はこれらの都市計画事業について当時の建設大臣か
ら旧法第５条に基づく事業施行の特許を得たのである。昭和 40 年２月の横浜市六大事業の発表から
４年後のことである。

◆港北ニュータウン区域の従前土地利用

出典：港北ニュータウン四半世紀の都市づくりの記録

／住宅都市整備公団　港北開発局／平成９（1997）年

土地利用構成比(%)

区 分 節 - 地 区 第 二 地 区

山林原野 39.0 42.0

用 畑 49.0 47.0

宅 地 6.0 5.0

そ の 他 0.0 0.0
公共用地 6.0 6.0
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■港北ニュータウン事業計画

①港北ニュータウンづくりに関する横浜市の榊想 (3つの方針 のちに r⑤横合 .多機能都市化｣に転換)
港北ニュータウン計画では､横浜市によるニュータウンづくりに関する3つの方針が計画の基本的廿念として､事業計
画策定の指針となった｡

1 乱F凋発の防11ニ

｢首都圏域-の流入人口による乱開発をどう防衛するか｡喰い荒らされつつある近郊農業をどうして守るかO｣
2 住民参加による都市づくり

｢上から下-の都市づくりではなく､住民､市､公団､国､学識経験者の参加による都市づくりが必要である｡｣
3 郡市農薬の確立

｢都市農業､近郊農業は滅び行くかO日本の国土の特殊性は､農業と住宅の共存の可能性が十分にある.居住者サイ

ドからは､緑であり､憩いの場であり､兇質なものを見ながら暮らすことができる.髄康の源泉であるO｣

②開発区域及び事業手法の決定 事業手法 (事業認可時)

(勤まちづくりの基本方針

公Eflは､開発計画の節足にあたり､まちづくりの基本方針として

｢緑の環嫌を最大限に保存するまちづくL)｣｢ふるさとをしのばせるまちづくり｣｢安全なまちづくりJ
｢高い水準のサービスが得られるまちづくリ｣を設定し.2L世紀を指向した新しいまちづくりを目指すこととしたo

具体的には､斜面緑地､寺院､屋敷林等を極力保存し.それらを核に公園と緑道で構成される緑のネットワ-クや機能

的に丙己粧される歩行省専用道路のネットワ-ク､さらに地区内に合わせて6箇所の駅を持つ3本の鉄道 (うち､都営6号

線延伸線は廃止)や横浜市北部の中心となるタウンセンタ-をはじめとする利用圏に応じたセンタ-地区の設定等､21世

紀を指向した新しいまちづくりをめざすこととしたのである｡

④基本柵想 X本的Zt同

基本構想として､先ず昭和42年の r港

北ニュータウンの基本的条件の傾ぎ寸.港

北ニュータウン基本計画股寅｣において

多核センター寅が策定されたが､その後

の昭和4i牢には横浜市から委託された (

祉)El本都市誉十画学会により小中学校炎

合運動場を核とする近隣住区構成による

住宅郡市であるとともに､リージョナル

センターを中心とするワンセンター秦が

策定され､放終的には広域センター､地

区センター､近隣センターの段鵬構成と

した横浜北部地域の日紹生活の広域中心

となった｡

また､こTLらのセンターを歩行者専用

道路によって炎合住宅地等と結び､通勤

･只い物 ･レクリエ-ソヨン動線を明確

にしながら､歩行者ネットワ-クを形成

するグリー/マ トリックスソステムが取

り入れられた｡ 出典 港北ニュータウン四半世紀の都市づくりの記録
/住宅郡市整備公EEl 捲北開発局/平成9 (1997)午

⑤横合 ･多機能都市化への転換<兼務核都市の形成 (昭和61年)>

昭和55(1980)年頃になると第二次石油/ヨyクなどの社会経折状況を受けて､将来的な人口増加率の減少が予想され

た.これを受けた枝折市は昭和56年L2月に新総合計画 rよこはま21世紀プラン｣を策定し､依11cfr)の首都圏における主体

性の確立などを目標とする中で タrl/ンLJンタ一地区を r綿羊業務機能を中心に､文化 ･スポーツ ･レクリェ-/ヨノ･

医嫉 ･福祉等の施設の立地をiLtめ 都市機能の柴鞘をLglる｡｣副都･L,と位置づけた.

具体的には 土地利用の見直しによって学校用地の縮減や炎合住宅用地の1/3を施設群敦のための計画相懲用地に変

更する?Jlなどがおこなわれた.
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１－２．港北ニュータウンの土地利用計画を具体化する申し出換地の導入

（1）港北ニュータウン建設研究会の設立

　港北ニュータウン建設計画は、対策協の常任委員会、定例会、事業、農業・生活の各専門委員会に
おいて、用地買収から基本設計にわたる幅広い検討がおこなわれてきた。これらの議論を通して、今
後の港北ニュータウン建設に広く市民、地元、学識経験者が積極的に参加し、広範な課題をとりあげ
て研究する場を設けるべきであるという意見が、地元と市の双方から出され、昭和 47 年８月に地元、
市、公団等との新しい共同研究機関として、また、対策協に対する諮問機関として「港北ニュータウ
ン建設研究会（以下、「建設研究会」と記す）が発足した。
　この研究会は市民の自主的な活動によって、港北ニュータウン建設に関係する資料の収集・分析を
おこない、地元地権者の意向をプランとして反映させ、事業を円滑に進めることを目的としており、
①人口計画と土地利用計画、②日照等指導要綱・建築基準条例、③工事期間中の生活対策、④農業的
土地利用、⑤屋敷林の保存に関する研究が実施された。
　その研究成果として、昭和 49 年７月の南部日本住宅公団総裁、飛鳥田横浜市長との面会の中で、
アパート・マンション用地、集合農地及び工場倉庫用地については、それぞれの想定用途地域、土地
利用規制及びまちづくり目標を明確にすること、センター計画については権利者全員の機会均等によ
る参加を認めること、土地利用計画を換地に反映させること等が提言された。
　また、あわせて、法だけでなく地権者同士が良好な環境を維持していくための協定が必要だとの問
題提起があり、後の港北ニュータウン事業推進連絡協議会の生活対策委員会が協定策定に向けて動き
出すきっかけとなった。

（2）土地利用意向を反映する“申し出換地”の導入

　当地区は、施行面積、権利者数とも大規模な土地区画整理事業であり、通常の現位置換地を主体と
した手法では、目標としていたセンター形成などの土地利用計画の実現が困難であった。このため、
換地設計で、個々の権利者の整理後における土地利用の希望を反映する手法 “ 申し出換地 ” の採用が
必要であった。
　逆に言うと申し出換地をするためには、多くが農業に従事していた地権者の土地活用をこの時点で
決心させなければならなかった。そこで、建設研究会では地権者を納得させるべく、将来的に変更さ
れる用途地域の内容を勉強し、不動産としての土地活用の収支計算までして、それぞれの地権者に説
得して周った。その結果、建物の高度利用ができれば土地が広くなくても収益が上がることが地権者
の間に浸透した。公団はこれを受けて、権利者の生活再建対策を具体的に確立するとともに、意欲あ
る人々のエネルギーを結集させる換地の申し出調査を実施し、換地設計をおこなった。
　しかし、当時の土地区画整理事業においては、換地は従前の宅地の位置、地積、環境等に照応する
ことが原則とされており、公団側は過去の実績から、従前から概ね 700 ～ 800 ｍ以内での換地が基
本となっていた。
　このため、申し出換地の導入にあたっては、地権者の総意、土地区画整理審議会の決済だけでなく、
公団総裁の判断や都市計画事業を監理する神奈川県の許可などがあったが、地権者のまちづくり意識
の高さや当時の公団職員の努力などにより、最終的にはこうした方々の理解を得ることに成功した。
　港北ニュータウンに関わる地権者や関係者の想い “ 申し出換地 ” は、望ましい土地利用計画を実現
する換地の我が国初の試みとして、日本の都市計画史に１ページを加えたのである。
　この地権者の思いに公団も反応し、申し出換地の権利を昭和 49 年８月 27 日（事業計画認可公告
の日）時点における地区内の土地の所有者であって、引き続き土地を所有している地権者に限定した。
つまり、土地の投機を目的とした事業者の参入を許さなかったのである。
　後日公団担当者は「手作業で約２万通もの登記内容を確認する仕事であった。」と語っている。
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（3）「特別な用地」の位置づけ

　申し出換地の対象は「特別な用地」と呼
ばれる「センター用地（タウンセンター・
駅前センター・近隣センター）」「アパート・
マンション等用地」「工場・倉庫資材置き場
等用地」「集合農業用地」の４種類であり、
建設研究会の提言と対策協における了承を
踏まえて設定された。
　「特別な用地」は、通常の原位置換地の適
用除外街区で土地利用を自力で実現しよう
とする意思を持った地権者が集まる換地先
である。

◆センター用地の性格づけ

出典：港北ニュータウン四半世紀の都市づくりの記録

／住宅都市整備公団　港北開発局／平成９（1997）年

◆権利者に配布された申し出調査書①

｢特別用地｣位置図

タウンセンター

ハイテク研究施投集積地区かつ､

横浜の副都心に相応しく､商業 ･

業務 ･サービス ･文化等の高度な

都市境能の集積をめざす｡

′ ＼

P前センター 近鴨センター

駅勢圏を対象に生活必需品 日常生活の利便性を確保す

や日常的なサービスを提供 る地域密着型のセンターづ

する商兼ゾーンの形成をめ くりをめざす｡

ざす｡

[" =の頁をご覧下さいl

地権者各位

日本住宅公団港北開発事務所

所長 川 手 聖 二

l 次に矧 fる特別な用地[:換地をご希望の方は､同封の ｢申出脊｣を必ず提出し

て下さい｡

B] センタ-用地 駅前などの繭濃施設用地

回 アバ-ト.マンション等用地 三',{三三号及び机′リンスタノド等の施設現地
B] 工場 -倉康 ･千村置場等用地

【召 集合Jt業用地

2 特別な用地に換地をご希望のなし,方は.｢中山香｣を抜出していただく必要はご

ざいません｡その場合は､一妓宅地への換地として措正いたしますが､この際の

方針につきましては､同封の⑤の資料を参照して下さい.

3 この辞去に関して､さらに詳しい説明を._一希望の方及びご質問のある方は､日

本住宅公団港北開発事務所区画整母語分室までおいで下さい｡

なお､下表の日程でこの調査に関する鋭明全を開きますので､ご希望の方はで

きるだり最寄りの会場へ､同封の説明杏等を必ずご持参のうえおいで下さい｡

(時間は何れもEF後6時から午後9時までですが､3/7(別は午律2時から午後5

時までです.)ヽ

漢明j宗 . 山EE小辛校 中 川山慧 和どル町 荏田小辛校 中川小★揺 公 茅ケ民蛸館町 帥 枯EEl浜安芸新仏 奉は浜北農店 ta
本日,お手元にお届けしました印刷物は

① ｢特別を用地｣に関する申出附宏の英脂にあたって

@i /

｢特別を用地｣に関する申出姻立 脚 月脊

(特別な剛也｣に関する申出調査 申出督

④ 参考図面 個 1-図5)

｢特別な用地｣に換地を

をご希望の方はご覧下

さい

⑤ 港北地区｢換地設計方針｣概#(現在宥班会で番報中) ◆ 全員ご覧下さい.
の5櫛類のものT･す.

以 上

① ｢特別な用地｣に関する申出調査の実施にあたって

/ 地権者各位

昭和51年 2月

日本住宅公団港北関与さ事務所

所 長 川 手 昭 二

厳冬の侯.皆様にはますます御健膵のこととお慶び申し上げます｡

さて,港北地区の土地区画整理事業も皆様のご協力を得て着々と進行し,いよい

よ換地について具体的な作美にとりかかる運びとなりました｡

この段階において.El奉住宅公団では土地区画整理事班会で蕃;最中の ｢換地設計

方針｣(①の資料)の宗8に基づく特別な用地l二つききして､特t:換地を希望される

場合の申出調査を実6旨することとなりまし/I.

この詞宜は､特別な用地に関する皆様のご蔭向を換地!:反映してゆくうえで.き

わめて重要なものとなりますので､そのご意向をお持ちの方は同封の説明書等をよ

くご覧のうえ､必f所定の抑Elまでにお申し出下さるようご案内申し上げます｡

t この調査の目的

1巷北二ュ-タウンの ｢まちづくりJは横浜市の六大斗菜のlつとして､描浜市の

北部に析しい都市を建設しようとするものです｡

今臥 Jj本住宅公団が行う土地区画整理事桑は.捲北ニュータウンの主軸ともな

るべき事業でありその目指すところは,港北ニュータウンを r魅力ある都市｣にし

よブということと.地区内の土地を生活の基盤としておられる地権者の方々の ｢生

楢対策を確立｣する方法とをあわせて考えてゆこうということです｡

さて､港北ニュータウ/の ｢まちづくり｣の串兼をさらに進めてゆくため[=.土

-ト･マ/ショ/等用地､工場 ･倉庫 資材置場等Fnl也､集合農業用地の4項E(こ

れを特別な用地と呼びます)につきまして､地I伝書の立場から接地希望のご音向を

お知らせいただき､その結果を検地に反映してゆく努力をいたしますQ

なあ､特別な用地の部分の土地Eこついては､開催地作者の声を反映してゆくと同

時に､それを皆様が守り育ててゆくために必姿かTl追地域 地区の指定がなされる

ほか,センター剛也及びアパート マンショノ等用地については建築協定などの自

主的な相互規制が前提となりますので､この｡頼予め十分ご奉加bき下さtlo

l
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◆権利者に配布された申し出調査書②

■ 調 査 の 項 目

この調査は､下記の項凱 二ついて行います｡

ロ センター用地

ロ ≡ ロ タウンセンタ-用地

ロ 三三] 駅前センター岡地

ロ ≡二訂 近隣センター岡地

E] 7パート･マンション等用地

B] 工場 .倉庫 ･資材置場等剛 也

団 集合農業用地

以上各項目についての説明は､② ｢特別絹 地一に関する申出調査､説明書､及

び参考図面をよくご覧下さい｡

■ 調査に先立って

調査に際しましては､まず下記の点にご留意下さい｡

1-この調査に関しまして､さらに詳しい説明を希望される方及びご質問のある方

は､必ず印鑑をご持参のうえ日本住宅公団港北開発事務所区画監理課分室までお

いで下さい｡応対は､3月8日から5月31日まで 港北開発事務所

の期間､休日を除く月曜から金曜の午前10時から

午後5時まで行います｡

をお､この詞査に関する電話でのお問合せは

045(912)098ト 4におかけ下さい｡

交通 東急田園都市線 江田駅下車 徒歩約5分

2･特別を剛 か二換地を希望されか 場 合には､｢申出乱 を提出していただく必要
はごぎいまセんo

'紬 ､棚 までに申出書の提出が- った場合には､今後とも特別を用- 関

土 地 してとり扱いますのでこ注意下さい.

3･申出書を提出していただく期限は､昭和5峰 5月3柑 午後5時までです｡提出

していただく場合には､必ずこの日までに書留郵便 (当日消印有効)又は直接持

参の方法で､公団港北開発事務所へJ5-属目下さい｡

2

■ 記入上の注意

1･原則として､一度提出していただいた申出書の内容の変更及びとり消しはでき

ませんのでご注意下さい｡

また､個人の秘密を守るため申出内容に関するお問合せにはお答えしませんが

土地区画整理審議会において了承 された場合には､この調査結果の概要は発表す

ることもあります｡

2･申出書には､土地所有者の住所､氏名､電話番号を記入し必ず印鑑を押 して下

さい｡氏名､押印のをいものは正式の申出書としてとり扱いませんのでご注意下

さし1｡

3･鮎 十及び分析は電子計算機を用いて行う予定です○記入される場合には黒のポ

~ルペンではっきりお書き下さい｡

なお､一度記入 した内容を訂正される場合には､その部分に印鑑を押 してから

訂正 して下さい｡

4･申出書はそのままで写しがとれる②､㊨の2枚つづりになっていますC

郵送で申し出られる場合には､②の方を公臥 こ届けて下さい.(受付印を押 して

からそのコピーを返送いたします｡)

また､直接持参の方は②､⑳の両方をご持参下さいo② を提出していただき⑳

に受付印を押 して返却いたします｡

5･申出書に記入していただく場合には､マスの右側に数字のケタを合わせて下さ

いolマスは1字分ですO 記入例 □丑 睡 ]m･

あて先 日本住 宅公団i酎 ヒ開発事務所 区画整理課

横浜市緑区荏田町2205番地 〒227

4.特別を用地に換地を申し出る資格のある方は､一昭和49年8月27日 (事業計画認

可公告の日)時点における地区内の土地の所有者であって､ひき続 き現在も土地

を所有されている方に限りますO

なお､資格のあるかた方が共同で申し出ることも可能ですが､この場合には原

則 として期限までに申し出ようとする土地についての共有登記を完了しておくこ

とが必要です｡

5 資格のある方が､地区内の土地をさらに買い増しして申し出ようとする場合は

原則として期限までに買い増し部分の登記を完了させたうえで申し出て下さい｡

なお､資格のあるかた方が共同で買い増しして申し出る場合は､期限までに申

し出ようとする土地についての共有翌記を完了しておくことが必要です｡

また､買い増しして申し出ようとする場合は､買い増しされる前に日本住宅公

団港北開発事務所区画整理課分室までご相談下さい｡

6.各調査項目について､申出面積の集計がある限度を上下した場合には､土地区

画整理審議会の意見を聞き調整をはかることもありますので予めご了承下さい｡

7.原則として､現在所有されている土地の面積の合計を越えかすれば､調査項目

を二つ以上について申し出られることはさしつかえありませんが､その際一つの

項目に申し出た面積分は他の項目にも重複して申し出ることはできません｡

8.借地権のついている土地を所有されている方でその上地を含めて特別を用地に

換地を申し出られる場合には､借地権者の同意書に印鑑証明書を添付のうえ申し

出て下さい｡

9.第一地区の土地所有者は､第-地区の特別な用地だけしか申し出ることはでき

ません｡同様に第二地区の場合は第二地区の特別な用地だけしか申し出ることは

できません｡

10.別紙説明書に謁.P.した ｢想定減歩率Jは､現段階で想定した減歩率であり実際

に個々の宅地の評価を行った場合には､この幅を上下することがありますので予

めご了承下さい｡

3

② ｢特別を用地｣に関する申出調査 説明書

(用途地域 ･地区及び都市計画上の制度等の説明は､別添の｢用語の解説｣

をご覧下さい)
:

[召 センター用地 ･,.

センター用地に換地 をご希望の方はこの項目をご覧下さいO

図 1及び図2でおわかりのようにセンダーには､ニュータウン全域の中心となる

タウンセンター､タウンセンター以外の第-､第二地区それぞれ二駅づつを中心と

する駅前センタ-及び近隣の住区のサービスを対象とした近隣センターの三種類が

あります｡

将来の用途地域 ･地区の面からいいますと､タウンセンターは商業地域もしくは

近隣商業地域に､駅前センターは近隣商業地域もしくは住居地域に､また近隣セン

タ-は第二種住居専用地域にそれぞれ指定される予定ですo

センター内の土地利用は､店舗やオフィスビル及びゲタバキマンション等が立地

する一般宅地用地､道路や駅前広場等の公共用地､将来国､県､市の施設が立地す

る予定の公益用地､さらにこの土地区画整理事業に関連して各センターの成長をは

かるために､初期の段階で公団の安住において必要を建物を立地させる公団取得用

地の四種類で構成されています｡

今回の調査は､このうち一般宅地用地についての換地希望をお聞きするわけです

が下記の ｢センターにおける換地設計理念｣にありますように､各センターを立派

にかつ早期に実現するために､いわゆる投機的な立場からの換地の申し出は受付で

きませんのでこの点を十分にご理解下さい｡

センターごとの､従前地での申出規模及び想定減歩率は､次の表のようになります｡

★タウンセンタ-を申し出られる場合 (図2､4を参照して下さい)

志望､ニ 利 用 形 態 住宅的利相の 従前地での 想定減歩率 区画整理後の適 否 申 出 規 模 標準的宅地規模

A 専 門店 ビルオフィスビル × I.㌔′′程度 500--2500r〟

娯 楽 ビ ル飲食ビル 等 (約 500坪) (150-750坪)

B 専 用 店 舗 × 90-200n1
(専門店) (約90坪) (30坪～60坪)

C 併 用 店 舗 ○ 300rrZ程度以上 90-200m7

(約90坪) . ★′ ヽ●r■I (30坪-60坪)D ゲタバキ ○ 3000TTI程度以上 900--20OOrrT

5 ヽ ､
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★駅前センターを申し出られる場合 (図2､5を参照して下さい)

ここ誌㌍ 利 用形 態 住宅的利用の 従前地での 想定減歩率 区画整理後の適 否 申出規 模 標準的宅地規模

A 専門塔 ビルオフィスビル × iき5--65%程度 500-2500m.

娯 楽 ビ ル飲食ビル 等 (約 400坪) (150-750坪)

8 専用店舗 × 200rrf
(専門店) (鍋 .150坪) (60坪)

C 併 用 店 舗 ○ (約.150坪) 200mz(60坪)

D ゲタパキ (⊃ 900-2000rrl

★近隣センターを申し出られる場合 (図2､5を参照して下さい)

這ゞ こ 利 用 形態 住宅的利用の 想定減歩率 区画整理後の適 否 申出規 模

A 専門店 ビルオフィスビル × 500-2500ni

娯 楽 ビ ル飲食ビル 等 (約 300坪) (150-750坪)

B 専 用 店 舗(専門店) × (約 120坪) 200汀r･■4完 芝 ノr (60坪)

C 併 用 店 舗 ○ (約 120坪) 200nf(60坪)

D ゲタバキ ○ 900-2000n1

センター用地における換地設計理念について

当地区内に計画されているような大規模なセンター地区については､

一般的に相当高い減歩率が予想され その土地利用のされ方にもセンタ

ーに適した種々の規制が考えられています｡

このようをセンター地区に地権者のかた方の意向をとり入れをい､い

わば機械的な換地設計を行う方法は､種々の面から判断して好ましい方

法であるとは考えられません｡

また､あえてこの方法をとった場合には､商業施設等の立地時期やそ

の内容も極めて悪意的をものとなり､結局はニュータウン全体にとって

､充足性､別項性の低い商魂 転設群にしかならか こゝとも考えられますO
.'▼ ナー

･.{さらに､自ら事業を営む場合を除けば一般的にはその土地は企業等に

時価で処分されることにをるでしょうが､この際の土地代というものは

そこで事業を経営する企業者に対して多大の負担と在り､その結果は商
LII

6

アパート･マンション等用地における換地設計理念について

港北二lL-タウンの住宅地印副ま､将来の全体の構想や他の地区の実態

から判断して､公団住宅等が建設される公的を集合住宅用地のみならず

民有地にも一定の量の集合住宅が建設されるものとして計画されていま

す｡

一方地権者のかた方､特にこの土地区画整理事業によって従来の農莱

的な生活基盤が大きく変化することになるかた方にとって､その生活対

策として当地区内において将来アパートやマンション等を経営する方紘

は､安全性､永続性､Bl走性等の面からみて有力なものとして考えられ

ています｡

しかし､前述のようにこの計画の中で予定されている民有地における

集合住宅の建設が､無計画に行われるとすれば供給処理施設､教育施設

等の容量はすぐに限界を越え､地域全体の生活水準を低下させ､事実上

の解決策として､いわば ｢早い者勝ち｣のような不条理を生ずることに

もなりかねません｡

しかも､集合住宅用地の無計画を立地は高密度による人口問題ばかり

でなく､隣接する住宅地の日照､通風､視野､自動車交通量等の生活環

境要因を阻害するおそれも十分に考えられますO

これらの問題を解決する方策として､適切な用途地域 ･地区の指定や

建築協定の制度は一般的に非常に有効なものであり､当地区においてち

これらの制度を前提として､アパート･マンション等用地を計画してい

ることから､この部分の土地利用は換地設計に先がけて配慮しておく必

要があるわけです｡

匡1工場 .倉庫 .資材置場等用地

工場 ･倉庫 ･資材置場等用地に換地をご希望の方はこの項目をご覧下さい｡

二ュ-タウンの整備にともない､一般住宅地となる第-種住居専用地域内での工

業的な土地利用のされ方は､種々の面から判断して一般的に好ましい状況であると

はいえません｡

しかし､現在すでに地区内で工場等を経営されている場合や､新たにニュータウ

ンに関連したサービス工場､倉庫､資材置場等の用地が必要と判断される場合には､

この部分の用地に換地を希望されるかた方に､今後その位置や規模等についてのご

意見をお聞きしたうえで､用途地域や環境面から配慮した用地を設定する必要があ

ると思われます｡

只

品価格やサービスに悪影響を及ぼすことにもなりかねませんo

今回行う ｢申出調査｣では､前述のような弊害をできるだけとり除く

意味から､センター建設に意欲のある地権者のかた方に積極的に機会を

もうけ､その建設エネルギーを集中することにより立派なセンターを早

期に実現しようとするものですo

今後､建設スケジュールや建築協定等に関してここに換地をうけた地

権者の皆様が中心となって､小わば建設計画会議のような組織ができ上

り､この機関を通して立派なセンタ.-の育成に努力が払われるならば､

先行投資や施設の段階建設も比較的円滑に行われ､住民全体にとって魅

力あるセンターが早期に実現することになるでしょう｡

/EZ] アパート マンシ

ァパ-ト マンション等用財 三換地をご希望の方はこの項目をご覧下さいo

ァパートやマンションの立地にういては､ニュータウン全体の人口､地域の居住

環境､経営の採算性､立地条件などの要因を配慮する必要がありますがこれらの点

から判断して､一般住宅地となる第-種住居専用地域内では7パートやマンション

の立地は不適当と考えられますo

これに対して､図 1及び3でおわかりのように主として幹線道路の沿道地域は､

原則として住居地域もしくは第二種住居専用地域に指定される予定であり､これら

の街区､宅地はアパートやマンションの立地が可能になりますo

また､沿道利用を前提としたガソリンスタンドやドライブイン或はクラブハウス

付きのテニスコートをどのサービス施設の立地も､ニュータウン計画及び関係法令

等の範囲内で考えられますo

これらの意味から､おおむね図3に示した幹線道路沿いの地域に周辺への環境等

の配慮について､関係者間で建築協定など自主的規制を前提としたうえで､7･バ-

ト､マンション或は沿道サービス施設用地に換地を希望される方について､そのご

意向をお聞きするものですC

ァパート マンション等用地に換地を希望される場合､従前地での申出規模及び

想定減歩率は次の表のとおりです◇

項 目申出区分 従前地で'の申出 規 模 想定減歩宰 備 考

アパート. 5dom.程度以上 _B声～45%程度 -

このような意味から､地区内に工場 ･倉庫 ･資材置場等に主として利用されるべ

き用地を設定する予定ですが､この用地に換地を希望される方がある基準に達した

場合には､その区域は準工業地域又は住居地域の指定を受け､土地利用上の調整が

はかられることになりますoそこで､現在地区内で工場等を経営されている方等で

それに適した土地に換地をご希望の方について､まず､そのご意向をお聞きするも

のです｡

なお､工場 ･倉庫 ･資材置場等用地に換地を希望される場合の想定減歩率は35%

程度です｡

@] 集 合 農 業 用 地

集合農業用地に換地をご希望の方はこの項目をご覧下さい｡

ニュータウンの整備が進み､区画整理事業による仮換地の指定を受けた後におい

ても農業を継続することを強く希望され､この調査により農業に利用される土地の

規模等に一定のまとまりができた場合には､その部分を行政上の指定を受けること

が可能な集合農業用地として､今後その位置や規模等については皆様のご意向を十

分に反映させてゆく方向で換地上の配慮を行いますO

をお､原則としてこの用地は第-種住居専用地域の中に配置される予定で,その

際の想定減歩率は35%程度です｡

このような意味から､現段階で仮換地の指定を受けたあとでも当分の臥 計画的

に農業を継続することを希望されるかた方のご意向を､まずお聞きするものですO

をお､当地区のように市街化区域内で行政上の指定を受けて農業を継続される形

態としては､生産緑地法にもとづき都市計画として決定される生産緑地制度や横浜

市の要綱にもとづいて指定される農期 紬 制度が考えられますが､これらの制度の

適用を受けるためには仮換地の指定を受けた後に･土地区画整理事業とは別途に所

定の手続きが必要となりますので予めご承知おき下さい｡
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◆権利者に配布された申し出調査書③

◆センター地区の土地利用展開イメージ

※公団は宅地別の建物利用イメージを伝えるため、当時の地　

　権者にとって不慣れな建ぺい率・容積率といった数字表記だ

　けでなく、建物共同化の宅地利用パース図を同封して地権者

　に送付した。

★生産緑地制度 と農薬緑地制度の横要

長 男 は 地 制 度

梓定の条件 1.区西空重地区内の土地で少くとも伍挨

地で

内であること

指 定
ー長が定める

指定鞘nLl

棉定欄御中

の 伶して
隈される

土地の片顎り又は指蓬の解除

いる >

つたときき

I.j求は看 ▲十一l t
hる

10

② その他 として.神社及び寺院の敷地 横内地

(2)法第95粂第6項にもとづき､現況において道路_r苔公共の用に供されている土地

については､換地を定めない0

6 (地積が小である宅地の扱い)

(9 基準日において､同一人がF,rr有又は借地する土地の合計地積が 165m'以下の

湖合は､その土地には減歩を課 さない｡

(参 ril掛 こ165nlを越え 400nl未渦の場合には一定の方法により減歩の讃和措置
を行う｡

ただし､8による申出を行った場合には(D､②の措置は適用しか ､｡

7 く検地の位壷等)

換地の位置は､8による申出の対象にをっている土地や事業音十画として定めら

れている緒施設にあてられている土地を除いて､従前地の原位置を車重する｡

また､公益的な施設の用地やセンター用地の一部及び公的集合住宅用地には住

宅公Eilの換地及び保留地をあてるものとする｡

8 (特別用地内への換地(=ついての意向調査)

次に掲げる ｢特別用地｣内への換地については､その希望の有無についての調

査 を行 う｡

圧] センター用地 (タウンセンタ-､駅IVlセンタ-,近隣センター)

〔ヨ ア/I- ト･マンション等用地 (沿道サービス施設用地 を含む)

B] =鳩 倉庫 梁材冠甥等用地

匡] 地合農菜用地

9 (保 留 地)

保留地の位置は主として､事業計画に定められた公益的施設用地にあてるもの

とし､その地積は歩業計画に定められた地積とする｡

全員ご覧下 さい｡

⑤ 港北地区 ｢換地設計方針｣の概要

この概要は､現在土地区画整埋審議会において旦 鈍重些｢換地設計方 針｣

に基づき､その概要を述べたもので､この横倉tこ地権者の皆様にお知 らせ

するものです｡

l (日 的)

土地区画整理事業における検地設計は､従前の土地 を事業計画の内容に操って

嗣整する作業であり､この設計にあたっては先ず当地区における基本的を方針 を

決めることが必要である0

2 (設計の方法)

検地設計は､認可をうけた串兼計画及び施行規程にもとづ き策定 されるもので.

個々の土地の換地地積の計算にあたっては土地区画整理事業の前後の土地評価の

結果 を比較 し､それを基礎 にして行 う｡

3 (従前の宅地の地積)

換地設計を行 うL:あたり､その基準となる従前の土地の地積の決定方法は､施

行規程第20条によるが､結論的にいえばできるだけ現実又は現実に近い姿で各筆

の地損 を把握 して設計にとりかかるものである｡

4 (設計の基準日)

換地設計を行 う基準となるEHま､審美計画及び施行規程の認可の公告のEl(昭

和49年8月27EI)と定める｡

5 (特別を宅地の扱い)

(1)換地設計にあたり､次【二掲げる上地については換地の位置､地積等l:特別の考

慮 を払 うもの とする｡

① 法第95粂宗 】項にもとづくもの

(イ) 中川盤繰中継所用地 (第一地区のみ)

(ロ)高圧線鉄塔敷地

(I.) 港北配水池用地 (第二地区のみ)

(ニ) 墓地 (内墓 を含む)

11

l､ノ_ 別4=由一事顎~府~ 22*匿ーAJ lA,.3,3---J A..1.EZ

､r ･'- 喜

A-J.d= FT-一一巨I ( ■.-｢ー占.[一 叫 T盛
～ヽ一一.｢ 撃 / 琴 野 芦ク/

凶 :.J--.凸i一- . ∈9,-ニーー

7'てA一.I.4 I･現 E lJ:-ヾ ト drJ-.
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（4）申し出換地の実施

　申し出換地では、特別な用地への換地を希望する権利者を定め、申し出者によるグループ討議にお
いて地積と位置の調整をおこなって換地設計に反映することとした。
　申し出調査の実施にあたっては、土地評価については評価員に諮り、申し出対象者、申し出規模及
び調査方法については土地区画整理審議会に諮って実施に移された。実は、地権者の将来の生活対策
のために建設研究会の事業対策委員長でもある鈴木清氏が中心となって、土地の利回りや不動産投資
の比較研究がおこなわれ、土地区画整理審議会の土地の評価等については研究会の成果が参考として
適用された。
　そして、土地利用計画の説明、街づくりの趣旨及び権利者が果たすべき役割等について、権利者全
員に説明資料を送付するとともに、地元で説明会を開催し、３ヶ月間の個別応対窓口の設置して周知
を図った上で、昭和51年３月８日から５月31日までの13週間にわたる申し出の受付がおこなわれた。
　権利者は提示された想定減歩率や同封された土地利用展開イメージなどを勘案し、所有する従前の
宅地の登記簿地積の範囲の中で、希望する特別な用地の類型ごとに申し出がなされた。

◆公団に提出された個人の申し出調査書

（5）グループ討議による街づくり協定策定に向けた意思確認

　申し出調査の結果、面積が定められていたセンター用地については、駅前センターを筆頭として、
予定面積を相当超過したため、グループ討議により面積と位置の調整がおこなわれた。
　これに伴い、公団の予定していた換地面積を縮小して権利者の換地の拡大に対応するとともに、最
小敷地規模の縮小化や、ごく僅かではあったが申し出辞退の受付も平行しておこなった。位置につい
ては、建物建設への意欲、従前宅地の位置関係から優先順位を設定し調整がなされた。申し出権利者
の意向を満たすべくとられた対策により、申し出権利者の位置と換地地積が確定したが、結果として、
申し出希望の多かった駅前センター用地の 2.2 倍を筆頭に、センター用地全体で当初の 1.5 倍に拡大
することとなった。
　グループ討議においては、建物共同化や換地面積、位置の調整とともに、将来のまちづくりに対す
る各用地のあり方も議論され、センター用地等では街づくり協定、工場等用地では建築協定を締結す
る運びとなった。
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（1）事業の遅延

　申し出調査の一方で、港北ニュータウン開発はオイルショック等の社会的な要因や、建設大臣の事
業認可取得の遅れ、家屋の移転ならびに土地使用交渉での補償交渉の遅れなどにより、事業計画とス
ケジュールの見直しを迫られた。当初の造成工事完了年度は昭和 55 年度であったが、昭和 50 年 11
月の対策協定例会にて公団から提示されたのは、それよりも７年遅い昭和 62 年度であり、さらに平
成７年度まで延長された。
　地権者は事業の遅延による生活対策問題等で揺れ、市長及び公団総裁への抗議活動に発展した。（こ
の抗議活動は翌昭和 51 年４月に事業遅延による適正補償交渉を開始することでひとまず終結する。）
（2）港北ニュータウン事業推進連絡協議会の発足

　港北ニュータウン開発対策協議会は昭和 42 年の発足以来、用地買収、基本計画、農業専用地区等
の問題について協議を重ね、一定の成果をおさめてきた。
　造成工事も本格化してきた中、事業遅延も踏まえ、各地域の特殊性を尊重し効率の良い事業を推進
するため、昭和 51 年 10 月に新たに、中川地区、都田地区、山内地区、新田地区の４地区組織代表と、
市、公団の代表をもって構成する「港北ニュータウン事業推進連絡協議会（以下、「推進協」と記す）
として改組、総会・合同協議会・各種専門委員会（事業対策、生活対策、農業対策）を設置し。地元、
市、公団の相互協力によって事業の推進に努力することが決議された。

１－３．地権者が主体となった協定案（街づくり協議指針案）の検討

◆港北ニュータウン事業推進連絡協議会の組織図

出典：港北ニュータウンと共に 33 年「私の覚書」

1963 年～ 1997 年／金子三千男　／平成 13（2001）年
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（3）協定案（街づくり協議指針案）の作成

　このうち、生活対策委員会は昭和 52 年１月に①環境保全対策、②商工業対策、③センター対策、
④アパート・マンション対策、⑤ニュータウン憲章の制定、⑥コントロール機関の検討の作業班を組
織する「ニュータウン・コントロール研究部会（後日コントロールという名称は相応しくないとされ
改称）」を発足させた。地権者が主体となったまちのルールをつくる作業部会としては最初の組織で
ある。
　同年６月、生活対策委員会では、検討課題の「環境保全」については、地権者が自らルールを作り
守っていく事で環境が保全できるとし、現在の都市計画法、建築基準法では、ニュータウンの環境保
全は厳守できないという結論に達した。そして、①安全な街づくり、②ゆとりある街づくり、③街区
美観の向上、④日照の確保、⑤プライバシーの保護、⑥商業活動の向上、⑦工業活動の向上の７つの
構想を踏まえた建築協定の素案をつくるための「ニュータウン建築協定研究班」を半年間設置し、将
来用途地域に対応した特別な用地ごとの建築協定素案を合同協議会にて説明した。役員からは「これ
が日本一の街」と協賛を得て承認され、各地権者への PRの方法等を協議された。
　この時点での主な内容は、『住宅地は田園調布、成城のような高級な街』、『商業地はレジャーとショッ
ピングを合わせた街』『工場地区は周囲に気をつかわず操業できる準工業地域』として建築協定素案
をつくるというものである。

（4）協定案（街づくり協議指針案）の地域への浸透

　その後、街づくり協定研究部会が主体となって、各地区ごとに検討会を開催して、まちづくり協定
に対する地道な説明がおこなわれ、地域によって様々な意見が出された。大きくは、住宅地は静かで
安心して子供達が遊びながら学べる街、商業地区はブロックごとに高さやデザイン等を統一してヨー
ロッパの街にようにできないかとの積極派と、法で権利を許されている建築基準法以上の規制は財産
の侵害にあたるとする消極派とに分かれた。

　地権者が迷いの中で相談した金融機関、建設
会社、不動産業者等は、融資や相続の担保性、
あるいは、土地の売買や分割等ができないと土
地活用が制限され高く売れないという観点から、
明らかな協定反対姿勢をとっており、何も知ら
ない人々の頭を悩ませることとなった。
　そんな時、昭和 53 年６月宮城県沖地震が起き、
街づくり協定研究班でその被害について調査し
たところ、住宅地のブロック塀が倒れ、多数の
怪我人がでたことがわかった。本協定には住宅
地の外壁ブロックは禁止し、樹木の植栽をする
ように提案されていることから、内容に自信を
深め、この地震を教訓に「一般住宅地区街づく
り協定案」内容の勉強会を各地区で開催。地域
への普及と協定締結に向けた作業が本格化した。
　しかし、めざしたのは理想であったが、当時
こうした協定をきちんと担保する法体制が整っ
ておらず、実際は人と人との信用関係で成り立っ
ていた。

出典：港北ニュータウンと共に 33 年「私の覚書」

1963 年～ 1997 年／金子三千男　／平成 13（2001）年
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　街づくり協定研究部会は「コントロール」という言葉に端を発した地権者の反発によって、昭和
53年６月に半ば強制的に解散に追い込まれた。また、地区全域での一般住宅地区の協定案についても、
４地区のうち都田地区が既存の建築基準法よりも厳しいものは不要とし、協定策定に反対した。
　それでも魅力ある街づくりへの熱意が冷めない生活対策委員会では、誰でも住みたくなるまちづく
りのために「港北ニュータウンNO.41」（横浜市都市整備局港北ニュータウン建設事務所発行）に記
事を掲載し、「まちづくり協定」を PRし、協定反対地権者に理解と協力を願った。
　この協定案がベースとなり、後の街づくり誘導基準の策定につながっている。

◆一般住宅地区まちづくり協定書（案）

出典：港北ニュータウン第 41 号

／横浜市都市整備局／昭和 53（1978）年９月

ま え か き

私達は.段丘かで.安全で,
おこ/Jってさました｡

これを.英行していく

桔基盤をもっている人々
させることにも役立つこ

そこで,私達のまちづ

魅力ある王らづくDの基生をつくろうと土地区i垂理事兼

しかし.まちはそこに住んでいる人々のひとりひとりの桔LbのtIみ壬ねでできあがって

行きます.さらに.住み良い王らにもなっていきます.そう書 う*味で土地区iii生理事業
は.あくまでも基盤づくりで,まちづくDli.土地区青菜耳事業が井ったところから.本
格的に始まるのf='と甘えまナ.

そのた桝 こ用途地域地区の指定.あるいは姓蕪基ZI法等の規制に上り扶JTある連投をお

こlJうことはもちろんのこと.さらに連んで.按を上りJEかにし.上り良い珠丸 住み良
い兼姥.子供が安心して育てられる環境を作り育て.守りでいくためには.私達.自らル
ーJL,を定め棚康的に活用していくことが大切lこなってきます.
これを.央行していくことは上記のEZ的を達成していくばか りでIAくひいてはここに生
活基盤をもっている人々.あるいは新たに生括基盤を熊こうとしている人々の基盤を安定

なります｡

に対する意志の統一をはか り,tI和ある発展をEl的として,

｢まちつくり協定書｣を定めます｡

(白 的)

井 1集 この協定札 本協定区域内における捷集物の丑他,用途および形態に関する基準
を比定し,一般住宅地の環境を稀齢 こ維持し畑頒することをF]的とする.
(用FFの定耗)

井2集 この協定における用箱の定点は,唖策基準汝 (昭和25年法休部201号).および
建策基ZI法施行令 (昭和25年政令節338号)の例に上る.
(名 称)
JF3集 この協定は,

(ta定の杵指)
港北ニュークウ/00000蛙無協定と称する.

■l集 この協定Ii,弟7森に定める区域内の土地の所有者およびZZl策物の所有を目的と
する地上tiまたは貨惟経を有する看 (以下,桝に r土地の所有者等)という｡)の全nの
合意に上り締磨する.

(ta定の空王および点止)
■ 5集 この協定にかかる協定区液娃葉物に関する基ZP,布効期間お上び協定連反があっ
たg一合の汗dLを変吏しようとする場合.土地の所有者等の全Rの合意によらILはrL.は/J;
らILい.

2 この協定を廃止しようとする妙合は,土地の所有者等の過半井の倉掛 こ上ら/Lけ)Lff
ならない.

(B定のZ?可)

■8集 第4条に上?払走を掃若し上うとする坊合.お上び耶 5灸に上り施定を空7!また
は虎止しようとする牛舎,土鳩の所有者等は,その盲を定めこれと仇浜市長に78可中計
し,そのZ8可を受けなければならない.

(B定の広地)
Jt7集 この協定の区域は.次のとお Dとする.
-.1号地区 ∞ ITO(⊃章地00号一〇〇卓絶00号
二.2号堆区 ○○ITO〇番地00号-00青鬼〇〇号
三.3号地区 ○くつ町00壬地00サー00番地∞ 号
(4t■lQ)Ill))
■ l集 軌魚に定める協定区域内の建策物の免租.用途お上び形湊は.次の各号に定わる
基tIに上ら/Lけ九はならない.

走 書 (秦)
(目 地集勤の艶唯

イ 鵬 杓の敷地の叔小面額は,-戸当))260平方7- トル(事加 坪)とする.た
だし,昭ftl 年 月 EIに通知された仮換地面桝が.260平方ノー トル以
Tの蜂合にはその面研i･丑小h-tqとする｡Ijお.換地面相が札定した壌合は.辛
のiE切を最小両税とする.

ロ 柏木初のを地の主出入Ellこrま,紹2メー トル以上.奥行2メー トル以上の空地
を稚保すること｡

ノ' 娃蕪物の欺櫓の釧 ヒ

① 娃葬物の欺地内は,敷地iE)硯の307も以上掠化すること. (この場合.生底の
掛 と両分も30reの緑化 こ含める｡)
② 旭張物の赦地の芯拓光界帆 ま.生垣句で按化するものとし.ブE7･/ク塀.万

年塀等を!,!止する｡I.Ll｡,やむと糾す,ブtいJタ塀,万Lf甥 等を投IEする半合
は.逆用姥界から1メー トル以上技退して枚正し.r111両 (その後過したれ分)
を操化するものとする.f=T=し,道路地境Lbiより高さ60セ/チメー トル以下の
ものは除く｡

(21柏轟物の用途
Jtr司住宅.番rLJE舎のみを㌍止する｡

(たf=し.耐火構造の長屋形式の炎r;l住宅は除く)
(31姐熊物の形世
イ iJ!頚肋の地上階穀は2以下とする｡ (地下階は除く)
Fl 外壁またはこれに代る柱の面から敷地舛界までのFF三だ
① r l前方向の敷地境界までのFrLFは.4メー レレ以上とする｡
⑳ 正路境界までの距書は. i5メ- トル以上とする.

2 このLa定施行の臥 すでに漣集済または工市中の臓 物でこの協定に適合 し/.い租
合 当は錘張物にはこの払定の前項の基tFIを着用し/Lい.T=Tさし,この協定甚行栓に和
藻するgl合は.当族称分に対してこの協定の帆功の基鞍をiB用する.
(tZi定の有払朔rq等)
ZF9鼻 この協定は.第6条に定･)かrrl没のEB可の公告の日から効力を発生する.
2 このta定の有効期間は.荊6灸に定める市長のB可公告の日から市長の虎止の巧可公
告の日までとする｡

3 布効期EmFA)に犯した逢反者の結社に関しては.期間i～丁後t,rFお効力を有する.
(tZi定の効力の乗鞍)

第10集 この協定は 市長のZ8可公告の日以後において.邦7粂lこ定める協定区域の土地
の所有者等とILった2日こ対しても.その効力があるものとする.
(iA反寺のnLt)

井11支 那8灸に定める迭藁f･bの拡恥 二速Ffした肴の租 合.第14灸に定める卒凸長は.第
13灸に定わ古事Ll会の決定に妖づさ,竺JZi土地の所有者串に対して.工事鎧工停止をf*
求し･かつ文宙をもって相当の満了珊'1と1けて当謹行為を亜正するための必妻IL沖■
をとることをf#次するものとすう.

2 rplqTの汁求があ-,た埠合にお′､ては.当王★土地の所有昔等Iまこれに従わなければなら
ない.
(虫fI所へのgL訴)
Jn 集 前条第 1項の珊求のあった歩合で.当社土地の所有者等がそのZT射 こCEわ1Lいと
きは･苅11灸に定わる番Ll丑は第13粂lこ定わる宰El全の決定に基づき.その集朝t行ま
たは当譲i:他の所有者等のJr用をもって弟三者にこれを行ILわせること女史判所に打水
するものとする.

2 桐 の鞍新手Zt革に羊する井田は,当蚊土地の所有者等の匁連とする.

1号地区

(11建築物の欺地
イ 捷鼓物の軸 のt小面utは,1戸当り50 平方ノー ト′レ(約 150坪)とする｡
ただし.昭和 年 jI F)に通知された仮換地面材が50 平方メー トル以
下のgt合にはその面伊を最小面枕とする.ILお,換地面伊がFL定したiA合は,そ
の面鎌を最小面iXとする.

T, 建策物の取地の圭出入口にIL 哨2メー トル以上.奥行2メー トJI,以上の空地
を杜保すること.

J､ 畑藁物の敷地の投化

① 建策物の史地内は.敷地iFB輔の307.以上掛 ヒすること. (この牧舎.生垣の
繰化郁分も30界の繰化に含める｡)
(む 建轟物の薮他の迂路境界跡 ま.生垣帝で投化するものとしプE,ック塀.万年
甥等をき,!止する.やむを得ず.7'｡,/ク塀.万年塀等を放せする場合は,iE粁

境界から1メ- トル以上後退して牧牡し.nTr面 (その後退した細分)を緑化す
るものとする.た1=し.道路地盤面上り高さ60センチメー トル以下のt,のは幹
■ヽ

(2) 嬢熊物の用途
一戸建て称用住宅のみとする｡

(3)越恭物の形塘
イ 地帯物の地上階敗は,2以下する. (櫓下階は除く)
｡ 嬢張物の外児または.これに代る柱のiFLから欺地境界までのRl撫

(》 井前方向の欺地姥界ま'Cの邦Alは,4メー トル以上とする｡
② 道路境界までの搾書は.2メー トル以上.その他の欺地碇界までは 1メー ト
ル以上とする｡
2号地区

Ll)姓策物の敷地
イ 地積物の敷地の叔小石跡土,1戸噌 り260平方メー トル (#婚0坪)とする.1=
[='し,研和 47- 月 日に通知された仮換地両横が渉0平方メー トル以f'
の租分にはそのIrTl冊を舟小雨fJlとする.
F, 免稚の:I山人rlには.GL2メー ト′レ以上 炎行2ノ- トル以上の貸地を耕陳す
ること.
･､ は革物の魚椎のtt化
j) 畑竜物の放他州 1,軟地TAifAのtW p以上操化すること｡ (このqi合.生絹の
紐化鉄分t,30界の投化lこ含める｡)
⑳ 蛙毒物の免他の荘持gt拝81は,生垣帝で投化する1.のとし.プロりタ桝,刀
年塀萌を横止ナる.やむを･FW .ブF',ク乱 万年塀等を2相 する切合は 述

埼境界から1メ- トル以上後退して改正し.掛ibA(その後退した蘇分)を拝化
するものとする.ただし.並沌櫓alhi上ク祐さ60セ/チメ- トル以下のものri
除く.

C2) 建事物の用途
一戸建て書用住宅のみとする.

(a) 建築物の形姓

イ 嫉 物の地上稚魚は,2以下とする. (地下肝は除く)
｡ 臓 物の外壁または.これに代る注の面から柳 井までの搾暮

(p 井片方向の故地gt井士でのRitは.4メートル以上とする.
② 道為gl井までの掩AEIi, i5メー トル以上とする.
)サJeEi

一 般 住 宅 地 EEま ちづ く りや 定 (辛)gl目 一 Jt表

ド軸 の IL出入;!!)JtJtのllLヒ(矧7177蕊軸0円■形 JLtJ のFr赦於莞莞 のの兼汁とのーとK.Jtの群≒-
tLILf叶 50)JIeー f e'T ,.J 止 -P■A宅の 2柵以下 1h以上 2J4以上辛｢ -ILi+LZ 260 -戸■用宅の 1-5JxjJ=

3号地区260 共同托毛 ‡ -
と十る.

(垂 Jt 会)
第13亀 この協2王を運営するため,
する｡

畑熊協定運営垂El会 (以下 ｢賓月余Jという｡)と牧陛

2 委員会は,土地の所有邪等の互湛によりiB出された蚤n若汗 名をもって粗相する｡
3 番Eiの任期は,2年とする｡ただし.榊欠の歩llの任期は,JLJir住宅の枚存n711Flとするe
4 番Llは辞任されることが出来る.
(役 JL)
欝H集 香El会に次の役nをttく｡
委 Jl 長 1名
副 葬 Ll長 l名
会 計 1名

2 番n長は,垂Llの互i>によ9退出する.歩爪長は季凸会を代我 し.協定運営の事横を
控括する｡

3 削番凸長および会1日士,串良の互濁によりiF出する.
4 柳垂El長は,香凸長をNI監し.卒Fl掛 こ事故あるとき.これを代理する｡

S 全帥 ま.奉n会の8可に関する兼鞘を処理する.
(Jl F..1)
第15兵 卒月会は.その肘Å脚 として風間を正くことができる.
2 郡 は,委Ll会が】書定し.垂Ll長が垂Iする.
3 耶 札 畢Ll会の求めに応 じて意見を述べる.
LJ Il一

第18粂 rI773灸に規定ナ
別に定める.
(相 羽)

るほか畢且金の細 ,5Z含,■決の方法に関して必要TL事gfは.

(肘 朋)
この払定Tは3爺作成し,2寺陀 市長に堆出し1缶は協定者が保管する.市長の認可が
あった按.市長に捷出した2和のうち 1布を重点長が保管する.

上記塩定の椿事かこ同意します.TJJ3,位換地指定と同時にこの建策協定女給括いたしま
す｡

昭も】 年 月 日

(土地の所有者等)

住 所

氏 名 印
(所有土地の表示)
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２．各センターの地権者による街づくり協定

　　 策定までの協議調整経過
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２．各センターの地権者による街づくり協定策定までの協議調整経過

２－１．タウンセンター地区のまちづくり

（1）タウンセンター形成への課題

　昭和 60 年になって、予算縮減による一部地下鉄高架構造化（仮換地の見直し）や国の財政状況悪
化を背景とした免許取得の難航などで遅れていた地下鉄３号線の建設着工に光明がさし、いよいよタ
ウンセンターの建ち上げに向けて始動すべき時期にきていた。
　しかし、申し出調査以来約 10 年の歳月が経過するうちに、消費者動向と商業環境が大きく変わり、
大規模小売店舗法が実態的に規制強化されながらも、モータリーゼーションの進展に伴って、スーパー
業界による郊外型のショッピングセンターが全国各地で展開され、新しい商業施設の形態として複合・
大型化が進んでいた。
　このような背景から、昭和 56 年に発表された「よこはま 21 世紀プラン」を契機として、タウン
センター地区には商業・業務機能を中心とする横浜市の副都心の核としての位置づけが与えられ、南
北両センター内に東西の連絡道路を増設し、核的施設を南北２箇所に確保してタウンセンター全体を
回遊できるようにするなど、平成元年の 12 月にタウンセンターのマスタープランが変更された。
　一方、申し出調査とその後のグループ討議による調整により、タウンセンターには第一、第二地区
あわせて約 420 名の権利者の仮換地が定まっていたが、当初から敷地の共同利用を前提として、仮換
地を短冊型に細分化した街区もあり、敷地の共同利用による建築物の建ち上げ方策は、仮換地原案の
決定以来の大きな課題となっていた。
　タウンセンターづくりを進めるにあたっては、このような社会経済の変遷、市民ニーズの変化等を
背景としたコンセプトを持ったうえで、具体的な商業地づくりの方法について検討するとともに、権
利者による建築物の建ち上げを強力に支援する方策が必要とされてきたのである。

修正前タウンセンターマスタープラン 修正後タウンセンターマスタープラン
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（2）㈱港北都市開発センターの設立

　タウンセンターのマスタープランの変更に伴い、センター全体の施設の誘導・整備と権利者による
センター形成の支援を公団がおこなうためには、公団法に基づく業務内容を超えた業務ができる新た
な組織体が必要となっていた。そこで、平成元年２月、港北ニュータウン及びその周辺において、商
業、業務、文化、レジャー施設など広範囲で高度な機能の整備、充実を図るため、市及び公団をはじ
めとする関係機関の共同出資による第３セクターとして㈱港北都市開発センターが設立された。
　㈱港北都市開発センターは、タウンセンターの公団用地における商業・業務施設の計画・建設を推
進しつつ、第一地区の共同化義務街区の権利者の一員として地権者法人の設立に参画し、施設の建設
に係る施主代行業務を受託して、開発、建設に係る業務全般をおこなうほか、施設完成後の建物の維
持、管理を受託する等の業務をおこなうこととなった。また、タウンセンター内の高次都市基盤施設
の管理受託をおこなうなど、タウンセンターの建ち上げ、管理、運営にわたる広範な業務を担った。

（3）タウンセンター開発推進協議会の設立と街づくり協定の成立

　タウンセンターの建ち上げについては、昭
和 62 年２月に発足したタウンセンター世話
人会及びその後の代表者会議において、関係
者により検討が進められていたが、修正マス
タープランに基づきタウンセンター整備を進
める体制について代表者会議で議論され、平
成３年３月基盤施設及び施設建設等の推進と
諸課題の解決を図るため「タウンセンター開
発推進協議会」と改組することが決定された。
　タウンセンター開発推進協議会は開発ルー
ル部会と事業化促進部会とで構成され、開発
ルール部会では平成４年１月から街並み景観
形成に関する検討をおこなったのを皮切り
に、同年 10 月から街づくり協定に関する検
討をはじめ、また事業化促進部会では平成４
年１月から事業化戦略と事業モデル地区の検
討を開始し、事業化の促進や共同事業の推進
等について検討してきた。
　平成５年２月、タウンセンター開発推進協
議会は施設の建設に一定のルールを定めた街
づくり協定素案をまとめ、５月の地権者総会
で「タウンセンター街づくり協定」が成立し
た。街づくり行為をおこなう事業者は、土地
区画整理法第 76 条の届出及び建築確認申請
に先立って、あらかじめその計画を街づくり
協定運営委員会へ届け出て、調整を経ること
などが盛り込まれている。 出典：港北ニュータウン第 112 号

／横浜市都市計画局／平成５（1993）年７月
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（4）第一地区（タウンセンター北地区）の展開

　第一地区では、権利者のひとりとして公団が開発推進会をリードし、第一期事業として公団が建設
するプラザビルの建ち上げを進めていた㈱港北都市開発センターが、プラザビルと共同化義務街区を
一体的に計画し、経営にも参画する意向を示したため、1,000㎡の公団換地を同社に譲渡し、以後㈱
港北都市開発センターのコーディネイトにより２つの核的複合施設の建設が進められた。
　企業を対象とする意向調査や説明会等を経て、最終選考に向けた２企業との事業化合意書を交換す
ると、タウンセンターの先導的核施設の建設を実務的に進めるため、第一地区開発推進会は発展的に
解散し、平成５年８月に第一地区共同化義務街区建設組合が設立され、同組合から施主代行業務を受
託した㈱港北都市開発センターが企業と協議を重ねた結果、阪急百貨店の進出が決定した。
　その後も順調に施設立地が進んでいたが、部分的に街づくり協定運営委員会の調整に従わない建物
も計画され始め、今までの街づくりに協力してきたた人々の努力や目標が失われる恐れが出てきた。
　そのため、平成 12 年９月からタウンセンター北・南の協定運営委員会が主体となって、地権者勉
強会や地権者アンケート等を実施しながら、自主協定である「街づくり協定」よりもより担保性の高
い「地区計画」について検討を始め、街づくり協定の中から「住宅用途の制限」「壁面の位置制限」
などの項目を移行したタウンセンター北地区地区計画の素案を策定。平成 14 年 11 月に都市計画決
定がなされた。

（5）第二地区（タウンセンター南地区）の展開

　第二地区では、事業主体を決定するために、権利者が自ら民間事業者と接触する等自発的な活動が
おこなわれていた。平成３年９月に４社が応募しての開発事業コンペが実施された。その後、平成４
年５月に第二地区共同化義務街区建設組合（第二地区建設組合）が設立され、大規模複合商業施設立
地への歩みは着々と進行し、バブル経済の崩壊等により、平成５年 11 月に第一交渉順位にあった百
貨店の出店断念表明はあったものの、翌６年の 11 月に西南東急百貨店を中心とする東急グループで
の事業委託を決定し、12 月には基本協定を締結した。
　センター北地区と同様、その後の施設立地で協定運営委員会の調整に従わない建物が計画され始め
たことから、協定運営委員会による検討を経て、「住宅用途の制限」「壁面の位置制限」などの項目を
移行したタウンセンター南地区地区計画の素案を策定。平成 14 年 11 月に都市計画決定がなされた。

（6）中央地区の展開

　北と南のタウンセンター地区に挟まれる中央地区については、港北ニュータウンの一体的発展をめ
ざして、市及び地権者からなる「タウンセンター関連地区研究会」により、昭和 62 年から面的整備
に関する検討が開始され、事業化が進んでいった。
　平成５年度から市街化区域編入等の都市計画について、地権者や関係機関等の間で協議が進められ、
良好な市街地形成を図るために①計画人口は約 750 人とし、新規の住宅は住宅地区に限ること。②将
来用途地域と同時に地区計画を定めること。③計画人口について地区計画の中で担保すること。の３
つの開発条件をもとに平成７年３月に市街化区域に編入された。このため、中央地区では住宅用途等
を制限する地区計画が定められている。
　中央地区では、全宅地について “ 申し出換地 ” を実施しているが、平成６年 12 月の申し出調査で
は住宅地区と沿道施設地区への申し出が殺到し、中核となるべき商業地区への申し出は極めて少な
かった。換地調整には時間がかかるとみた公団はひとまず当初土地利用計画案で平成８年２月に中央
地区土地区画整理事業の事業認可を獲得した。
　平成 11 年に地権者の回答を得た上で、減歩率を上げて商業地区での単独利用ができるよう道路を
新設する土地利用計画に変更。平成 17 年６月に土地区画整理事業を終了した。　
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◆タウンセンター地区の区分

タウンセンター南地区
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中川駅前センター

２－２．駅前センター地区のまちづくり

　「ベットタウン」から「複合・多機能都市」にまちづくり構想が転換され、各駅前センターは例外
なく歩行者動線と自動車動線を安全に明確に区分けした歩車分離の土地利用計画をもとにまちづくり
が進んだ。
　駅前センター地区に換地が定められた権利者は、生活対策委員会を事務局に据えてそれぞれの地区
で勉強会等を開催し、センター形成のノウハウと具体策を検討調査するとともに、準備会、協議会等
の権利者組織を発足させ、これらの組織により街づくり申し合わせ事項が策定された。
　その後、中川駅前センターや北山田駅前センター、仲町台駅前センターでは、権利者の総意により
街づくり協定が締結され、各センターの個性を重視し、環境と調和した建築整備が進んでいる。なお、
都筑ふれあいの丘（旧川和）駅前センターについては、当時の都田地区の有力者が建築協定に反対し
ていた影響もあり、協定の策定までには至らなかった。
　平成５年３月には市営地下鉄３号線（以下、「ブルーライン」と記す。）が開通し、仲町台駅センター
や中川駅前センターで集合住宅や商業施設等の建設が進んだ。
　一方で、北山田駅前センターと都筑ふれあいの丘駅前センターにおいては、これまで幹線道路の沿
道利用以外に施設立地があまり進まなかった。平成 20年３月 31日に待望の市営地下鉄４号線（以下、
「グリーンライン」と記す。）が開通してからは、徐々に建物の建設が進んでおり、今後の市街化が期
待されるところである。

（1）中川駅前センター

　第一地区のまちびらきは、第二地区から７年を経過した平
成２年春中川地区でおこなわれた。この地区の中心となる中
川駅前センターでは、昭和 61 年から街づくりに関する勉強会
を積み重ね、昭和 63 年５月の地権者協議会の発足を経て、地
形的条件や緑豊かな周辺環境などを生かした中世ヨーロッパ
の街並みをイメージした「ネオ・ロマンチック」をテーマに、
平成２年２月に「中川駅前センター街づくり協定」が締結さ
れた。港北ニュータウンで初の街づくり協定である。
　平成７年 12 月、同センターへの出店者を中心にして中川駅
前商業振興会が設立され、駅前には郵便局、交番が開設され、
フィットネスクラブ、ホームセンター、スーパー等がオープ
ンした。平成８年 10 月には建物建設率も 60％を超え、順調
な市街化が進んでいる。
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（2）仲町台駅前センター

　昭和 63 年からまちづくりの勉強会が始まり、平成２年３月
協議会が設立され、平成５年３月における「仲町台駅前セン
ター街づくり協定」として結実した。同センターは港北ニュー
タウンにおける横浜都心部からの玄関口としての役割を担っ
ており、台地状にひらけた地形特性、周辺施設の立地及び緑
に恵まれた環境を活かし、「自然と人間」を街づくりのテーマ、
「ネオクラシック」をデザインテーマ、「花」をふれあいテー
マとして、これらのテーマに沿った街づくりを展開し、個性
と魅力を持ち、賑わいのある街の創造をめざしている。
　コンビニエンスストア、薬局、郵便局、スーパー等が開設
されており、権利者の共同事業による建築物も整備されてい
る。
　同センターでは、供用開始からわずか３年余の間に民有地
の概ね半数のビルトアップが進展し、平成８年９月に仲町台
商業振興会の発足に至った。

（3）北山田駅前センター

　駅前センターであるが、当面は地下鉄が通らず、車社会及
び大型店舗への対応という社会状況の変化を背景に、土地利
用計画が見直され、日吉元石川線を挟んだ駅前広場の分離、
区画道路の変更による回遊性の増大、人と車双方の商業施設
等の利用を高める区画道路の設計変更、センターの核となる
大規模街区の配置等の措置がとられ、計画変更にともなう換
地調整をしながらセンターづくりが進められた。
　平成３年にまちづくりの勉強会が開始され、同年 10 月の協
議会の発足を経て、北山田富士や豊かな自然の潤いが共存す
るセンターの形成をめざし、「オアシスタウン」を街づくりテー
マ、「南欧スタイル」をデザインテーマとして、平成８年３月
に「北山田駅前センター街づくり協定」が決定された。

（4）都筑ふれあいの丘（旧川和）駅前センター

　昭和 58 年からまちづくりの勉強会が始まり、昭和 60 年２
月の地権者協議会が発足した。平成４年２月の同協議会にお
いて、街づくり協定の内容が協議されたが決定に至らず、当
初は地権者の自主性に任されてた。
　換地処分後の平成８年以降は街づくり協議指針 - ５「駅前
センター」の項目に基づき、規制・誘導がなされている。

仲町台駅前センター

北山田駅前センター

都筑ふれあいの丘駅前センター
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　駅前センターと同じく、それぞれの地区で準備会、協議会等の権利者組織を発足させ、街づくりの
申し合わせ事項が策定された。
　街づくり協定が策定されたのは茅ヶ崎近隣センターだけであるが、当地区は地下鉄高架化に伴う土
地利用計画の見直し、換地計画の再調整などの経緯を経て、長期に渡って検討された地権者の多大な
努力の上で成り立っている。
　その他の近隣センターは、平成８年９月の換地処分と同時に、土地区画整理法第 76 条に基づく申
し合わせ事項確認の法的根拠が失われているため、現在は「街づくり協議指針 -4　近隣センター」（横
浜市地域まちづくり課北部方面担当）の項目による誘導に移行している。
　しかし、必ずしもまちづくり申し合わせ事項の内容全てが街づくり協議指針の方に移行しているわ
けではなく、モータリーゼーションの変化等社会状況等もあって住宅地のような近隣センターも一部
で形成されている。

２－３．近隣センター地区のまちづくり

（1）荏田近隣センター

　港北ニュータウンの中で最も早く開設されたセンターであ
る。昭和 58 年８月の第二地区のまちびらきにともなって「レ
ンガ通りのステキなお店」をキャッチフレーズとしてオープ
ンし、それ以来地域に根付いた商店街が形成されてきた。同
センターでは、昭和 55 年から街づくりに関する勉強会が始ま
り、準備会を結成、昭和 57 年に荏田近隣センター街づくり申
し合わせが決定された。街づくり申し合わせは、建物のデザ
インに関して統一することが望ましい１階部分の壁面後退や
軒高、サービスヤードの共同化等の事項を定め、全体として
まとまりのあるセンターの形成をめざした。
　換地処分後は、申し合わせ事項の効力が失われたが、街づ
くり協定には移行せず、そのかわり壁面後退の誘導等の一部
の申し合わせ事項と建築の際には事前に商店会に声をかける
ことなどを街づくり協議指針に盛り込んで対応している。

（2）茅ヶ崎近隣センター

　昭和 61 年の市営地下鉄の高架構造への変更、これに伴う
用途地域の変更に対応するため、大型の物品販売店舗が立地
可能な街区規模の拡大と区画道路の幅員拡幅、動線計画の見
直し、回遊性の向上等の土地利用計画の見直しがおこなわれ、
換地調整も入念にされたまちづくりが進められた。
　昭和 63 年から勉強会がスタートし、協議会も発足した。幹
線道路に接した立地特性や恵まれた緑豊かな環境を生かし、
「マーケットタウン」を街づくりテーマ、「アーリーモダン」
をデザインテーマとして、平成７年６月に「茅ヶ崎センター
街づくり協定」が決定された。協定名から「近隣」を削除して、
より広域的な商圏を背景としたセンターの形成をめざしてい
る。東側に東京横浜ドイツ学園が隣接している。

荏田近隣センター

茅ヶ崎近隣センター
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（3）佐江戸近隣センター

　昭和 61 年から街づくりに関する勉強会が始まり、近隣セン
ターにふさわしい商環境、住環境を維持し、調和のとれた街
づくりをめざして、平成５年５月に「佐江戸近隣センター街
づくり申し合わせ」が決定された。歩専道に面したテナント
がいくつかあるが現在は全て空き店舗となっている。
　代わって、地域ケアプラザやデイサービスセンター、都筑
ひよこ保育園等の福祉施設が立地している。

佐江戸近隣センター

（4）その他の近隣センター

　このほか、新吉田近隣センター及び東山田近隣センターで
はいずれも平成６年から勉強会を開始し、同年近隣センター
にふさわしい商環境、住環境を維持し、調和のとれた街づく
りをめざして街づくり申し合わせが決定された。
　新吉田近隣センターは、平成７年４月に開設された第三京
浜道路都筑インターチェンジに至近な位置にあり、立地特性
を生かした特色あるセンターづくりが進められた。
　牛久保近隣センターは、最も遅い平成７年から街づくりに
関する勉強会が始まったが、街づくり申し合わせの決定には
至らず、第一地区のタウンセンターに近いこともあり、住宅
地の中のセンターという特性を活かしたセンターづくりが期
待されて供用開始された。
　しかし、こうした近隣センター地区はいずれもセンターを
形成するだけの商業・業務系施設は立地しなかった。
　こうした背景には、当初幹線道路沿いの商店立地を規制し
てアパート・マンション、ガソリンスタンド等を誘導し、商
店はセンター地区のみに配置し賑わいを集約させることを理
想としていたが、某有力地権者が１階部分にテナントスペー
スを設けたマンション（いわゆるゲタ履きマンション）を建
ててから、センター地区でない場所でもなし崩し的に店舗付
きのマンションが建てられるようになったことが挙げられる。
　このため、近隣センターの換地希望者にとっては減歩に見
合った立地効果が不透明となり、それでも土地活用意欲を失
わない地権者もいる中で気の毒な現実となった。

新吉田近隣センター

東山田近隣センター

牛久保近隣センター

　なお、これらのセンターづくりに向けての活動と相前後し
て、平成４年にはセンター同士が相互に情報交換をおこなうた
め、情報誌「パートナー」「街づくり通信」が（財）港北ニュー
タウン生活対策協会から発刊され、他のセンターの進捗状況、
街づくりの方法等が情報として行き渡ることとなった。
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３．地権者等による街づくり協議指針

　　 策定までの協議調整経過
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３．地権者等による街づくり協議指針策定までの協議調整経過

　街づくり協定研究部会こそ解散したものの、生活対策委員会が提案した協定案（街づくり協議指針
案）は、委員の努力もあり、協定に反対した都田地区も含めて一般の地権者に自らの生活環境を守り、
育んでいくために必要なルールをつくる事の大切さを浸透させることに成功した。あとはどういう手
法で担保するかの問題であるが、こうした流れを受けて横浜市は建築協定研究班の成果をベースに、
第二地区まちびらきとほぼ同時期の昭和 58 年６月に建物計画のルール等を定めた「街づくり指導基
準」を定めた。
　横浜市はこれを土地区画整理法第 76 条に基づく許可申請制度の中に盛り込むこととした。当時、
76 条申請の許可は県知事の権限であったが、「市町村長への事務委任規則の一部を改正する規則」に
より、昭和 56 年 10 月に横浜市長に許可等の事務が委任された。
　つまり、法的な手続きにおいては、市長の許可を得る必要があり、市長は施行者（公団）の意見を
聞き許可をおこなうことになるため、両者で事務処理期間短縮を検討した結果、公団が申請を受け付
け、申請書に意見書を添えて市に送付し、横浜市長が申請者に対し許可をするシステムとした。
　従って、街づくり指導基準にかかる部分は、市の事業調整課の事前相談を受けると同時に公団側で
も審議されるため、確認申請の前に２重のチェックがかかることになった。
　第 76 条の本来の目的は、土地区画整理事業の施行の支障とならないよう、地権者の移転先の使用
収益の開始に合わせた建築行為を円滑に導くためのものである。そのため、公団側も換地先を確認す
る部門（区画整理課）と、まちづくり指導基準を確認する部門（事業計画課）とが存在した。

◆土地区画整理法第 76 条許可申請の手順

３－１．土地区画整理法第 76 条の許可申請による街づくり誘導

出典：港北ニュータウンやさしい街づくり／横浜市都市計画局／昭和 62（1987）年

[∃ 濫 ㌶ ?E% T I_.諾 ;諾 認 諾 …言:tbI LL " 匡 し ぎ汚 ㌘ ;:諾'諾!:っ:,.k ニュータウ州 事洲 E止
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　その後、昭和 61 年３月の港北ニュータウン土地利用計画の見直しや、ニュータウンの開発目的が
「ベッドタウン」から「多機能複合型都市」へ転換されたことを受け、共同住宅用地が研究施設用地
等に転換された事などから、一般住宅用地での共同住宅や寄宿舎の建設を容認する内容を盛り込んだ
改訂版「街づくりの手引き」が昭和 62 年２月に発行されている。

◆「街づくりの手引き」における規制誘導の一部

出典：港北ニュータウン街づくりの手引き／横浜市都市計画局／昭和 62（1987）年
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　港北ニュータウン地区は、平成８年９月 29 日の換地処分を迎えると以後土地区画整理法第 76 条
の効力が失われるため、横浜市はその１年以上も前の段階から地権者との間で街づくり指導の必要性
も含めて調整をおこなっていた。その結果、横浜市は地権者からの街づくり指導基準の継続意向を受
ける形で、平成８年９月 30 日に市の街づくり協議要綱に基づく「街づくり協議地区」に港北ニュー
タウン全地区 1,317ha 全域を編入し、「港北ニュータウン街づくり協議指針」を策定した。
　内容は、ほぼ「街づくりの手引き」時代のものが踏襲されているが、「緑道に接する敷地」の項目
については、緑道の整備等に対し迅速な整備を可能としていた現場事務所が閉鎖されるため削除され
ている。
　「街づくり協議指針」は、基本的には建物主に対して景観向上の協力をお願いするものであるため、
「街づくり指導基準」よりも担保性は低い。
　現在は横浜市地域まちづくり課北部方面担当が窓口となっており、地上２階建て以下の一戸建て住
宅や別途建築協定または地区計画等が定められている区域内の建築物、中央地区の建築物を除き、港
北ニュータウン区域内の全建築物を対象としている。

３－２．街づくり協議指針の策定

一般住宅地区 (戸建て住宅)
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　現在は、港北ニュータウン内の土地利用も８割程度まで進んだことから、平成 17 年に施行された
横浜市の地域まちづくり条例制度を活用し、これまでの行政主導による建物計画の確認から、地元主
体のまちづくり誘導に移行する流れが生まれている。平成 20 年９月の時点で港北ニュータウン内に
３つ（都筑区全体では７つ）の地域まちづくりグループが存在し、各種調査や学習活動、意見交換を
通して、まちのルールづくり等のまちづくりの推進を図っている。

◆都筑区内の地域まちづくりグループの分布（H21.3）

３－３．街づくり協議指針に代わる地域まちづくりの動き
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４．港北ニュータウン内の建築行為等

　　 にかかる規制・誘導内容
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４．港北ニュータウン内の建築行為等にかかる規制・誘導内容

　港北ニュータウンにおいては、全域が街づくり協議地区に指定されており、一般住宅地区・共同住
宅地区・工場倉庫地区・近隣センター・駅前センター、タウンセンター・計画建設用地、公益施設用
地の各土地利用で建物用途、形態制限等の協議内容が示されている。
　街づくり協議の対象外となるものは、地上２階以下の戸建専用住宅と個別に街づくり協定や地区計
画を定めている区域であり、その区域分布は下図の通りである。

◆港北ニュータウン（都筑区）内の街づくり協議及び協定・地区計画区域等の分布
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４－１．各センターにかかる街づくり協定の内容

　港北ニュータウンでは「タウンセンター」、「駅前センター」、「近隣センター」のセンター構成によ
り、それぞれの役割分担に応じたセンター計画がおこなわれ、個性的で魅力的な商業施設の集積が進
んでいる。
　このうち、タウンセンター北地区・南地区、中川駅前センター地区、仲町台駅前センター地区、北
山田駅前センター地区、茅ヶ崎近隣センター地区では、魅力的な商業環境の形成をめざし、地権者等
により定められた「街づくり協定」に基づくセンターづくりを推進している。

◆タウンセンター地区・駅前センター地区・近隣センター地区の位置

◆タウンセンター地区・駅前センター地区・近隣センター地区一覧

センタ一名 宅地面積 協定東定El 用途地域 法定i皇蔽軍 法定容積率 高度地区 供用開始 7.II古

第1也区 15.5ha5.ーha3.8ha1.ーh81.2h∂ 平成5年5月平成2年2月平成0年3月 Bo私B0%､60%B0%､60%60%60% 4(カ%､600%4(カ%､200%4(カ%､2(カ%158%158% 第6､7稚第6､4稚第6､4稚キナ●第3il 平成5､8年平成2年平成8年平成7年平成6年 1908g0871名17名21名

第2地区 27.2h84.4ha6.7h∂1.2h80.9ha3.～ha1.Oha 平成5年5月平成5年3月平成7年6月近傍南東地域第2社住居､革住居 60%＼80%80%80%､60%60%60%60%60% 1弧収 弧 肌ヽ4(刀%400%､2(カ%150%一班)㌔∵＼ヽヽ一班)㌔ 兼3.6､7専第6建策6,4碓+14I+1第4g[第3fI 平成5～8年昭和6l年平成5年昭和57年昭和63年平成8年平成6年 245名75名160名21名9名65名7名
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◆各センター地区の街づくり協定策定に向けた検討の流れと協定の主なまちづくりテーマ等

タウンセンター

センター名 地権者組織 まちづくりのテーマ 計画の確認機関

◆各センター地区の街づくり協定策定に向けた検討の流れと協定の主なまちづくりのテーマ等

・昭和51年に特別な用地への申し

出換地を実施し、グループ計画

をもとに仮換地を決定

・平成元年に修正マスタープラン

発表

・平成３年にタウンセンター開発

推進協議会発足

・平成５年５月街づくり協定成立

・平成７年中央地区都市計画決定

・平成18年４月中央地区換地処分

・センター北地区は「人と自然の共生～歴史と文化の

薫る街」をアーバンデザインコンセプトとし、駅前

広場のテーマは「光り奏でるステーションパーク」

。人間と自然との関わりをメインテーマに、秩序あ

る静的な空間を持つ街をイメージしている。

・センター南地区は「人と街の共鳴～躍動感あふれる

都市空間の造形」をアーバンデザインコンセプトと

し、駅前広場のテーマは「緑あふれるステーション

パーク」。いくつかのまとまりで街を構成し、様々

な特徴が複合する、融合することで個性的な広がり

のある街をイメージしている。

中川駅前センター

※中央地区は街づく

り協定区域から外

れている。

・昭和61年11月から街づくりに関

する勉強会が始まり、昭和63年

５月に地権者協議会が設立され

た。

・平成２年２月街づくり協定成立

・中川駅前センターの地形的条件、緑豊かな周辺環境

等から、「ネオ・ロマンチック」をテーマにヨーロ

ッパイメージの街をつくり、地域生活者に快適な環

境を提供する。

北山田駅前センター・平成３年６月から街づくりに関

する勉強会が始まり、同年10月

に地権者協議会が設立された。

・平成８年３月街づくり協定成立

・北山田富士や豊かな自然の潤いが共存するセンター

の形成をめざして「オアシスタウン」を街づくりテ

ーマ、「南欧スタイル」をデザインテーマとした。

牛久保近隣センター・平成７年６月から街づくりに関する勉強会が始まり、近隣センターに相応しい商環境、住環境を維持し、調和のと

れたまちづくりをめざしたが、街づくり申し合わせの決定には至らなかった。

東山田近隣センター・平成６年１月から街づくりに関

する勉強会が始まり、同年６月

に街づくり申し合わせが決定し

た。

・近隣センターに相応しい商環境、住環境を維持し、調和のとれた街づくりをめざ

す。

・換地処分後の街づくり協定への移行はなされていない。

都筑ふれあいの丘

　駅前センター
・昭和58年７月から街づくりに関する勉強会が始まり、昭和60年２月に地権者協議会が設立された。

・平成４年２月に街づくり協定が協議されたが、決定には至らず地権者の自主性に任されている。

仲町台駅前センター・昭和63年12月から街づくりに関

する勉強会が始まり、平成２年

３月に地権者協議会が設立され

た。

・平成５年３月街づくり協定成立

・横浜都心部からの玄関口としての役割と、台地状に

ひらけた立地特性、周辺施設の立地及び恵まれた緑

環境を生かした「自然と人間」を街づくりテーマ、

「ネオクラシック」をデザインテーマ、「花」をふ

れあいテーマとし、個性と魅力をもち賑わいのある

街の創造をめざす。

荏田近隣センター ・昭和55年８月から街づくりに関

する勉強会が始まり「荏田近隣

センター準備会」が結成され、

昭和57年に街づくり申し合わせ

が決定された。

・平成９年の換地処分後は一部内

容を街づくり協議地区に移行し

ている。

・建物のデザインに関し、「街並み」として統一した方が望ましい事項について申

し合わせをしている。

・外構計画では、サービスヤードの設置、出入口の共同化、サービスヤード側道路

境界への植栽帯の設置、歩行者専用道路側１階部分の外壁後退等がある。

・建築計画では、建物用途、店舗の位置、その他のデザインに関する事を申し合わ

せている。

・換地処分後の街づくり協定への移行はなされていない。

佐江戸近隣センター・昭和61年９月から街づくりに関

する勉強会が始まり、平成５年

５月に街づくり申し合わせが決

定された。

・近隣センターに相応しい商環境、住環境を維持し、調和のとれた街づくりをめ

ざす。

・換地処分後の街づくり協定への移行はなされていない。

茅ヶ崎近隣センター・昭和63年12月から街づくりに関

する勉強会が始まり、平成３年

６月に地権者協議会が設立され

た。

・平成７年6月街づくり協定成立

・幹線道路に接した立地特性や恵まれた緑豊かな環境

を生かし、「マーケットタウン」を街づくりテーマ

、「アーリーモダン」をデザインテーマとした。

・協定名からは「近隣」を削除して、より広域的な商

圏を背景としたセンターの形成を図っている。

新吉田近隣センター・平成６年１月から街づくりに関

する勉強会が始まり、同年６月

に地街づくり申し合わせが決定

された。

・近隣センターに相応しい商環境、住環境を維持し、調和のとれた街づくりをめ

ざす。

・換地処分後の街づくり協定への移行はなされていない。

港北ニュータウン

街づくり相談室

（延床3,000 を超える

　ものについては、株式

　会社都市みらい）

港北ニュータウン

街づくり相談室

港北ニュータウン

街づくり相談室

港北ニュータウン

街づくり相談室

港北ニュータウン

街づくり相談室

街づくり協定が定められていない地区については、街づくり協議指針に基づき横浜市地域まちづくり課北部方面担当が計画の確認をおこなう。
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４－２．街づくり協議指針の内容

　港北ニュータウン地区では 1,317ha 全域が街づくり協議地区に指定されており、「緑の環境を最大
限に保存するまちづくり」、「“ ふるさと ” をしのばせるまちづくり」、「安全なまちづくり」、「高い水
準のサービスが得られるまちづくり」を基本方針に横浜副都心の形成や良好な居住環境の形成等、21
世紀を指向する多機能複合的なまちづくりを進めている。
　なお、この指針は「許可」や「認可」等とは異なり、魅力ある街づくりのために市民の皆様にご協
力をお願いするものである。　

（1）協議区域

　第１地区：横浜市都筑区中川中央１丁目他　約 548.3ha
　第２地区：横浜市都筑区茅ヶ崎中央他　約 768.6ha

（2）協議対象から除外する建築物

　①地上２階建て以下の戸建て専用住宅
　②建築協定締結地区内の建築物
　③地区計画区域内の建築物
　　※実質、街づくり協定区域内の建築物も除外される。

（3）提出書類

　①街づくり協議届け出書（第１号様式）
　②計画一般図（案内図、配置図、平面図、立面図、断面図等） 
　③計画説明書（Ａ４の紙に、協議内容に関して検討したことなどを箇条書きにする。
　　　　　　　　協議内容に適合することが計画一般図で明らかな場合は省略できる。）
　④その他必要図書（緑化計画平面図等）

◆街づくり協議の相談窓口

街づ くり協議の相談窓口

敷地は港北二ュ-ラ

ウン土地区画整理

事業地区内ですか

街づくり協穣地区内

ですので､その手続

きが必要となります

建物は地上2倍建て

以 下 の 戸 建 て専用

適用対象外ですので

街づくり協謙地区の

手続きは不要です

敷地毎に内容等が違い

ますのでp 4でどの

区域に鼓当するのかを

確放してください

区域ごとの内管や窓口は次のとおりです○

名称 詳細地図 内容 窓口 相談時間

街づくり協議l タウンセンター地区 p.9 p.9-10 港北都市開発センター計画部(都筑区荏田東ト22)045(943)2470 9:30-17:00

中川駅前センター地区 p.ll ド.1ト12 港北ニュータウン建築相談所(都筑区荏田東4-10-3)045(942)8753 l9;30.;:oo!

仲町台駅前センター地区 p.13 p.13-14

北山田駅前センター地区 p.15 p.15-16

茅ヶ崎近隣センター地区 p.19 p.19-20

その他 p.4 p.5-6 都市計画局港北ニュータウン部(横浜市役所6F)045(671)2682 8:45-17:15

建築協定 p.25 p.26 都筑区建築課(都筑区総合庁舎4F)045(948)2291-2 8:45-17:15

茅ヶ崎近隣センター周辺地区 p.23 p.23-24 建築局企画指導課(横浜市役所5F) 8:45-
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◆街づくり協議区域等位置

0 250 500 1曾0 2ODon

.i-(I/._Lr.､′ LJ -般住宅地区 t白描内容-l

共同住宅地区 協芳一内容-2

エgL書ヰ地区 tBg暮内容-3

i丘碗センター 協l暮内容-4

駅一打センタ- 協NL内容-5

タウンセンター 協牡内容-5

ート面速t生用地 協は内容-6

公園 .稜il

8iづくりtB定地区

i≠隼協定地区
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（4）協議内容

　街づくり協議指針は、港北ニュータウン土地利用計画に基づいた良好な都市環境形成を図るため、
地区別に建物用途、形態制限等の協議内容を示しています。

協議内容一 1 一 般 住 宅 地 区 (第 l種 及 び第 2種 低 層住 居 専 用 地域 )

一 戸建 ての住 宅 (地 上 2階 建 て 以下 を除 く) ､兼 用 住 宅 ､その他 建 築物 (長屋 共 同住 宅 寄 宿 舎 下宿 を除 く｡)
地上3簡捷てとする場合ri隣地坪井線から2m以上の蟹面後退を行ってください｡

敗地周囲は横力緑化を施してください｡

tの出入り口也iL及び柵iiについて11､関係法令書を■守してく1=さい｡

取地Iil圏のal並に対するELIとして

I I重力勾l己t根をかけてく(=さい｡

JEfRや堂の色は 周iZl8T並との閉和を囲ってく(=さい.

長屋 共 同住 宅 寄宿 舎 下宿 (次 の 2つの タ イ プの うち､予 定 建 築物 に近 い もの を選 ん で協 議 して くだ さい. )

■テラスハウスタイプ

(1)開発 (敷地)iilfrlrこ対し 20%以上

故地を設けてく1=さい｡

(2)任Jt捜地 r性Jt杜地とは､敷地FilEd

220rTl'以上としてく1=さい｡

イ以上としてください｡

■タウンハウスタイプ

(1)開発 (故地)面相 こ対し 20%以上 (オープノスペース内及び性+

捜地内のは地を含む)のは地をt2けてくT=さい｡

(2)IFJt捜地 rBJt捜地とlま､戟地FilEgの生け垣書8T並の*旭形成上★

効なは地を書います.J

ア 敷地面fAI=対し､15%以上の件Jt緑地を設けてく1=さい,

f=(=し +用JBの練地はこれに含めません｡

イ 件*辞地l=は20ni当L) 中禾及び書末を各2本以上Ai載してくT=
さい｡

り 敷地周囲lこ書き15m､拍1mはElの生け垣を設けてくT=さい｡

(3)開先 (赦地)内に 1箇所当り15Cnf以上かつW先 (敷地)ii]絹の15

%以上のオープンスペース (ポケ ントバーク､広iA等)を設けてく

ださい.なお､tl羊qL及びjl略との兼用はでき末せん｡

4
5

6

7

8

9

1

;

1事一当たりのJL小板地面fAlま 22Dn†以上としてください｡

1ti戸当f=リの戟地iil横は90rrl以上としてくf=さい｡

1枚当たリのJL大戸赦Iま12戸までとしてく1=さい｡

廷染物のRl下や階段がJE外に面するI■合(} そのtNii)の手

外壁と同共感 同色とするfj:ど､外t文書匠を工夫してくf=

地上3re捜までとしてく1=さい｡

協議内容-2 共 同 住 宅 地 区 (買 l種 及 び第 2種 中高 層住 居 専 用地 域 ､第 l種 及 び第 2種 住 居 地域 ､準 住 居 地域 )

JL小戟地ii)枕は260rrl以上としてくT=さい｡1=f=し 換地されT=敷地面1九b(260rJ未満の牧舎には その面iJlをJt小数地面iJk Lます｡

住宅を計画する4台 lt玉戸当たリの敷地面fAlま43nf以上としてください｡

原見りとして 工4､書凍 ホテル､モーテルの用達はiEけてください｡

羊の出入り口は EE面)暮籍tNlこ!?けてくださし＼.f=(=し カ ノリノスタノドやフ丁ミリーレストラノ事の,tiil利用施!更については､仏事JL小間の範囲内
であれば幹線道路からのELj人が可栃です｡この相合.宅地盤の切り下Ifにより雨水棟木の包埋ができなることがありますので,ltしてください｡

JBの出入り口ttfE及びf+並については 周侠′主命等をT守してくT=さい｡

Lit鴇合致は住戸曲の50%以上を泣けてくT=さい.まf=､店計､事頼所事の稚合Tl､床iiliJn58rrl当たり1台以上かつ1事兼所当T=リ1台以上牧けてく1=

さい｡

敷地面Iiの15%以上を緑化してく(=さい.

第 1碓低FF住居ヰ用地qE及び第2Il低JT住居■用地t(l=ii)する書の廷物の外壁は､敷地坪井線より3m以上後退してください｡1=f='し､ホさ10m以下の
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協議内容-3 工 場 倉 庫 地 区 (準工業地域)

協議内容- 4 近 隣 セ ン タ ー (第 2種 中高層住居専用地域 ､第 2種住居地域)

1 茅ヶ崎近隣セ ンター (茅 ヶ崎南二丁 目の-部)

(1)茅ケNl近隣センタ-の 街づくり協定の内容に法ってください｡

(2)住宅をltiJする場合 1住戸当1=りの敷地面fAは43rTf以上としてください.

2 東山 田近隣セ ンタ- (東山田二丁 目の一部 ) ､牛久保近隣セ ンタ- (牛久保東二丁 目の一部 ) ､新吉 田近隣セ ンタ

- (早潮三丁 目の一部 ) ､荏 田近隣 セ ンタ- (荏 田南 五丁 目及び荏 田東三丁 目の一部) 及び任,工戸近隣セ ンタ- (加

賀原 -T 日の一部)

(l)連敗物の外壁の後退

協議内容-5 駅 前 セ ン タ - (第2捜ti居地域 4ti居地域､近隣育兼地域)､タ ウ ンセ ン ター (2中書地域､近隣商*地域 南井地域)

1 タウ ンセ ンター
rl) 街づくリta定が轄ばれていますので､ 朝づくり協定の内容に添ってくださし＼.
(2)住宅を計TFする場合 敗地1ha当たL)のJL大住戸軌は次のとおL)としてくT=さい｡

【JL大住戸赴】 容74率 故地1ha当たりのJL大戸政 (戸)

150%の地J* 232戸 / 400%の地域 300戸 / 500%の地域 425戸 / 600%の地域 550戸

2 中川駅何丁セ ンター､北山EE駅前セ ンター及び仲町台駅前セ ンター

都筑ふれ あいの丘 (旧称 川和又は葛が谷)駅前セ ンタ-
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協議内容-6 計画建設用地

敷地のは地平I手 原Juと

敗地内の保存辞他は t;

もって披化してください｡

f=(=し 公園､練ilI=捷する部分は

｡まT= 保存緑地の面相は 林地率

5

6

7

8

9
ー

;
_2

ー3

_4

_5

柑
ー7

_8

_9

20

2

これを確保Lてくt='さい｡

glを設けてくT=さい｡

性

格
び

原

正

木

は

)

び

虹

及

ず

影
書

JET.

川

は.
I
I

I

叫

叫

I
に
斜

を

の

ソ

+

暮

第
捷

側

む
4
1
サ

仏

性
｢

珪

北

や

外
枠

llllは I十画戸数の100%以上確焦してください｡

qI､ごみ収jtqLは､カバーグリーンを施す等､Jq

第2il低FP住居JF用地qEJl=良はする部分におい
別として勾E正規をかけてくf=さい｡

る11含 圧迫缶を避け､周iZlの可蛾になじむよう形態上.JttI上のl己Laを行ってください｡

の一つとして rアースカラー｣ (茶系)を基明とLT=ものとしてくT=さい｡まT=.佳棟の外部 (特にテラス手拝

てください｡

2 核的施設用地
建貨物の用途Iま大学 研任所 研究所事としてください｡

ください.

枠11=はする部分は 10m以上としてください｡

して ｢アースカラーJを基PIとしたものとしてくださいQまた 建物の外部
rJいようI=してく(=さい.

してく1=さい｡
(特r=テラス手摺 窓枠サ ノン

協議内容一7 公益施設用地
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４－３．港北ニュータウン内建築協定の内容

　平成 20 年現在、都筑区内には 12 箇所の建築協定締結区域があり、いずれも港北ニュータウン開
発区域内にある。新吉田工場倉庫地区以外は主に住宅地を対象としたものとなっている。

◆建築協定の一覧①

敷地の長小面稚 260rrr 210nf 165∩イ

幹線道路側禁止

駐車場 .荷捌き土鼻 自己敷地内設置

緑化基準

出入口前空地の確保

門塀 .塀 覇は妹止 性のあるものとする. る.

建染物の用途の制限 松､病院､屈書館.什類するものは無止 併用住宅とする. 長屋とする. む)とする○

建物高さ .階数 地上2階以下 地上2階以下ものとする. 地上2階以下 地上3階以下る.

外壁後退繰 上

足根 以上とするo 勾酉己屋根とするo 勾配屋根とする○

街並みへの配慮 する一 し.簡Elの土悦と明和

建物の延床面横 90ni以上

宅地盤 形状高さの変更耕止



41

◆建築協定の一覧②

夕月附 lせきれい台 つづき野 ブレイズスクエア

敷地の最小面絹 165n† 165∩1 165n†

境界都側は諌止

緑化基準

門塀 ー塀 ツク塀は媒止Ⅷ以下, する.

建染物の用途の制限 する○ )とする. る｡

建物高 さ .階数 地上 2階以下 地上 3階以下 地上 2階以下 地上 2階以下

外壁後退線 とする.

屋根 勾看己屋根 とす る○

街並みへの配慮 いるものとする. たものとする.

宅地盤

その他 にする. 植樹○る鍵堕の壁面の緑化はね出した建築物の建築又は架台若しくは練聖の築造は禁止 い.
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４－４．港北ニュータウン内地区計画の内容

　平成 20 年現在、都筑区内では７箇所、港北ニュータウン内では４箇所の地区計画区域があるが、
うち２箇所は街づくり協定の一部内容の担保性を高めるために策定したタウンセンター北・南地区で
あり、港北ニュータウンにおいて単独で地区計画が定められているのは「中央地区」と「茅ヶ崎セン
ター周辺地区」の２箇所である。
（1）港北ニュータウン中央地区地区計画

｢.盲訂 ー 港北ニュータウン中央地区地区計画

｢ 訂

｢.~~盲 訂 ~

区 地 区 計

域 画 の 目

の 標

整備
土 地 利

用 の 方 を誘導する○

関 針 】 住宅地区
罪

及 2 工場地区A.B

煤

全

の

方 4 商業地区
針

地 区 施

設 の 整伯 の 方針

姐 築 物 1 住宅地区

等 の 整

備 の 方

針

4 商菜地区

線 化 の 河川用地をオープンスペースの嬰として位lAtづけ.多様な水と鰍 こよるシンボル広場とする.また,各敷地内の緑化を
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地区整備計画

挟

地 名称 E 住宅地区 I 工場地区A I 工場地区B 沿道施設地区 商業地区

蔓｢l 約 5●1ha T ｢一千

lll建築初等に関する称

限

らない○ ない○ 1. 住宅

1.住宅

宿舎又は下宿

の

するもの 宿舎又は下宿するもの 下宿

以上とする¢ の

項

の最低限度 もの

l【l

｢

(1)外壁又はこれに代わる桂の中心線の長さの合計が3m以下であるもの

(2)物置その他これに頼する用途 (自動車坤康を除く.)に供し,軒の高さが 2_3m 以下

(3)自動車車庫の用途に供し.軒の高さが2.3m以下であるもの

は意匠の制限 する○
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◆港北ニュータウン中央地区地区計画の区域図①
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◆港北ニュータウン中央地区地区計画の区域図②

凡 例
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（2）港北ニュータウン茅ヶ崎近隣センター周辺地区地区計画

◆港北ニュータウン茅ヶ崎近隣センター周辺地区地区計画の区域図

名称 港北ニュータウン茅ヶ崎近隣センター周辺地区地区計画

位置 横浜市都筑区茅ヶ崎南二丁目及び茅ヶ崎南三丁目並びに仲町台五丁目地内

面積 約 8.2ha

区 地区計画の目標 港北ニュータウン地域は,横浜国際港都建設計画横浜北部新都市第-地区及び第二地区土地区画整

域 理事楽として都市計画決定された地域である○当地域の街づくりにおいては,乱開発を未然に防止し,

の 緑の環境を最大限に保存する等良好な住環境を形成するとともに社会のニ-ズに対応できる多様な

塗 機能の導入を図り,複合的で活気のある街づくりを目指している.

備開発 土地利用の方針 本地区計画は,茅ヶ崎近隣センタ-周辺地区において,港北ニュータウン地域における街づくりの

目標を継承し,次に掲げる土地利用,建築物等に関する整備方針のもとに,良好な住窮境を形成する

ことを目標とする.

都市型低層住宅地区,中低層住宅地区,高架鉄道沿線地区の3地区に区分 し,それぞれ次の方針に及 基づき土地利用を誘導する○

び 1 都市型低層住宅地区

煤 3階建以下の住宅を中心とし 質の高い戸建て住宅等の立地を図る白

全 2 中低層住宅地区

の方 周辺環境に適合 した中低層住宅等の立地を図るロ
3 高架鉄道沿線地区

針 商銀鉄道に面した街区として,住宅,業務,サービス等の用途の複合利用が可能な中層建築物等の

立地を図る○

建築物等の整備の方針 1 都市型低層住宅地区

非住居系用途の混在,敷地の細分化や建て詰まり等を防ぐため,用途,敷地規模,高さ,睦べい

率,容積率等の制限を設ける.

2 中低層住宅地区

集合住宅と戸建て住宅とが環境的にも街並みとして共存できるよう,用途,敷地規模,高さ,建

ぺい率,容積率等の制限を設ける.

3 高架鉄道沿線地区

高架鉄道に近接した地区特性にかんがみ,堅ろうで遮音性の高い中層建築物等の誘導を図るとと

もに,用途,敷地規模,高さ等の制限を設ける○
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地区整備計画

建 地区の区分 ｢I言方石右京 ｢ 都市型低層住宅地区 F 中低層住宅地区 l 高架鉄道沿線地区

築 区 扇 面 有.ll 約 1.7ha I 約 2.9ha l 約 3.6ha

等 建築物等の用途の制限 l 次の各号に掲げる祉築物は,建築してはならないo

に 建築基準法(昭和25年法律第2011 建築基準法別表第二 (に)項 1 姐築基準法別表第 二

飼 早)別表第二(い)項に梅げる建築物 に掲げる建築物(同義(揺)項第3(こ)項第4号及び(揺)項第2

す 以外の建築物 号に掲げるもので.床面税の合

る 計が 1,500m'を超えるものを除

+ く○)

もの

I琵票警冨芸言霊慧冨雷芸面椛 10分の 10 10分の 15 l

l 10分の4 1 10分の5

祉 築物 の敷他面棚 は,

とする○ 以上とする○

ただし,告示日において卿 こ存する区画で,建築物の敷地両税の最低限度に1-Piたないものについて

は,その全部を-,の敷地として使用する場合は,この限りでない.

なお,2以上の住戸を有す

mJ以上 かつ,住戸数に43m-

とする.

道路境 界線 か

の刺限 らの臣巨雌の最

低限度

2 物芯その他これに頼する用途 (自軌串車庫を除く.)に供し.軒の高さが 2.3m以下で.かつ.

らの距紐の巌 (以下 r外壁の後退拒雌｣という.)は.1m以上とする○ただし.外

るもの

の高さが2.3m以下で,かつ涙 雨棚の合計が5m2以内であるもの

らない○ ならないp

らない.

限
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◆街づくり協定及び街づくり協議指針策定の流れ

昭和47年8月 港北ニュータウン建設研究会発足

昭和51年7月 特別な用地に対する申し出調査グループ討議

※将来のまちづくりに向けて特別な用地ごとに誘導規制が必要｡

[= コ 二 二 二 二 仁 = コ

昭和51年10月 港北ニュータウン事業推進連絡協議会発足

昭和52年1月 港北ニュータウン建設研究会生活対策委員会ニュータウンコントロール研究部会の発足

昭和52年6月 同ニュータウン建築協定研究班の発足

※ ｢特別な用地｣と ｢-般住宅用地｣の環境を保全する誘導規制づくリ｡

昭和52年9月 建築協定 (寡)の策定

昭和52年11月

匪 重 訂

昭和53年6月 生活対策委員会でのまちづくり協定作業今後の展開プログラムの決定

<一般住宅地区>

出典 広報紙 ｢港北 二ュ-ダウ/｣邦L10号/昭和53(L978)年 7月

昭和54年5月

昭和54年11月

昭和55年8月

汚壬地区.汁画制度

-'･l【･IIこ

ブロックリーダー

街づくり協定勉強会

｢一般住宅地区｣

｢特別な用地｣地区街づくり協定案検討会の開催

近隣センタ-地区 工場倉庫地区 共同住宅地区

荏田近隣センターで

まちづくり勉強会開始
以降,他のセ/夕-地区
で勉強会がヰじまる.
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準工業地域街づくり

協定説明会開催

荏田 ･新吉田が対象

昭和58年3月 港北ニュータウン地区供用開始

生活対策委員会の成果を受けて ｢街づくリ指導基準｣を横浜市が決裁

土地区画整理事業法第76条の許可申請において適正な計画かを確認する｡

昭和58年4月

昭和61年3月 港北ニュータウンのまちづくり方針を ｢多機能複合都市｣へと転換｡

※地区全体の土地利用の見直し

昭和62年2月 街づくりパンフレット改訂 港北ニュータウン 『やさしい街づくり』発行

平成2年2月
最初の街づくり協定

｢中川駅前センター

街づくり協定｣策定

平成5年3月 港北ニュータウン改訂 『街づくりの手引き』

※一般住宅用地の規定の一部を見直し (共同住宅等の容認)

平成8年9月 港北ニュータウン地区換地処分

翌日､港北二ュ-タウン全域を街づくり協言義地区の編入
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５．各センターにおける街づくり協定

　　（街づくり協議）の実績と評価
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５－１．タウンセンター地区（北・南）

（1）概要

　タウンセンター地区は、第一地区・第二地区・中央地区の計３地区約66.4ha（地権者数420名）の大

規模な地区であり、港北ニュータウンのみならず周辺地域を含めた横浜副都心として、商業・文化等の

多様な都市活動の拠点としての位置づけがなされており、以下の４つの開発理念を掲げている。

５．各センターにおける街づくり協定（街づくり協議）の実績と評価

（2）公共施設の整備内容

■デザインテーマ　第一地区（北）　「人と自然の調和～歴史と文化の薫る街～」

　　　　　　　　　第二地区（南）　「人とまちの共鳴～躍動感あふれる街～」

■舗装計画【基本的な考え方】

１．多機能複合都市、広域拠点の形成：横浜市の副都心としてふさわしい、首都圏で最も魅力ある「広域拠点としての

多機能複合都市」をめざす。

２．生活文化の情報発信拠点：単なる物的消費拠点ではなく、文化イメージの高い土地柄を活かし、それにふさわしい

知的・文化的消費を支える高度な情報サービスを持った「情報発信拠点整備」をおこなう。

３．高度な都心性と自然性の融合：「都心性と自然性を兼ね合わせた街づくり」をめざす。

４．個性豊かで自己主張のある街づくり：訪れた人が「個性豊かで主張がある街」と感じるような斬新なコンセプトに

よる都市づくり。世界に誇れる「個性豊かなタウンセンター」をめざす。

　タウンセンター地区はブルーラインとグリーンラインのセンター北駅・センター南駅の２つの駅を持

ち、横浜駅からは約30分ほどの位置にある。昭和58（1983）年３月から第二地区（センター南駅側）か

ら土地使用が開始され、平成８（1996）年９月に第一地区・第二地区、平成17（2005）年３月に中央地

区が換地処分を終えた。

　平成３年６月に設置されたタウンセンター開発推進協議会の開発ルール部会によって平成４年10月か

ら街づくり協定に関する検討が開始され、平成５年５月に街づくり協定（中央地区は街づくり協定では

なく地区計画が定められた。）が策定された。その後、平成14年にそれぞれの地区で協定内容の担保性

を高めるために地区計画が定められている。

　港北ニュータウンのセンター

として、質の高い街路空間を創

出するために、舗装はグレード

の高いものを使用している。特

に歩道はインターロッキング以

上のグレードで整備している。

　道路のランクや性格に応じて

整備水準のグレード分けをおこ

ない、メリハリのある整備をお

こなっている。

I)jei正の 非iEの

(ex)

幹線氾桁 吐/低 アスファルト-部r_LB* アスファルト 投t挫する(15_0)

補助幹線 -般維 中/低 ⅠLB平板れんが アスファルト 設atする
i江 肺 (10.5)

区画i正一路 -一三珊 lLB ホブトロールドアスファルトとアスファルト ーk= みマJt平板れんが

粒7.'&/中 アスファルト

lLB lLli

荷/7,7, ーLB ILB のみ設粧
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■色彩計画【基本的な考え方】

■駅前広場のデザインコンセプト

　第一地区「やすらぎを感じさせる光奏でるステーションパーク」

　　※シンボル広場との一体化・連続性を確保→光・緑・水のデザイン要素を取り入れる。

　　※空調の広がり、軽やかさ、シンボル性を表現→光による演出（内照、ライトアップ等）

　第二地区「くつろぎを与える緑あふれるステーションパーク」

　　※自然的アメニティの最も基本的要素である緑（植栽）多く取り入れる。

　　※修景施設は落ち着きが感じられる景観を展開

（3）タウンセンター地区の現況

ａ）タウンセンター北（第一地区）

　駅前には噴水フォリーと芝生広場が整備されたシンボル広場が

あり、日中から親子連れなどで賑わっている。また、駅前広場東

側には太陽発電を兼ねた特徴的なモニュメントµ太陽と月の塔µ

があり、ここから横浜市歴史博物館を眺める道路景観は地区の１

つのハイライトとなっている。

　センター北駅に近接する都筑阪急（モザイクモール港北）やあ

いたいショッピングセンターを核施設として賑わいをもたらして

きたが、商業施設ノースポートモールが平成19年にオープンし、

近年ますます賑わいを見せている。

ｂ）タウンセンター南（第二地区）

　駅前には様々なイベントがおこなわれる階段状のシンボル広場

があり、隣接する結婚式場と合わせて、街のオアシス的な雰囲気

を創出している。

　センター南駅に近接する東急ＳＣが核施設として立地するが、

平成20年にはホームセンターが進出するなど、今も発展を続けて

いる。周辺には都筑区合同庁舎や郵便局、都筑警察署等の公共施

設が多く、これらの施設間を結ぶ歩行者専用道路では常に人の往

来が発生している。

ｃ）タウンセンター中央地区

　核施設として中央西側の共同街区に大規模複合温泉施設（港北

MINAMO）が立地し、平成20年には吾妻山近隣公園の東側に商業施

設ルララ港北が進出した。また、中央を南北に縦断する歩行者専

用道路（みなきたウォーク）と早淵川の交差する場所には飲食店

が立地するなど、順調な市街化が進んでいる。

タウンセンター北（センター北駅前）

タウンセンター中央地区

タウンセンター南（センター南駅前）

節 - 地 区 第 二 地 区

街路空間の逝調色 グレーを中心とした淡い色彩 ブラウンとグレーの組み合わせ

舗 装 コンクリート､洗い山し､擬石等の白紙の風合い コンクリート､レンガ等素材感がシックなものを

感じさせるものを並木とする 基本とする

ポ-ル状のもの ダ ー ク グ レ ー ダ ー ク ブ ラ ウ ン

(恨明-信号柱等) (DiCl∃本の伝統色5版 914.鳩紫色) (E1本塗料工業会撚畔色見本帳 S23-25)

箱状のもの ラ イ トグ レ ー ライトグレー

(東屯パットマウント等) (DIC日本の伝統色5版 913藤鼠) (日本漁科工業会標畔色見本帳 S17-397)
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・レクサスセンター北

・ネッツベイシティー横浜

・グリーンヒルズミサワホーム東京㈱

・マイキャッスル

・アミューズメントパーク
　ネバーランド ・㈱長府

　製作所

・グランドポートＮＦビル

・エクセレント都筑
　福祉マンション楓

・グレース
　マンション

・マイキャッスル
　センター北Ⅱ

・ＰｒｉＡｍｏｒ

・グランソフィール
・カネダビルディング

・三九堂ビル

第五幸喜ビル

アークレスト

ジィオービル

・タウンコートビル

Ｂｕｒｅａｕ
Ｐａｌａｚｚｏ

ＭＩＬＬＥＮ
ＮＥＵＢＬＥ

スカイフロー
リッシュビル

・ＹＳアベニュー

・Ｓ＆Ｅわくいビル

・エクセレント都筑

・セントラルヴィラ
・シンコビル

・Ｙ�Ｓビル

・ルネス
　ヴィクトワール ・ヴィラ

　ノルド

・ＫＵ六番館

・小泉ビル

・マルチナクレスト

・アルファビル
・プレヤデス２０００
・アモルビル
・ＨＳビル

・第２中西ビル

・都筑
　　阪急

・モザイクモール港北

・あいたい駐車場

・センター北
　渡辺駐車場

・中川中央Ｎｏ７６
　駐車場

・グランドメゾン
　センター北

・センター北
　高橋マンション

・フォレストフジ

・(有)プロメディカルハタ薬局

・エスポワールハマダ
・グリーンエイジ

・リブウェル

・アルシュ中川
・花竹ビル

・アヴァンセンター北
　

・ショッピングタウンあいたい
　横浜センター北駅前郵便局
　横浜銀行港北ニュータウン北出張所
　三井住友銀行港北ニュータウン支店
　横浜信用金庫センター北支店

・ヴァンクールセンター北

・ローバーセンター北
・ベイヒルズセンター北駅前

・センター北ＹＳビル

・リーブラセンター北

・スタジオフラットＩ
　(有)エヌアール

・ベールージュスクエア

・Ｔ�Ｓフラット

・ＩＦビル

フォレストノースビル

・ペンシルガーデン

フォーレストビル

・法善ビル

ボヌールビル

・Ｔ�Ｓビ

・センタービル

・嵯峨野ビル

・ロイヤルハウジング販売㈱
・ビューコートセンター北

・センター北
　パークホームズ

・スロットベラッジオ

・ウィングコート

・センター北
　センチュリーハウス

・フォーレスト
　センタービル

・Ｃｈａｒｉｔｅ
　センター北

・ビーバレー北

・ＮＥＵ　　ＬＥＢＥＮ大健商事ビル

・ＭＫノースビル
・シベールセンタービル

・スタジオフラットⅡ
・松竹ビル

・関ビル

・グレイスコート
・ハナブサビル

・ロイヤルシティーⅡ

・ベガプラザビル

・和田ビルセンター北
・エミリオ

・プリムローズ

・フロレセールセンター北

・グランドールセンター北

・センター北ミレナリオビル

・キタ・トマトビル

・プライムシティ
・ミオスカテーロ港北Ⅰ

・マイキャッスルセンター北

・田園キャッスルセンター北

・グランコート北

・プラハ横浜

・パルコプレチオーゾ

・ミオカステーロ
　港北ラヴィータ

大塚・歳勝土遺跡公園

SCALE　1/4000

Ｎ

0 50 100 200ｍ

■タウンセンター北（第一地区）

【諸元】

宅地面積：約15.5ha

地権者数：190名

用途地域：近隣商業

　　　　　商業

建蔽率：80％

容積率：近商400％　商業600％

高度地区：近商第６種　商業第７種

防火地区：防火

タウンセンター北地区

店舗等

歩行者専用道路
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センター北駅

（4）タウンセンター地区の周辺土地利用

■タウンセンター北（第一地区）

横浜市歴史博物館

大塚・歳勝土
遺跡公園

港北阪急

駅前広場

歴
博
通
り

区
役
所
通
り

み
な
き
た
ウ
ォ
ー
ク

個別値主題図

田 に 集合住宅用地 運輸倉庫用地

[:::コ 畑 -店舗併用住宅用地-重化学工業用地-平坦地山林 - 作業所併用住宅用地 - 供給処理施設用地-河川･水路 ･水面 - 商業 ･業務用地 -農地 (農業施設)
- 荒地 ･海浜 -公共用地 -防衛施設
住宅用地 文京厚生用地 - 都市公園

-ゴルフ場 -
未利用地 -
取壊 ･改変工事中-

馬主車場 -

その他空地

[:::コ 自動車専用道路

道路 幅員22m以上

道路 幅員12-22m
道路 幅員4-12m
駅前広場

道路 幅員4m以下

鉄道用地
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23

■タウンセンター南（第二地区）

SCALE　1/5000
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Ｎ
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センター南駅

昭和大学
横浜市北部病院

港北東急

駅前広場

都筑区総合庁舎

都筑郵便局

都筑警察署

都筑中央公園

区
役
所
通
り

歴
博
通
り

み
な
き
た
ウ
ォ
ー
ク

個別値主題図

田 F 集合住宅用地 運輸倉庫用地

[:::コ 畑 -店舗併用住宅用地-重化学工業用地-平坦地山林 - 作業所併用住宅用地 - 供給処理施設用地-河川･水路 ･水面 - 商業 ･業務用地 -農地 (農業施設)
- 荒地 ･海浜 -公共用地 -防衛施設
住宅用地 文京厚生用地 - 都市公園

-ゴルフ場 -
未利用地 -
取壊 ･改変工事中-

馬主車場 -

その他空地

[:::コ 自動車専用道路

道路 幅員22m以上

道路 幅員12-22m
道路 幅員4-12m
駅前広場

道路 幅員4m以下

鉄道用地
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（5）タウンセンター地区の現況建物用途

■タウンセンター北（第一地区）

センター北駅

横浜市歴史博物館

大塚・歳勝土
遺跡公園

港北阪急

駅前広場

歴
博
通
り

区
役
所
通
り

み
な
き
た
ウ
ォ
ー
ク

個別値主題図

- 住宅 二 作業所併用住宅 娯楽施設 運輸倉庫施設 - 農業施設

l 集合住宅 - 業務施設 - 商業系用途複合施設 - 工場 - 防衛施設

l 店舗併用住宅 - 宿泊施設 文数厚生施設 - 処理施設
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24

■タウンセンター南（第二地区）

都筑区総合庁舎

都筑郵便局

都筑警察署

SCALE　1/5000
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横浜市北部病院
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通
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通
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な
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ォ
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ク

個別値主題図

- 住宅 【 作業所併用住宅 娯楽施設 運輸倉庫施設 - 農業施設

l 集合住宅 - 業務施設 - 商業系用途複合施設 - 工場 - 防衛施設

l 店舗併用住宅 - 宿泊施設 文数厚生施設 - 処理施設
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（6）タウンセンター地区の街づくり協定内容

駐車場

　・

駐輪場

敷地

■タウンセンター地区街づくり協定等内容（抜粋）

共同化

用途

壁面後退

建物

形態

意匠

高さ

色彩

・良好な市街地環境を確保するため、狭小な敷地・間

口の小さな敷地に分割しないようにしましょう。

・来街者の回遊性を創出する集客力のある施設立地を

促進し、賑わいのある街づくりをおこなうため、隣

地宅地との共同化・協調化した施設計画を進めまし

ょう。

・タウンセンターの核となる大規模施設の立地を促進

するため、共同化を前提とした共同化義務街区を設

定します。

・通りの賑わいを形成するために施設の１階には賑わ

い施設を立地させましょう。特に歩行者系道路に面

した施設の１階部分には、住宅・倉庫・駐車場等の

施設（賑わいを生み出さない施設）は立地させない

ようにしましょう。

・周辺の施設集積への影響を低減するために、住居可

能地区を定めます。

・良好な商業業務施設立地のため、住居は３階以上に

設けるようにしてください。

・タウンセンターの魅力形成上好ましくない用途（風

俗営業法による関連営業等）は規制します。

・シンボル広場に面した施設は１、２階部分を４ｍ以

上後退させ、広場を囲む回廊を創りましょう。

・幹線道路沿いは２ｍ以上後退させ、少なくとも１ｍ

は歩道と同じレベルで整備しましょう。

・界隈毎に統一感を持った街並みを創り出すように工

夫しましょう。

・建物の通りに面する壁面の高さを揃える等、通りご

と、歩行者空間ごとの工夫をおこないましょう。

・色彩の統一感の創出と各施設・通りの個性の演出を

心掛けましょう。遠景からの統一感のある街並みを

創り出すため、建物の壁面の３階以上の部分は「基

調色（白に近い、明度の高い色）」を使用しましょ

う。

設備の

隠蔽

・設備機器等は、他の建物から見えにくいように修景

しましょう。

付属物

駐車場・駐輪

場の設置

駐車場のしつ

らえ方

看板・広告・

日除けテント

・デザインの質の高い看板、広告物、日除け

テント等によって街の個性、店の個性を創

り出しましょう。

・界隈の街並みの統一感を演出するため、看

板・広告物は位置、大きさ、色彩等を街並

みに調和するよう心掛けましょう。

夜間の賑わい・夜間も賑わいがあり、安全に楽しく歩ける

よう、照明等夜間の街並みの演出に心掛け

ましょう。

・来街者の利便性、円滑な道路利用を高める

ため、駐車場、駐輪場の附置を図りましょ

う。

・駐車場を設置する場合は、附置義務台数以

上の整備に努めましょう。（商業系用途は

横浜市駐車場条例の附置義務台数の２割増

、住居系用途は戸数の７割）

・駐車場の出入口は歩行者の安全性、円滑な

道路利用を損なわない位置とし、わかりや

すく、利用しやすい施設にしましょう。

・駐車場は駐車車両が丸見えにならないよう

修景しましょう。

・特に歩行者系道路に面する場合には、通り

の賑わいを損なわない計画としましょう。

サービス用

車両の処置

・サービスヤードは歩行者の安全性、円滑な

　道路利用を損なわないように設けましょう。

特に大規模施設のサービスヤードは、歩行

　者系道路に面しては設けないようにしまし

　ょう。

・来街者で賑わう時間帯はサービス車両の出

　入りをおこなわないようにしましょう。

　駅前センターや近隣センターとは異なり、明確なイメージテー

マは設けていないが、ニュータウンの商業・文化機能の中心的な

位置づけから、通りの賑わいを連続させることを重視した１、２

階における住居系用途を規制するなど、他センターにはない内容

も盛り込まれている。

　タウンセンター地区では街づくり協定の内容を補完し、協定に

沿った施設計画にあたり事例やヒントなどをまとめた『街づくり

協定ガイドライン』を定めている。壁面後退や建物高さなど全部

で34項目がまとめられており、これによって他のセンター地区の

協定よりも、具体的できめ細かな規制誘導を展開している。

エリアごとに異なる看板の設置方法

具体的な夜間照明の演出の仕方（光度など）１階壁面後退部分の断面整備イメージ
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（7）タウンセンター地区の空間形成効果

①進出した建物用途

　　南北センターともブルーラインの開通とともに

建物の高度利用が始まり、核となる共同化建物と

して、センター南地区の東急百貨店、センター北

地区の阪急百貨店などが建った。

　　一方、共同化をしなかった間口の狭い小規模宅

地には上層部を住戸とした飲食業やサービス業が

入居するテナントビルが建ち並んでいる。

　　また、センター北地区には横浜市歴史博物館、

センター南地区には図書館や公民館を併設する都

筑区総合庁舎や昭和大学横浜市北部病院などの主

要施設も建設され、近年は中央地区の整備やグリ

ーンラインの供用に伴ってタウンセンターの拠点

性が強化されたことにより、ノースポートモール

などの大型商業施設が次々と立地し、横浜市の副

都心として相応しい賑わいと機能をもったセンタ

ー地区を形成している。

②建物形態

　　申し出換地当時は土地利用展開イメージで見られるように大半の

街区で建物の共同化が進められる予定であったが、建物評価が複雑

化することから銀行の融資が難航し、また、グループ内の地権者も

共同化事業のノウハウもなく、将来の世代交代時への不安等を考慮

したため、現実に共同化街区は数えるほどしか建たなかった。これ

は当初計画とは少し異なるものであった。

　　さらに、タウンセンター地区は港北ニュータウンでもっとも減歩

が高いため、間口の抑えられた敷地形状が多く、ペンシルビル状の

建物が多くなった。このことから物理的に敷地内に駐車場が設けら

れず、建物１階は上層階への歩行者用の入口とテナントスペースを

確保して、駐車場は別に確保したところもある。

　　なお、タウンセンター地区において、幹線道路と駅前のシンボル

広場沿いにおいては、壁面後退のルールがあるが、地区内の歩車融

合道路沿いでは特に壁面後退は定められておらず、自主的に壁面後

退をする建物とそうでない建物が並んでいる。

　

センター北駅前の共同化建物
（阪急百貨店）

都筑区総合庁舎

共同化せずに個人で建てた建物は間口が
狭く駐車場を敷地内に確保できてない

センター北駅前の共同化建物
（東急百貨店）

横浜市歴史博物館

歩車融合道路沿いでも敷地境界ギリギリ
に建物が建っている。

歩車融合道路に面して自主的に１階部分
の壁面を後退させて空地を確保した建物
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④建物付属物

　　屋外広告物については、原則として屋上広告・窓面広告・野立広

告・点滅サイン（ネオン等）が規制され、３階以上の高さに設置す

る広告物の彩度は低く抑えられるなど、すっきりとした街並みが形

成されているが、一部で窓面広告や路上広告等が見られる。

　　また、袖看板が規制されているシンボル道路やシンボル広場・駅

前周辺では、路上への簡易的なノボリ旗なども見られる。

　　その他、車道側へのゴミ置場設置や排水管の隠蔽などは協定内容

が遵守されており、すっきりとした沿道景観が形成されている。

通りの賑わいを連続させ、目印となるよ
うなコーナー部の建物

西洋風の縦長窓を採用したマンション

幹線道路に面するパチンコ屋と上層駐車
場の壁面にアーチ風のクラシカルな意匠
を取り入れて景観に配慮している。

隣り合う建物と高さや色調、質感、デザ
イン等を調和させた建築

折角の美しい街並みをノボリ旗が乱して
いる。

折角の建物意匠が安っぽく見えてしまう
窓面広告

余計な広告物を一切廃してすっきりとし
た街並み景観を形成している。

袖看板が出せない分、歩道に路上看板が
設置されている。

③建物意匠

　　タウンセンターの北と南でデザイ

ンテーマは異なるが、どちらの地区

も街づくり協定区域の上ではひとく

くりにされており、具体的なデザイ

ン様式が示されているわけではない

が、アーチや半円窓等の化粧を施し

たクラシカルな意匠の建物が多い。

　　その他、街づくり協定内容に基づ

き、賑わいが連続するよう街区のコ

ーナー部分に建物形状をゆるやかに

合わせる、低層の店舗スペースと中

高層の住居部分との分節化するなど

の工夫がなされている。
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⑥壁面後退・駐車駐輪場

　　壁面後退はタウンセンター周囲の幹線道路と駅前広場に面する部

分で定められている。駅前広場に面する後退部分については、南北

センターとも舗装材が歩行者専用道路側のものに合わせられ、公開

されている。

　　一方、幹線道路沿いの壁面後退部分は主に一時利用の駐輪場とし

て利用されている。

　　駐車場等は、建物共同化が見込まれていた街区においてペンシル

ビルの合間に一時利用駐車場が数多く見られる。また、こうした駐

車場を通して隣接するビルの空調設備などが丸見えとなり、景観的

に好ましくない状況となっている。

　　駐輪場は、南北センターとも地下鉄の高架下に公共駐輪場がある

が高低差を嫌って駅前広場の周りに多く不法駐輪されており、歩行

者の通行の妨げとなっている。

低層階の界隈色は濃く、上層階の基調色
を明るくすることで街並みに落ち着きを
与えている。

用途の異なる低層階と上層階の色を区分けることによってメリハリのある景観を創出
している。

⑤建物色彩

　　タウンセンターとしての商業機能を損なわず、かつ、街並み景観

を魅力的なものにするよう建物の低層と建物３階以上とで区分けを

している。

　　賑わいを創出する１・２階の低層部分は「界隈色」として、厳し

い基準を設けずに通りごとの統一感を出させる程度に留めている。

一方、建物３階以上は遠くからも目に止まるとして、原則明度９以

上の明るい「基調色」とするよう定めている。

　　これと建築意匠におけるµ用途の分節化µとがマッチし、全体で

メリハリのある街並み形成を創出している。

幹線道路沿いの壁面後退部分は主に店舗
利用のための一時駐輪場となっている。

共同化がなされなかった街区などで一時
利用駐車場も多く見られる。

駅前広場の歩行者動線から外れる部分は
無料駐輪場と化している。

不法駐輪が不法駐輪を呼び、駅前広場に
侵食している。
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都市軸

回遊軸

街角広場

通り抜け道路

駐輪禁止指定

都市的な商業ゾーン

自然的な商業ゾーン

人間味のある商業ゾーン

■中央地区を含めたタウンセンター商業ゾーンの形成（案）

⑦考察（他地区と比べて特徴が見られる事項）

　　港北ニュータウンの中核をなすタウンセンター地区では、他センターと比べて街づくり協定の内

容が濃く、ガイドラインとして具体的な敷地利用のイメージまで掲載されている。壁面後退と建物

用途こそ地区計画に移行され遵守されているが、例えば、タウンセンターの魅力を高めるための賑

わいの連続した街づくり「通り抜け通路の確保」や「広場・ポケットパークの確保」などはあまり

進められていない。

　　地権者の経営体力的な諸事情はもちろんあるが、南北センターが一体となった商業ゾーンとして

の展開が読めなかったからではないであろうか。実際にガイドラインを見ても南北それぞれのセン

ター地区でのイメージや個々の指標は細かく記載されているが、全体としてのつながりについては

触れられていない。協定策定時には中央地区の計画が固まっていなかったためである。

■街づくり協定への今後の提案（＝南北センター・中央地区を含めたまちづくりプランづくり）

・タウンセンターの魅力的なまちづくりに向けたイメージプランを作成する。

（例．既存の歩行者ネットワーク等を踏まえて、それぞれの通りごとに空間イメージを設定し、壁面後退

の設えや通り抜け空間の確保などを誘導する。駅前広場の見通し確保など駐輪場等についても、まちづく

りプランに合わせて適切に対応する。）

　　現在、南北センターとも建物建設が

終了しつつあり、中央地区も徐々に建

物が立地し始めている。今さら建物建

設を誘導することは難しいが通りに面

する部分の設えなどについては、壁面

後退部分も含めて改善の余地があると

思われる。地権者の世代交代等も考慮

して、今一度、タウンセンターの真髄

を表す南北センターと中央地区を含め

た新しいまちづくりプランを作成する

ことが考えられる。

　　既に、水と緑の魅力アップ推進委員

会によって２年間にかけて、中央地区

を中心としたタウンセンターの魅力づ

くりの提案がなされており、平成18年

度にはアウトプットとしてイメージ図

が提示されている。（P64参照）

　　その他、実際に問題となっている「

駅前広場の駐輪場化の問題」「道路上

に置かれた雑然としたノボリ旗、看板

のデザイン」「駐車場周りの修景化」

等についても、センター全体のまちづ

くりプランの中でストーリーを組み立

て、地権者が自発的に適切に対応して

いくように誘導する。
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lLタウンセンター地区の魅力向上に向けた提案 リス ト (平成18年度水 と緑の魅力アップ推進妻員会 第 4部会提案をベースとする｡)

玩 ,I,言 リ ..一 一Ltt: .I ･ 叶 -
Jl' ･ 丁目

■歩専道と高架ゞ下空間の一体的利用

･怠宍道橋脚壁面の緑化の可能性を検討する.

･仮設物=作物使用許可によって､縁E]､芸術イベントなどの利用空間とL;
て活用する｡

･宅地をいくつかにゾーン分けし､それぞれで特色ある商店街 (朝市 ･アー

トスペース･屋台村)を形成する｡

･センター北駅とセンター両駅を結ぶ芸術空間を形成する｡

･屋上を緑適にした 『仲兄世商店街』を検討してみる｡ ｢歩専道+地下鉄高

架下｣の一体的且つ連続的な空間のデザインを検討する｡その際は､歩専 .I

道を歩く人が途中でひと休みできる1完所や､障害者でも安心して使えるか

などを配慮する｡

商店街は歩等道に顔を向け､軸となるオ-プンモ-ルを建築物として一体

的に開発する可能性を検討する｡ (都市再生機構などのデベロッパーに開

㌔' .ド 発を委任する可能性も検討するo)

′∴ ._‥,∴ ∴ ∴ ∴ 鮪 .

// /上､ 恥

盟.I::,:∴ ∴ 千 ∴ ニー :'工 し

間として活用する｡

I.:}!.

センター橋は･早測川堤防並木を-芦する起
点と､当面は五山と早測川堤防並木を頂上で

鑑賞する場所として位置つける｡

ーヽ1

土木事務所及びその周辺は､早測川を挟んで南北にある丘陵の
緑道を繋ぐ道(散歩のための広幅員歩専道)と歩専道とパレー
ド道が出合う場所であり,土木事務所の文化拠点化 (第2囲警
館等)を含めた総合的な検討を試みる｡

㍉

㍉

了

､

ー
-〟

-～一

･
④

100

都筑中央公園●● ●●●
●●●● ●
● ●● ●
● ● ●
t区民崇等のイベント空間で活用する｡1

1 /

●. 1

T.
パレード行進 の 場 と し て 活 用 す る ｡

.T 区民崇等のイベント空間で活用する｡

l■ --'::::･:--':T.●丁･

'､ま /

三■融 ''---/-I :

_ー＼ 人̀ / /}羊久= 丁目
●
ntI ll

パL/-ド行進の場として活用する｡一丁●

{''~●ヽ

トウ-クする歩道橋の整備｡

tL

5 '･･...
-A

●●､●●■一丁●
●

吾妻山近隣公園は五LLJを眺める山と位置つける｡
例えば､吾妻山の見晴らし地点から五山を眺める
角度にある建物は､見晴らし地点より低くする｡

早沫1J川桜堤の整備 1t

･L - _I.Lr
礼.t ●

●
● .

lBチJ

ヽ .ド-.ご.: 3,I,F'i

: ､月

1
.r

(つづき五山等)中央地区 ｢
孟萌壷云jiうら支I;二㍍)確壷妄言｡一㌦j

jA iJ_i L

i::-.-t'-●',

A r.
r

･1;1
Li講イ

- センタ一歩専道

lll 早測川プロムナー ド

⊂ 歩専道等

公園 ･緑地 ･緑道等

; ■■ 駅

∴ l ･〉
五山を中心とする
歩行者ネットワーク

■歩専道･早測川の結節点となる十字空間

･郡市再生機構所有地と親水公園とセンタ-橘の要差する十字空間おいては､シヨツ

ピンクモール機鞄･南北を繋<緑道機能 ･/YL/-ドの道 ･早測川緑道としての機能-/I ■地下鉄高架下空間
が統一的に満たされたデザインと土地利用を用意する.

早測川イベントの癖

字測川プロムナ一･ドのイメージアンラ計画
親水性のあ尋フアミーJ-が集まる広場に
十字空間両側のUR都市機構所有地のT苦地利用の可能性
親水広場周辺宅地におけるまうつくり誘導 (屋上緑化 ･建物セットバック･広場に

面した建物ファサードの誘導｡

lF_i 収益をあげる宅地

阜 - 交通局施設用地

- 駐輪場利用予定地

⊂

l

.Jt/ーL
＼
∵＼1.

ヽ

ヾ{
lヽ
/l＼

5主車場利用予定地
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■タウンセ ンター地区の魅力向上 に向けた提案 リス ト (平成18年度水 と緑の魅力ア ップ推進委員会 第4部会提案 をベース とす る｡)

＼ 主な提案項目 内容 分類 今後の展望 その他課題等

早5河川の 早測川の魅力づくり ⊥. 卜字空間と一体となったイベントの開催O 早調川 平成20年度lR-民祭りを南北センターと中央地区みなきたウオークで開催2.早捌川プロムナー ドのイメージアップ計画○ 第3部会で平成 16年度早捌川)吉J辺整備其本計画n=定 地域まちづくりグループ活動において親水広

魅力アップ /派+理事項 早捌川親水広場愛護会 (平成 18年 11月 26日設立)が主体となって検討 場愛護会等既存同体との連携

3.早捌川桜堤の整備 ｢地域まちづくりプラン｣の作成および整備助成の申請 親水広場で一部実施済み

早測川親水広場の魅力づくり

4.ファミリーが集まれる親水性のある広場に○ r地域まちづくりプラン｣の作成および整備助成の申請 早捌川親水広場愛誰会との連携◇DF.l<治水事務所管轄O整備後の維持管理が必要○

みな辛たウオlクの鳥力アップ 早測川～親水広場十字空間の魅力づくり 5.十字空間周辺宅地における "環境に所己慮した土地所用"のモデル事業化 也檎者盲■丑事項 r地域まちづくりプラン｣の作成およびルールづくり､規制誘導方策の検討 罪-に地権者 .地域住民の多数の合意が得られる提案とする必要がある

6,親水広場周辺宅地におけるまちづくり誘導 (屋上緑化 .建物セットバック .広場に面した建築等)

五山眺望ポイントの活用 7.吾妻山の見晴らし地点から五山を眺める角度にある建物は､見晴らし地点より低くする規制 一誘導

8.吾妻lLJ公園と歩専道が一体となった広場においては､道標を囲んで一服しながら,五山を眺められる場所とする一方で､イベント空間として活用o 歩行者令ット r地域まちづくりプラン｣の作成および (イベント広場としての)整備助成の申請?9.桜並木と五山を橋上で鑑賞する場所としてのセンター橋の位置づけ 散策マップでPR 平JJR20年度北部散Â=マップ完成(ただし､特に記載はされていない-)

安全な歩行者環境の創出 10.みなきたウオークの安全な歩行者環境づくり r地域まちづくりプラン｣の作成および菅秦 .土木事務所との調整

nr タウンセンター祭等による中央 ll.7-育て地蔵縁日やパレー ド行進等に活用できるみなきたウオーク イ 地域まちづくりグループにより､中央地区各種イベント(パレー ド行進 .子育て地蔵イ 平成20年度区民蘇りを南北センターと中火
地区 (みなきたウオークや早測川十字空間など)の活用に向けた環境整備 のf;At境改善 <;ント環檀 ベント.線El.お祭り広場等)の企画の考案をおこなうとともに､こうしたイベントに対応した道路衆境の課題整理をおこなう○地域まちづくりグループにより､各種イベントの開催の際には必要に応じて各種団体等と調整する○(人草サークル .センタ-北商業振興会 .センタ-南商業地区振興会 .センター北広場公園愛護会 .センタ一雨広場公園愛護会 .みなきたウオークハマロー ドサポーター .早捌川親水広場愛誰会等) 地rq_みなきたウオークで開催

5] 魅力ある歩行者専用道路沿い商店街の形成 12.,歩行者空間に顔を見せた群)道商店街の形成 交追局I義事gt ｢地域まちづくりプラン｣の作成および交通局との継続的な意見交 換

13.早捌川を起点とした商店街のゾーン分け (朝市.アー トスペース.オープンカフェ.屋台村等)

14.尾上緑化にした仲兄R.商店街や屋上利用のできる商店街の形成

高架下空間活用による歩行者専用道路の魅力づくり 15.北と南を結ぶ芸術空間づくり16,変屯所 .鉄道橋脚嘩血の緑化のF,(能性

既存の市民活動拠点の担保および新たな文化拠点等の創出 17."市少年の居場所"スペースの確保 他 都筑区地域振興課において検討 覗/f､市歴史博物館址市場にて暫定的に利用されている○

18..卜_木弔務所所在地を文化拠点としていくための総合的な検討 地域まちづくりグループと地権者によって中央地区に相応しい土地利用を検討し､今後進出してくる事業者等に対し要望していく

周 辺 地 区 中央地区内の歩行者動線整備 19.中央地区周辺練道から中央地区に至る明確なアクセスルー ト(敬 歩 北部ルー トと南部ルー トを結ぶ中央地区の歩行者ネットワークを位置づける ｢地域 平成20年度北部散îLtマップ完成

との 関係強化 策ルー ト)の確立 行着 まちづくりプラン｣の作成

20.つづき五山が眺められる眺望点の確立 ｢地域まちづくりプラン｣の作成周辺建物の高さを規制するか､条例で眺望点を設定するか○

[二二二コ 既に関係者との調整が始まっている項目
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■道路占用物■道路本体・付属物

（3）中川駅前センター地区の現況

　駅の北側に面する中川センタービルには遊戯施設や飲食系のテナントが集中し、賑わいの拠点となっ

ている。一方さらに北側の歩行者専用道路に面する一帯は生活の拠点として、スポーツジムやホームセ

ンター、スーパーなどが立地している。駅南側は歩行者専用道路に面して小規模店舗やテナントビル等

が並んでいるが、その西側では診療所や薬局等の医療系の土地利用が集中しており医療ゾーンを形成し

ている。

　地区外の主要施設では、東側に武蔵工業大学横浜キャンパスが立地している。また、南側には集合住

宅地「港北ガーデンヒルズ」があり、センターの歩行者専用道路に面して修景空間が整備されている。

　その他の駅前センター周辺は低層の住宅地となっており、センターも含めて全体的に閑静な空間が広

がっていると言える。

　現在、中川駅の上部に地域ケアプラザ・介護老人保健施設・保育園が入居予定の複合施設を整備して

おり、平成20年度中の完成が予定されている。

５－２．中川駅前地区

（1）概要

　中川駅前センターは、タウンセンターの北西に位置する駅前センター地区であり、山崎公園や烏山公

園が近接するグリーンマトリックスの西北端として、µくさぶえのみちµやµふじやとのみちµなどの

緑道を経由して、北山田駅やセンター北駅と結ばれている。

　同じブルーライン沿いの駅である仲町台駅よりも２年ほど早い昭和61（1986）年11月から街づくりに

関する勉強会が始まり、昭和63（1988）年５月に地権者協議会が設立され、地形的要件や緑豊かな周辺

環境から平成２年２月に「ネオ・ロマンチック」をテーマに街づくり協定が決定された。

　その後、駅前センター地区の先陣を切って、ブルーラインが開通するよりも３年早い平成２年５月に

街びらきをおこなっている。　

（2）公共施設の整備内容

■デザインテーマ　ヨーロッパ中世の造形手法を手掛りとしたデザイン

　　　　　　　　　・回廊（コリドール）を用いたデザイン　・円や星座等の幾何学的広場デザイン

　　　　　　　　　・中世を代表するシナド・レッドを基調とした色彩

　　　　　　　　　量感を消去し、シルエットを大事にしたデザイン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・線材や組み合わせ鋼管による造形　・シルエットを大事にした植栽

構成安LX.(地殻等) 主 な イこl:棉 - 材 fl 等

舗装-,Ji.退部 インターロッキングブロック(一部陶板使川)

車氾都 半剛性価姓ブラスト仕上げ(カラ-骨材イulJllJ)

.E!E.fJVJトl舶小川 (-J-3.Om

鋼符支杵及びl-I鞘アーチ焼付漁炎､球型街灯付

.l托そ皮301x

ドーム

屋根 放化ガラス又はポリカーボネート

構成要素(施設等)

シェルターバスシェルター(.El.(tF州寸)

桓】廊(ト ム駅舎r,r.l)

公舛トイレ -1Jrx地 9m×7m

公衆屯箭ボックス

市交池局の比布タイプを設IZIr
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・出光興産
　中川ＳＳ
　㈱光神

・カラット中川

・マイキャッスル
港北中川Ⅱ

・唐戸
　第５ビル

・横浜トヨペット㈱

・エバー
　ラスティング

・オーベル港北中川
・マルエツ

・サファーレ中川

・大久保第５ビル
ヤマダ電機
横浜銀行ＡＴＭ

・中川イサワビル

・ショウワパーク中川

・ノースヒルズ中
川

・中川ＳＯビル

・エスペランサ
中川

・ナビパーク
中川第１

・中川センタービル

・中川駅前郵便局

・中川駅前交番

・中川第二宗ビル

・ベガポラール

・唐戸
第１ビル

・ヴィレッヂ
　スクェア中

・ガーデン
　プラザ宮台

・ユニークフーズ
　ユータカラヤ

・ハーモニーヒルズ中川

・オールメンビル
・ランドワールド中

・ダイニングバーＯＷ

・市川ビル

・ジュネスＥＧ

・第五良仁ビル
　学樹舎中川校

・大久保第３ビル
　セントラル
　フィットネスクラブ
　横浜北 ・皆川ビル

・タイムズ横浜
中川第２

・マイキャッスル
　　港北中川

・グランデュール中川

・シーアイマンション
　港北中川
　サンクス

・ランドワール

・港北整形外科

・港北マルシェ

・林レディース
　クリニック

。大和ハウス工業㈱
　横浜北(営)

・和食れすとらん天狗

・ヒルズオカモト

・プロミネンス

・翠ビル
・内科　小児科　山口医院

・ドゥーシェシロ

・㈱ジェイエーアメニティーハウス
　ＪＡホームプラザ
　㈱横浜北クミアイサービス

・ＳＯビル

・ロイヤルパレス中川

・中川カスケード

・メゾン　ド　ピエール中川

・カリ・メイラサス横浜

・アネーロヒル

・ミオカステーロ
　港北中川

・中川駅前広場

・中川駅舎

駅前センター区域

店舗等

歩行者専用道路

【諸元】

供用開始：平成２年５月

宅地面積：約5.1ha

地権者数：90名

用途地域：近隣商業

　　　　　第２種住居

建蔽率：近商80％　２住60％

容積率：近商400％　２住200％

高度地区：近商第４種　２住第３種

防火地区：防火・準防火
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Ｎ

0 20 50 100ｍ

日
日
日
日
1
/

.I
帝 7.9:itltG't

'⊂ = ⊃ レ′ノ

虐-1ガ T-'ンヒルス
ゝ

･',A .

Iヽvr､~＼し､
牛､久(保招 Eg'･丁二古＼'J､ノ

// -＼＼ミ＼tV,へ4I:,:.I,(.弓

･工 ∴)∵

--/ -

lI

＼､､.■一
■!=ii
I

_二_:=∴葦 ｡･_-; --:t･-

ノ
一 ､ '-/L/'′タ
､＼ヽ ､-./′丸ハ

ノ/-＼

(Ilt＼一､'･
･
ハ∴

.
＼ン

､､

一･し
＼∴(

'了
,

ノ



70

（4）中川駅前センター地区の周辺土地利用

（凡例も入れる）

中川駅

く
さ
ぶ
え
の
み
ち

山崎公園

烏山公園

ハウスクエア
横浜

宿之入公園

中川西中学校

中川西地区センター

中川西小学校

武蔵工業大学

個別値主題図

田 亡 集合住宅用地 運輸倉庫用地

[:::コ 畑 -店舗併用住宅用地-重化学工業用地-平坦地山林 - 作業所併用住宅用地 - 供給処理施設用地-河川･水路 ･水面 - 商業 ･業務用地 -農地 (農業施設)
- 荒地 ･海浜 -公共用地 -防衛施設
住宅用地 _文京厚生用地 - 都市公園

-ゴルフ場 -
未利用地 -
取壊 ･改変工事中-

馬主車場 -

その他空地

[:::コ 自動車専用道路

道路 幅員22m以上

道路 幅員12-22m
道路 幅員4-12m
駅前広場

道路 幅員4m以下

鉄道用地
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14

（5）中川駅前センター地区の現況建物用途

SCALE　1/5000
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0 200ｍ50

中川駅
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山崎公園

烏山公園

ハウスクエア
横浜

宿之入公園

中川西中学校

中川西地区センター

中川西小学校

武蔵工業大学

個別値主題図

- 住宅 【 作業所併用住宅 娯楽施設 運輸倉庫施設 - 農業施設

l 集合住宅 - 業務施設 - 商業系用途複合施設 - 工場 - 防衛施設

l 店舗併用住宅 - 宿泊施設 文数厚生施設 - 処理施設
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（6）中川駅前センター地区の街づくり協定内容

■中川駅前センター地区街づくり協定等内容（抜粋）

駐車場・荷捌き場イメージテーマ

建築用途

壁面後退

外

装

街

並

み

かたち

材質

顔

｢ネオ・ロマンチック｣

・建物１階部分の用途は、極力、物販・飲食・サ

ービス店とし、住宅業務等の使用を避け、商店

街にふさわしい店舗づくりを行うこととする。

・区域図に示す道路の境界線より1.5ｍ以上後退

して建築しなければならない。ただし、道路地

盤面より7ｍ以上かつ3階の床以上の部分につい

ては、この限りではない。

・角地建築物にあっては、ヨーロッパの落ち着い

た、やわらかいイメージを演出するため、交差

点側隅角の鋭角仕上げは極力避ける。

・耐久性に優れ、維持管理の容易なもの。また、

イメージテーマに合わせヨーロッパ的なイメー

ジを持つ素材を極力使用する。

・歩行者専用道路と車道の両方に面する建築物は

、そのファサード(顔)を歩行者専用道路側に向

ける。

・極力寄せ棟、切り妻型の勾配屋根形式で統一す

る。

屋根

・壁面立ち上げ、または、ルーバーにより四周を

覆う等通りから容易に望見されないように配慮

する。

袖看板

壁面

看板

日除けテント

看板・広告物

・駐車場は、住戸数の50％以上かつ業務形態に

応じた必要駐車台数を設ける。

・駐車場は、荷捌き場は、敷地内の車道側に確

保する。

・駐車場には植栽帯等を設け、景観に配慮する

。

・駐車場、駐輪場は車道側に設ける。

ゴミ置き場

・看板は、袖看板、壁面看板のみとし、他看板

、広告物は避ける。

・看板、広告物は敷地内におさめる。

・極力小さなものとし、地上からの高さ3.5ｍ以

上、建物からの出幅1ｍ以内、上下寸法2ｍ以

内とする。

・箱型袖看板は極力避け、やむを得ない場合は

地上からの高さ、4.5ｍ以上、建物からの出幅

80ｃｍ以内、上下寸法1ｍ以内とする。

・1建物に1個を原則とする。

・ファザード(顔)を重視し、各個店の個性を生

かしたものとする。

・看板の大きさは、建物の１壁面の面積が50

以上のものは、極力その１壁面の面積の1/10

以下とし、50 未満のものは、極力５ 以下

とする。

シャッター

・車道側に設ける。

・極力一時保管用の置き場を設ける。また植栽

帯を設ける等目立たないように配慮する。

・生ゴミが発生する店舗においては、各自、敷

地内にゴミ置き場を設ける。

窓 ・極力出窓や丸窓(曲線を生かした窓)等に意匠統

一する。

色彩 ・屋根・外装等はイメージに合わせ、やわらかな

色彩に統一する。

建
築
設
備

屋上設備

壁面設備 ・給排水管等は極力建築物内部に取り込むように

する。また、取り込めない場合は、通りから見

えない位置に設ける、壁面と同一色の色彩にす

る、壁面デザイン構成要素として工夫するとう

の配慮をする。

・構造(パイプシャッター等)、色彩、デザイン

　等の工夫をする。

・街並み景観に配慮する。

・歩行者の通行の妨げにならないよう、日除け

　テントの高さは地盤面から2.5ｍ以上離す。

・日除けテントは敷地内におさめる。

　イメージテーマは「ネオ・ロマンチック」である。

特徴として、ヨーロッパの落ち着いた柔らかいイメー

ジを打ち出しており、寄せ棟・切妻屋根や出窓や丸窓

を推奨している。なお、壁面後退の規制については、

北側の一定の区間のみに限定されている。

　広告については、駅前センターの中で唯一立体看板

と置き看板の設置を禁止している。

　その他、給排水管の建物内部取り込みといった建築

設備や車道側に設ける駐車場駐輪場、建築付属物、建

築形態の規制誘導がある。一方、具体的な色彩や場所

別の空間の考え方などは特に設定されていない。

中川駅前センター地区

の壁面後退指定区域
j-l e g I

ノしけlJ
r~--I11小川9滴 センターqT-)'くIJ
L _ _ _ _J 脇道旺IG

tJr■■JLLlQrk

L l抑 榊 川iC･九
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（7）中川駅前センター地区の空間形成効果

①進出した建物用途

　　駅北側においては、１階部分にテナントスペースを持つ集合住宅や業務ビルが多く立地している。

平成20年現在で地区の東側に空き宅地も若干見られるがその他のテナントはほぼ埋まっている状況に

ある。また、スーパーだけでなくスポーツジムや大型量販店なども立地しているが、不動産等のサー

ビス系の店舗が多く、飲食系の店舗が少ないなど業種は偏っている。

　　道路を挟んだ駅南側においては、歩行者専用道路に面して飲食系のテナントが並んでいる。その西

側は申し出換地によって診療所や病院、薬局などの土地建物利用が集中しており、µ医療ゾーンµを

形成している。　

②建物形態

　　基本的に背割りがなく歩行者専用道路と区画道路の２面に接道す

る宅地が充てられているため、協定で定められている通り、殆どの

建物がメインとなる歩行者専用道路に向けて店舗の入口や住宅の入

口を設けて、区画道路側に駐車場や搬出入口を設けている。

　　駅北側の歩行者専用道路に面する一部の宅地では、地上部1.5ｍ壁

面後退が定められている。

③建物意匠

　「ネオ・ロマンチック」の建築意匠として、勾配屋根の建築や自然

石風の外壁などがあるが、実施している建築数はあまり多くない。

　　実際に海外のネオ・ロマンチックの街並みを見てきた協定運営委

員が主体となって、事業者側と懸命な協議がおこなわれたこともあ

り、外観を落ち着いた色調とすることや勾配屋根を用いた建築など

は多く見られる。

　　街びらき初期の段階で整備された郵便局や交番は、ネオロマンチ

ック調とした代表的な建物のひとつである。

　　

歩専道に面して店舗の入口が並ぶ

大型量販店の外壁に施されたアーチ状の
外壁意匠

洋館のようなフィットネスビル。地区の
中心的な位置にあり、ネオロマンチック
のイメージをリードしている。

アーチ状のファサードに落ち着いた色調の
外壁材、窓台やロートアイアン風の手すり
でヨーロッパ風に仕上げた建物。

「ネオロマンチック」を体現す
る建物として整備された郵便局
と交番である。
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④建物付属物

　　屋外広告物については、特に詳細なデザインが規定されていない

こともあり、それぞれの宅地の自主性に任されている。壁面広告看

板と袖広告看板以外の広告看板を禁止しており、歩道に面して置か

れている独立広告物は少なく、広い歩行者空間が確保されている。

　　しかし、一部の建物では窓の内側に広告を貼りつける窓面広告が

見られる。

　　その他、車道側へのゴミ置場設置や排水管の隠蔽などは協定内容

が遵守されており、すっきりとした沿道景観が形成されている。

⑤建物色彩

　　特に具体的な色彩の基準がなされているわけではないが、地区の

中心にあるフィットネスビルがイメージリーダーとなったこともあ

り、全体的には濃い茶系または無彩色系が多くなっている。

　　一方、駅前の郵便局や交番などはヨーロッパの街並みをイメージ

したパステル調の暖色系の色彩となっている。

店舗側の私物は敷地内におさまるように
徹底されている。

店舗の個性を活かした袖看板一部独立広告看板を置いている敷地もあ
るが、それでも路上占用物はほとんど見
当たらない

茶系と白系のやわらかい色調の外壁とし
た大型量販店

壁面広告の基準は遵守しているが、窓面
広告で台無しにしている建物

⑥壁面後退・駐車駐輪場

　　協定で定められている通り、後退部分の舗装材や高低差処理は事

業者側によって歩行者専用道路側のものに合わせられ、公開されて

いる。

　　しかし、遊戯施設や大型量販店の壁面後退部分においては、自転

車が集中しており、壁面後退部分が駐輪場状態となっている上、一

部の自転車が歩道にせり出す事態となっている。

壁面後退部の舗装および高低差などは歩
道側に合わせた形で整備されている。

壁面後退部分に止められている自転車。
この付近では心理的な働きもあってか歩
行者専用道路側にも遠慮なく止められて
いる。



76

⑦考察（他地区と比べて特徴が見られる事項）

　港北ニュータウンで最初に街びらきがなされた駅前センターということもあり、先駆的な見本とな
る街として、「建築設備の適切な隠蔽」などはきちんと遵守されている。また、協定運営委員長は否
定するが、「落ち着いた色調の外壁」「勾配屋根」等の協定内容について他のセンターと比べてもきち
んと遵守されている宅地が多い。
　　しかしながら、モータリゼーションの変化から背後に東急田園都市線たまプラーザ駅やあざみ野
駅があり、タウンセンター地区にも近接する位置的要件から、スーパー等の最低限の施設はあるもの
のなかなか商業的な賑わいは起こりにくい状況にある。
　　現在、中川駅舎の改良工事がおこなわれ、間もなく地域ケアプラザ等の福祉施設がオープンする
ことになるが、福祉施設はそのものは街に賑わいをもたらすものではなく、街びらきからもうすぐ
20 年が経過する現在において、方向性を改めて外部にＰＲすることが考えられる。
　　それは例えば、他の駅前センターにはない武蔵工業大学といった学生利用や福祉施設の利用者や
健康をテーマとし、既存のフィットネスビルや医療ゾーン、各店舗同士がテーマに合わせて連携する
まちづくりが考えられる。
　　特に中川地区では気軽に立ち寄って休める飲食系の店舗や休憩スペースが不足しており、来街者
への地区情報 PRや近隣住民のたまり場となる場所を共同で整備したいところである。　
　　街並み景観的には、ガラスのドームやオベリスクといったネオロマンチックではないデザインで
もあるが、既に供用から 20 年近く経過していることもあり、むしろ駅前広場に人が出てくるような
建物前の敷地利用（ガラスドームとデザインを合わせた鋼管調のイス・テーブルの設置）などを進め
ることで街の賑わい創出を図ることが考えられる。

■街づくり協定への今後の提案（＝ネオロマンチックを基調とした街並みづくり）

・駅前郵便局、交番などの改装による街のイメージリード

・武蔵工業大学（東京都市大学）の学生をターゲットとしたイベントや下宿利用の斡旋

・福祉健康のまちづくり（センター独自の高齢者向けのソフト的なサービスの充実など）
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（3）仲町台駅前センター地区の現況

　ニュータウンで最も横浜駅に近い立地特性もあって共同化街区でのスーパー等順調に建物立地が進ん

だ。中でも、北側のせせらぎ公園と仲町台駅間を結ぶ歩行者専用道路沿いは仲町台地区のハイライトと

なっており、途中の広場では常に子供達の声で賑わっている。その他、公園の緑に面する街区や新横浜

元石川線に近接する街区、駅周辺の地下鉄高架沿い街区など、それぞれの通りごとに特性が見られる。

　なお、地区外東側にはサカタのたね等の企業施設が立地している。

　仲町台駅前センター地区では、利害の対立しがちな街づくり協定運営委員と商業振興会が協働し、さ

らに中途障害者地域活動センター「むつみ会」や周辺住民等も含めて、バランスを保ちながらも密な連

携をとっており、平成11年に『仲町台駅周辺の新たな魅力や住民交流の場の創出を目的に、ハード、ソ

フトの整備を受け持つ団体が連携をとりながら、まちづくりを推進している。』として評価され、横浜

市と国土交通大臣から賞を得ている。

５－３．仲町台駅前地区

（1）概要

　仲町台駅前センターは、タウンセンターの南東に位置する駅前センターであり、グリーンマトリック

ス「せきれいのみち」に属するせせらぎ公園の南側に面している。また、地下鉄のほか都市計画道路新

横浜元石川線からのアクセスにも恵まれている。

　昭和63（1988）年12月から街づくりに関する勉強会が始まり、平成２（1990）年３月に地権者協議会

が設立され、平成５（1993）年３月「自然と人間」を街づくりテーマ、「ネオクラシック」をデザイン

テーマ、「花」をふれあいテーマとする街づくり協定が決定された。

　その後、平成５年３月のブルーラインの仲町台駅の供用に合わせて、街びらきをおこなっている。

　

（2）公共施設の整備内容

■デザインテーマ　

■道路占用物

仲町台駅前広場の宇宙的・地球的なものを手
がかりとした照明やバスシェルターデザイン

宇宙的なものを手掛りとしたデザイン

　・星座、月、太陽をモチーフとし、コスモブルーを基調色

地球的なものを手掛りとしたデザイン

　・大地、石、水、緑をモチーフとし、アースレッドを基調色

■道路本体

■
■■

効き裟

H-10.On_lIm空30exレ
高架下

その他

構成要素(施設等) 主 な 仕 様 . 材 'jf 等

バスシェルター(照明付) rl-3.2m W-3.0m+此0.6nl L-21m､18m,9m
支社 石材打ち込みプレキャストコンクリート
屋根 アルミ版(しぼり山し加工)
天井部 不可視絵抑画 ベンチを付設

タクシーシェルター(,tl.tfJ州寸) Ii-3.2m W-3.Om L-9m
パスシェルターに邸じる

公衆トイレ 故地9mX7m 幼.女及び身節者用

公衆電帯ボックス 1基は身Egt着用

パス巡行管男川]受信施設 1市交通局の既存タイプを設iE
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・エバラニューポート中町台

・仲町台新星マンション

・ビクトリュー仲町台

・ケイズリビングⅡ
　

・ランドワールド仲町台

・リボザーレ仲町台

・リベラル仲町台

・メモリアルギャラリー横浜

・ＣｏＣｏ
　エルフラット音楽教室

・エクレール・オオタ

・第５セキビル
・ウィスタリア

・磯部ビル
・ディアス仲町台

・プラチークスタディオ

・ヤマヒョウＡ館

・セントラル仲町台
・アペックヒルズ弐番館

・ロイヤルシャトー仲町台
・武蔵国際総合学園

・プロミネンス

・アニマリートミネ

・プリーマ仲町台

・ロイヤルシティ

・ヒルトップス

・ヨコハマパレス

・仲町台フェニックスコート

・ヴェルメゾン・サトウ
・佐藤ビル

・仲町台鈴木ビル

・アネーロ

・ライオンズステーションプラザ

・ハイライズⅡ

・ブリッジ弐番館

・ビューロー中仙台

・川崎信用金庫

・ｉａｍビル

・スペランツァ仲町台

・マウンテン

・ベルヴェデーレ仲町台

・デュオ
　仲町台

・パチンコプラサ仲町台

・フロンティア仲町台

・ヤマヒョウＢ館

・ビューネ仲町台

・仲町台クリハラビル

・プロミネンス・西山・１３

・エネオス仲町台ＳＳ

・サリーダ仲町台

・港北ＮＴインフォメーション
　カラダファクトリーヨコハマ

・仲町台駅前交番

・ペストリーシェ・リュイ

・パルスポット
　ナカマチダイ

・アベニール仲町台
　バーミヤン

・城南信用金庫

・ｎｏｕｅｒ仲町台

・ジュネス仲町台

・プリサイドビル仲町台

・サンライズ仲町台

・Ｆｏｒｔｒｅｓｓ　Ｎｉｉｙａ

・クレッセント横濱仲町台

・サニー・ウィステリア仲町台
　

・ふじみつるビル

・仲町台駅前郵便局

・ステイツ仲町台

・ピアザ仲町台

・アルス仲町台

・パークサイドヒルズ

・グリーンヒルパレス２

・ザ・テラス
　

・仲町台田中ビル

・Ｋ・ビル

・仲町台大藤ビル

・ルネスクレセール

・天幸ビル７７
　アーベイン仲町台

・幸喜第２ビル

・アルス仲町台

・ティ・ケイ・エムビル

・プラザ仲町台

・コルティーレ
　仲町台

・パルウィッツ仲町台

・プラティーク仲町台

・コンフォート
　仲町台
　

・プリムローズ
　横浜仲町台

・クレッシェンド
　
　

・食鮮市場文化堂
　仲町台屋

・プレンティ
　ヒルズ２
　

・パークサイド仲町台

・ティアラプラザ

・横浜ガレリア

・ノースヒルズ仲町台

・ローリエ仲町台

・エルミタージュⅢ

・サンシティ仲町台

駅前センター区域

店舗等

歩行者専用道路

【諸元】

供用開始：平成５年３月

宅地面積：約6.7ha

地権者数：160名

用途地域：近隣商業

　　　　　第２種住居

建蔽率：近商80％　２住60％

容積率：近商400％　２住200％

高度地区：近商第６種　２住第４種

防火地区：防火

SCALE　1/3000

Ｎ

0 20 50 100ｍ

・仲町台駅前広場

・仲町台駅舎
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（4）仲町台駅前センター地区の周辺土地利用

（凡例も入れる）

仲町台駅

新横浜元石川線

新
横
浜
元
石
川
線

せせらぎ公園

個別値主題図

田 亡 集合住宅用地 運輸倉庫用地

[:::コ 畑 -店舗併用住宅用地-重化学工業用地-平坦地山林 - 作業所併用住宅用地 - 供給処理施設用地-河川･水路 ･水面 - 商業 ･業務用地 -農地 (農業施設)
- 荒地 ･海浜 -公共用地 -防衛施設
住宅用地 _文京厚生用地 - 都市公園

-ゴルフ場 -
未利用地 -
取壊 ･改変工事中-

馬主車場 -

その他空地

[:::コ 自動車専用道路

道路 幅員22m以上

道路 幅員12-22m
道路 幅員4-12m
駅前広場

道路 幅員4m以下

鉄道用地
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14

（5）仲町台駅前センター地区の現況建物用途

SCALE　1/5000

100

Ｎ

0 200ｍ50

仲町台駅

新横浜元石川線

新
横
浜
元
石
川
線

せせらぎ公園

個別値主題図

- 住宅 二 作業所併用住宅 娯楽施設 運輸倉庫施設 - 農業施設

l 集合住宅 - 業務施設 - 商業系用途複合施設 - 工場 - 防衛施設

l 店舗併用住宅 - 宿泊施設 文数厚生施設 - 処理施設
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（6）仲町台駅前センター地区の街づくり協定内容

■仲町台駅前センター地区街づくり協定の内容（抜粋）

　イメージテーマは「ネオ・クラシック」である。特徴と

して、直線的な建物デザインや階高を表す水平線（コーニ

スライン）、縦長窓の使用などを誘導している。

　また、宅地の接道条件に対応して４つのサイド別にガイ

ドラインを定めている。

　広告については、基調となる考え方やイメージをまとめ

た屋外広告物の規制誘導事項を定めている。

　その他、給排水管の建物内部取り込みといった建築設備

や車道側に設ける駐車場駐輪場、建築付属物、建築形態の

規制誘導がある。

推奨される外壁の色彩

と看板の設置例

立体看板

街づくりテーマ

デザインテーマ

壁面後退

ふれあいテーマ

建築用途

建築意匠

花壇等

材質・色彩 ・建物の外壁の色彩は茶色系、緑色系の淡色等の

落ち着いた色調を選び、けばけばしい色彩は用

いない。

・強い色彩を用いる場合には、建物の外壁との調

和を考慮したうえ、アクセントとして少ない面

積に用いる。

・建物の低層部等には石、レンガ、木等の自然の

素材を極力使用する。

・タイル等の人工的な素材を使用する場合にも極

力自然の素材感に近いものを選ぶこととする。

・駐車場は住戸数の50％以上かつ業務形態に応じ

た必要駐車台数を敷地内の車道側に設置する。

・駐車場出入口は極力集約して設置する。

・駐車場、荷捌き場、ゴミ置き場は敷地内の車道

側に設置し、植栽帯等を設け美観に配慮する。

・建築デザインは直線を主体とする。

・建物の用途区分階高を表す水平線を表現する。

・窓の形は出来るだけ縦長とする。

・屋根・出入口等の付加的な要素のデザインはア

クセントとして生かす。

・建物1階部分用途は、極力、物販・飲食・サービ

ス店とし、住宅・一般事務所の使用を避ける。

「ネオ・クラシック」

「自然と人間」

・区域図に示される部分においては、建築物の外壁

もしくはこれに代わる柱の面は境界線より1.5ｍ

以上後退建築しなければなれない。ただし、3階

以上の外壁部分についてはこの限りではない。
屋上看板等

「花」
袖看板

駐車場・駐輪

場・荷捌き場
置き看板

看板・広告 ・極力小さいものとしその意匠に配慮する。

・個店名、業種内容を表現する看板を主体と

し、メーカーの看板・広告は極力避ける。

壁面看板

・個店、入居テナント名表示に限る。

・1建物に1個を原則とし、住居部分には設置し

ない。

・個店、入居テナント名表示を基本とする。

・横長のものとし、壁面の意匠、水平線との

調和を考慮して設置する。

・店舗の業種、業態、商品が視覚的に表現さ

れた楽しいものとする。

その他 ・壁面後退が指定される部分３階以上の外壁

で、壁面後退を行わない場合は、通りから

見上げた壁面の意匠に十分考慮する。

・商店の足元周りには花を飾る。

・窓辺、バルコニー等には極力花を飾る。

・空き地は極力ワイルドフラワー(自然の花)で飾

　る。

・設置しない。

・敷地内に設置し歩行の妨げにならないよう

　にする。

壁面後退部

３階以上の

外壁意匠

屋上設備等

修景の

・屋上設備は壁面の立ち上げ、ルーバーによ

り四周を覆う等通りから容易に望見されな

いよう配慮する。

・給排水管等は極力建物内部に取り込むよう

にする。(取り込めない場合は、通りから見

えない位置に設ける、壁面と同じ色彩にす

る、壁面デザイン構成要素として工夫する

等の思慮をする。)

ゴミ置き場 ・車道側に設ける

・極力一時的保管用のゴミ置き場を設ける。

また植栽帯を設ける等目立たないよう配慮

する。

・生ゴミが発生する店舗においては、各自、

敷地内にゴミ置き場を設ける。

シャッター ・極力、透視シャッター等のウインドウショ

ッピングが出来る構造とする

日除けテン

ト

・街並み景観に配慮したものとする。

・日除けテントは敷地内におさめ、歩行者の通

行の妨げにならないよう、地盤面から十分離

して設置する。

(看板の設置例〉
0袖看板

袖看板は個店､入居テナント

名表示に限る｡ l建物に l個

を原則とし､住宅部分には設

置しない｡

②壁面看板

壁面看板は個店､入居テナン

ト名表示を基本とする｡横長

のものとし､壁面の惹匠､水

平線 (コーニスライン)との

調和を考慮して設置する｡

③立体看板

店舗の業種､業態､商品が視

覚的に表現された楽しいもの

とする｡(Nt実さh古淵Gr)色IiPl〉
[コ[コ[コ[コ ④屋上看板 ･広告

E][コ[=]｢]
E璽ヨ[コ⊂コ[コ[コ[コ巨圏-(丁夕モノト4)eLむ刑〉■--■--

屋上看板 ･広告の設置は禁止

する｡

(9置看板

敷地内に設置し､かつ歩行の

妨げにならないようにする｡
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●街並み形成ガイ ドライン

ショッピングサイド
都会的でヒューマンfJ街並みの形成

ゲートサイド
都会的で格明の高い街並みの形成

パーキングサイド
美観に声己座した街並みの形成

クリーンサイド
掠道と明和する街並みの形成

歩行者専用道粗く幅ji6m以上)

に面する音8分｡

幹按道路およU駅前広場に面す

る菖β分｡

車⊃善(=面する部分｡ 捻溝t:面する部分.

歩行者の視点による街並みの形

成を圧lる｡

高書的/J脹わいの連続性を保つ

ことで､センター全体にわたる

回遊性を生み出す｡

街の第一印象を与えるために.

街の顔づくりとして王事1J.1位正

であり､建物全体としての壁面

意匠の形成1=配慮する｡

美枝の配慮､緑化の推進[=より

車道､ち主車場まわりの景板を良

好なものとし.車での来街着に

対する街の印象を高める｡

緑化の推進､美f兄の看己慮[=より

繰道かちながめた景規を良好な

ものとする｡

建物一指部分の用途は極力､物販､飲食.サービス店等の高菜施設と

する｡

止t.を得ず一階部分を銀行などの業務型店舗とする場合には.ンヨ-

ウインドー等を設置し､脹わいの連続性を保つこととする｡

車対応型店舗の客出入口となる

ほか､-一指事務所､住宅の出入

口はこちら側に設置することが

望ましい｡

繰環境を生かした施設を設置す

ることで操i蓋との一体的な環境

利用を図る｡

道路と建築物との関係

協定区‡或図で指定される部分で

は壁面後退を行なう｡

(協定細目による)

壁面後退部分(=おける地盤面の

仕上げは道路と一体感のあるイ士

上げとし､賑わいのある利用を

図る｡

建物の外壁と道路との間(:ゆと

りをも1=せ､その部分(:おける

地盤面の仕上けは道路と一体感

のある仕上げとする｡

車出入口は集約化 し､安全性､

意匠(=配慮して投置する.

建物の外壁と道路との間(=ゆと

りをもたせ､その部分は芙観に

配慮し､馬主車場､馬主輸場､ゴミ

置き場等の修貴を行なう.

車出入口は集約化 し､安全性､

藩医に配慮して設置する｡

建物の外壁と緑道との間(=ゆと

りをもたせ､その部分は緑化(:

努めることとする｡造園計画は

緑iiの相生系と一体となるよう

に配慮する｡

.… ●街づくり協定巨

i~~一一一一----一一一一一一一ノ l- ショッピングサノ
Il1 1■■■ 1 [二二二コ ケ-トサイド

ltl■llIlllIl き '.h1､ Eこ こコ バーキンクサイr･〒E 還 ,～,1,( 書 警一llt
I;;;､､､ー…" Ed

IIlll

≡ 肝1 仲町台駅 一一一一一望喜
lIIIl

二二二二二二二二⊃
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SCALE　1/5000

Ｎ

0 50 100 200ｍ

■仲町台駅前センター地区の現地の様子

仲町台駅舎もネオクラシックを踏襲し
て縦長窓となっている。

駅とせせらぎ公園を結ぶ歩行者専用道
路の中間にある広場

緑地側の環境を活かしてデッキスペー
スを設けた商業施設

歩行者専用道路側に顔を向け
てお洒落な店が建ち並ぶ

スーパーや本屋などの最寄り品など
を取り扱う店が建ち並ぶ
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15

（7）仲町台駅前センター地区の空間形成効果

①進出した建物用途

　　地区全域で１階部分にテナントスペースを持つ集合住宅や業務ビルが立地しており、テナントも殆

どが埋まっている状況にある。業種はスーパーから学校法人まで多岐に渡っており、駅前センターと

して人々が利用する一通りの機能は揃っている。　

②建物形態

　　基本的に背割りがなく歩行者専用道路と区画道路の２面に接道す

る宅地が充てられている。そのため、メインとなる歩行者専用道路

に向けて店舗の入口や住宅の入口を設け、壁面後退部は公開空地と

し、サービスヤードなどは区画道路側に確保している。

　　なお、専ら歩行者専用道路に面する２階以下の部分においては、

壁面後退1.5ｍ以上の規制がかけられている。

③建物意匠

　「ネオクラシック」の建築の特徴として、縦長窓やコーニスライン

（水平線）を入れた建物が目立つ。元々間口の狭い敷地が多く、縦

長窓は街並み景観的にもリズム感を与えている。色調も落ち着いた

ものが使用されており、特にせせらぎ公園に近い建物は壁面にレリ

ーフを取り付ける、プランターを設置するなどして、お洒落な街並

みを創出している。

　　

歩専道に面して店舗の入口が並ぶ

用途区分境界を明確にした水平線（コー
ニスライン）と縦長窓

間口の狭い建物と縦長窓が調和し、街並
み景観にリズム感を与えている。

せせらぎ公園に面する建物の１階は開放的
でかつ落ち着いた色調のデザインとし、敷
地内にも草花を置いて緑との調和を図って
いる。
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④建物付属物

　　屋外広告物については、個性的な立体看板を誘導しており、ネオ

クラシックの街並みに調和したものがところどころで見られるが、

全体的にはまだ少数である。

　　逆に広告物の規制が強いため、窓の内側に広告物を貼っている建

物も多く折角の縦長窓が広告物と化しているところがある。

　　その他、車道側へのゴミ置場設置や排水管、屋上設備機器適切な

遮蔽などは協定内容が遵守されており、すっきりとした沿道景観が

形成されている。　

⑤建物色彩

　　全体的には落ち着いた茶系または淡い緑色系の外壁で統一されて

いる。部分的に彩度の高いアクセントカラーを建物全体に使用した

建物があり、周辺の建物と見比べても存在感が際立っている。

　　

屋上の設備機器を建物デザインと合わせ
た水平ルーバーで遮蔽し、寄せ棟屋根の
ように修景化している。

ネオクラシックと調和する立体看板

窓面の内側に貼る屋内の広告物

広場に面する彩度の高い建物

落ち着いた色彩で統一された外壁
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⑥壁面後退・駐車駐輪場

　　壁面後退は歩行者専用道路側に店の賑わいを創出するために確保

された空地であり、ウッドデッキやファニチュアなどで演出してい

る宅地がある一方で、文化堂周辺の一部の宅地では壁面後退部分が

駐輪場状態となっているところもある。

　　特に文化堂周辺は人通りも多いことから、歩行者の通行利便性を

高める壁面後退部分の利用が考えられる。

⑦考察（他地区と比べて特徴が見られる事項）

　　全体的に他地区に比べて建物の高度利用が進んでおり、駅利用者も年々増加している活気のある

駅前センターが形成されている。横浜方面からの港北ニュータウン最初の駅であり、市営地下鉄の

高架からも街の様子が見えることから、港北ニュータウンのイメージを形成するµゲートµとして

も重要な位置づけにあるが、落ち着いた色調で統一された風格ある街並みはニュータウンに相応し

いものとなっている。

　　しかし、逆にその高架からの視認性の良さが窓面広告等の過剰な広告形態を併発されているとこ

ろもあるため、さらに鉄道からの視線に配慮した街並みづくりを進めることが考えられる。

　　また、あきらかに一部で彩度の高い色彩の建物が立地するなど、街づくり協定の規制内容の徹底

化を図る必要がある。

■街づくり協定への今後の提案（＝ネオクラシックを基調とした街並みづくり）

・窓面広告の禁止（代替として、通りに面したバナーフラッグの設置等）

・ソフト的な取り組みとして、ネオクラシック看板コンテストの開催　など

壁面後退部にデッキやファニチュアを置
く事により�賑わい�を演出している。

文化堂周辺の一部の宅地では壁面後退部
が駐輪場となっており、賑わいを阻害し
ているほか、歩行者空間も狭めている。
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５－４．北山田駅前地区

（1）概要

　北山田駅前センターは、日吉駅～あざみ野駅間を東西に結ぶ幹線道路日吉元石川線やグリーンマトリ

ックスの「ふじやとのみち」に面するグリーンライン北山田駅の駅前センターである。

　申し出換地当初は東京都心方面と港北ニュータウンを結ぶ都営地下鉄６号線も接続する予定であった

が、結局、昭和60（1985）年に地下鉄６号線は廃止になり、グリーンラインの供用も相当先の話となっ

たことから、平成３（1991）年５月頃から車社会及び大型店舗への対応という社会状況も踏まえて土地

利用計画が見直され、日吉元石川線を挟んだ駅前広場の分離、区画道路の変更による回遊性の強化、人

と車双方の商業施設等の利用を高める区画道路の変更、センターの核となる大規模街区の配置等の措置

がとられ、計画変更にともなう換地調整をしながらセンターづくりが進められた。センターの東側にも

施設立地と人の流れを誘導するようにと、核となる大宅地約5,800 をセンター地区の東端に配置した

のもこの時である。

　平成３（1995）年にまちづくりの勉強会が開始され、「オアシスタウン」を街づくりテーマ、「南欧

スタイル」をデザインテーマとして、平成８（1996）年３月に街づくり協定が決定された。街びらきも

同時期におこなわれたが、グリーンラインが開通するのは、それから12年後の平成20（2008）年３月31

日であった。

（2）公共施設の整備内容

■デザインテーマ　「歴史と未来が出会う街　北山田」

■デザインテーマ　歴史の記憶を呼び起こす街路空間デザイン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・土器模様をイメージした街路空間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　時と文化（川）の流れを表現するデザイン　未来的、現代的な軽快デザイン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・石貼りのライン（ストーンリバー）舗装

■道路本体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■道路占用物

歩行者専用道路の
石貼りのライン
（ストーンリバー）

桝成RJ.諮(施設S:-) 上 ,な 1:I: 様 ー 村 里1 等

舗装yti'JaJ広掛目吉元1--THl俄 煉瓦あじろ貼り11-:(淡茶系カラー)
拡帖部か11)描.区甫追捕.)JJt.iB林 レンガ梯インターロッキングブロック('JLLJ炉辺),レンガ

区lrJi迫路上は退部 イ/タ一口yキ/グプロyク(区IEBI.dl行亦山..B)､アスフrJト細説アスファルト舗装 インターロッキングブロック
駅前Jllこ助 L-400m 7.bow-1200 亦御影77
,li._,.!1.近 し芦300m 7.60W-600 亦御影石(亦御影石平板)

帥iELIJ.EJ.EyJ ハイウエイfrj山′粁タイプ

-歩,.iaI肘9:J(Ll)-'歩-iELH].L.E9-)(LZ) -l=5.0m 支社 臓7-7プレキャストコンク11-ト

上部 ステンレス版1''u桜及びnl:横jly.I刑
水銚灯250W Jl元 亦'WS#石
日-5.0m 支社 ステンレスポール

歩迫Ht.1.明(L3) 水飢灯25OⅥ Jiフじ 赤恥彩JlH≡l.4m 抑彩祈灯馳当望(l-■-JJrfのベンチと一体) 水銚灯100W

※照此 駅i'JT112:機､バスf;･J則り 30ex以上 JJk･行 者fJ/JH退路､その他 3-5ex以 r･.

修 ifJ1-物シンボル施設 天資のJ''J 仙洞;亦御必J-[' 日-4.0m
L郎 ステンレスL11℃‥I-l=1_2m l咋 従8.0m

大地の門 脚部 亦御影JTT H=ヨ4.Ol一一 W=0.7m
上部 ステンレス アーチ状パイプ

仲裁安楽(施設等) ヨこな イ1:棟 .材 宮守 等

パスシェ ルター(.II.糊 付)北広域′くスシェルター L=32【一一W=2.5-3m E-Ⅰ=4m (放下 2,5nl)
南広域パスシェルター L=24ltlW=2.5-3lllH呈4ltl(粁F2.5m )
公卿､イレ

公卿tはボックス
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・ソニックス

・みつやビル

・Espoir
・北山田センタービル

・ＭＩＮＩ

・㈱島田本屋店
　都筑配送センター

・Ｇ・Ｏビル２

・セラク・レール

・カーサポルタ

・プロスベアー
　コーポ

・ＪＡ横浜
・オーケー
　ディスカウントセンター

・唐戸第３ビル

・ボナール北山田
・ルネス・フォンテーヌ

・コンフォート
・エクセレント富士

・ノースエトワール
・ツトヤパセオ

・功光ビルⅡ

・コーニス

・ウッドストック

・パルシャムⅡ

・パレ・ノール城山

・ラフィーネパレ

・アースハーヴェスト

・北山田ビル

・ヴァンクレールⅡ

・デライトコート・Ⅴ

・エクセレントハイツ

・ＫＳビルディング

・ノール・ルミエールボトルネッバー

・サンエステクニカルセンター

・クイーンズ
　ガーデン

・リオン横浜北山田
　郵便局

・レジデンス横浜

・EKINAKA

・デニーズ

・北山田駅前広場
・北山田駅舎

駅前センター区域

店舗等

歩行者専用道路

【諸元】

供用開始：平成８年３月

宅地面積：約4.2ha

地権者数：71名

用途地域：近隣商業

建蔽率　：80％

容積率　：400％

高度地区：第４種

防火地区：防火

（3）北山田駅前センター地区の現況

　グリーンライン開業前から遊戯施設や飲食店等の沿道利用施設、集合住宅等が立地していたが、供用

後は日吉元石川線南側の街区で続々と集合住宅が建設されており、路上には子供や若年夫婦の姿が多く

見られる。

　一方、日吉元石川線北側の街区では地下で駅と直結する複合商業施設「EKINIWA」が立地し、医療モ

ール（予定）が予定されているが、テナントの多くは店舗ではなく、周辺住民の特性からか学習塾等の

サービス機能が進出する特殊な用途となっている。

　地区外北側には横浜国際プールがあり、イベント時には多くの人が駅を訪れるが、それ以外の平日日

中などはそれほど人の往来が見られず、いまだ車利用を中心とした沿道商業地域の色が強く残っている

と言える。

SCALE　1/3000

Ｎ

0 20 50 100ｍ
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（4）北山田駅前センター地区の周辺土地利用

（凡例も入れる）

北山田駅

日
吉
元
石
川
線

山田富士公園

ふじやとのみち

北山田地区センター

滝ヶ谷公園
神無公園

ながれぼし公園

サレジオ学院高校
　　　　　　中学校

横浜国際プール

個別値主題図

田 ⊂ 集合住宅用地 運輸倉庫用地

[:::コ 畑 -店舗併用住宅用地-重化学工業用地-平坦地山林 - 作業所併用住宅用地 - 供給処理施設用地-河川･水路 ･水面 - 商業 ･業務用地 -農地 (農業施設)
- 荒地 ･海浜 -公共用地 -防衛施設
住宅用地 _文京厚生用地 - 都市公園

-ゴルフ場 -
未利用地 -
取壊 ･改変工事中-

馬主車場 -

その他空地

[:::コ 自動車専用道路

道路 幅員22m以上

道路 幅員12-22m
道路 幅員4-12m
駅前広場

道路 幅員4m以下

鉄道用地
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（5）北山田駅前センター地区の現況建物用途

SCALE　1/5000

100

Ｎ

0 200ｍ50

北山田駅

日
吉
元
石
川
線

横浜国際プール

山田富士公園

ふじやとのみち

北山田地区センター

滝ヶ谷公園
神無公園

ながれぼし公園

サレジオ学院高校
　　　　　　中学校

個別値主題図

- 住宅 【 作業所併用住宅 娯楽施設 運輸倉庫施設 - 農業施設

l 集合住宅 - 業務施設 - 商業系用途複合施設 - 工場 - 防衛施設

l 店舗併用住宅 - 宿泊施設 文数厚生施設 - 処理施設



92

推奨される看板の設置例

推奨される外壁と屋根の素材・色彩イメージ

（6）北山田駅センター地区の街づくり協定内容

■北山田駅前センター地区街づくり協定等内容（抜粋）

立体看板街づくりテーマ

デザインテーマ

看板・

広告

演出

建築用途

建築意匠

集合住宅階

の修景

材質・色彩 ・勾配屋根は、素焼きや石の瓦をイメージさせる

素材、明るい茶系の色調を用いる。

・主要な外壁は明るい色調とし(土壁、大理石、素

焼きタイル等の自然素材系)、けばけばしい色彩

は用いない。

・駐車場は、業務形態に応じた必要台数、および

住戸数の50％以上を敷地内に設置する。

・駐車場の出入口は極力集約させる。

・駐車場、駐輪場、荷捌き場は敷地内の車道側に

設置し、植栽を施す等美観に十分配慮する。

・高台からの景観に配慮し、勾配屋根を施す。

・低層部分は建物の用途区分、階高を示す水平線

を施す。

・商業利用階の「窓」や「出入口」等の開口部は

極力１ヵ所以上アーチを施す。

・建物1階部分用途は、極力、物販・飲食・サービ

ス店等とし、住宅・一般事務所等の使用は極力

避ける。

「南欧スタイル」

「オアシスタウン」

・店舗や建物の主要出入口の周辺には、ベンチや

花壇を配した「くつろぎの空間」を設け、窓辺

には花を飾る等の工夫をする。

・夜間の賑わいを演出するため、建物や屋根形態

を引き立てる照明を工夫する。

屋上看板等

袖看板

駐車場・駐輪

場・荷捌き場

置き看板

看板・広告 ・極力小さいものとし、個性的な意匠に配慮する。

壁面看板

・高さは極力商業利用階の階高までとし、街並

みや建物との調和に配慮する。

・建物の両袖の壁面を見せるようにする。

・店舗の業種、業態、商品が視覚的にイメージ

できる楽しいものとする。

・木、鋳鉄等特徴ある素材を使ったものを励行

する。

その他

・歩行者専用道路橋に直接接続可能な建物は、

２階部分においても極力商業利用を行う。

・住宅の設計い際しては通りから洗濯物、布団

　等の見えがかりに配慮し、バルコニーは前面

　オープンにならないデザインとする。

・住宅階の壁面は低層階(商業等)の壁面より可

　能な限りセットバックする等の工夫をする。

・設置しない。

・歩行の妨げにならないよう敷地内に設置する。

歩行者専用

道路橋周囲

の修景

屋上設備等

修景の

・屋上設備は、極力勾配屋根で隠すものとする

(難しい場合、ルーバーで覆い屋根と同系色

にする等工夫する。)。

・給排水管等は極力建物内部に取り込むように

する。(難しい場合は通りから見えない位置

に設置する、壁面と同色にする、壁面デザイ

ン構成要素する等の工夫をする。)

・屋上および屋上駐車場を設ける場合の床面は

、屋根との色調をそろえたものとする。

ゴミ置き場 ・車道側に設ける

・極力一時的保管用のゴミ置き場を設ける。ま

た目立たないように植栽等で覆うように配慮

する。

・生ゴミが発生する店舗においては、各自、敷

地内にゴミ置き場を設ける。

シャッター ・極力透視シャッター等店内が見えるものを採

用する。

日除けテント ・街並みの景観イメージに調和したデザインと

し、歩行者の通行や防災活動の妨げにならな

いようにする。

　イメージテーマは「南欧スタイル」である。特徴として、勾配屋

根の使用や出入口や窓面でのアーチの設置、自然素材系の明るい外

装材の使用など建物計画を誘導している。

　また、宅地の接道条件に対応して４つの商業景観別にガイドライ

ンを定めており、広告看板ごとのルールや集合住宅階の修景、歩行

者専用道路橋周囲の修景、シャッター等のルールを定めている。

　その他、給排水管の建物内部取り込みといった建築設備や車道側

に設ける駐車場駐輪場、建築付属物、建築形態の規制誘導がある。

　なお、壁面後退の基準は定められて

いない。

屋根イメージ(色･素材)■■■l『■一■-
外壁イメージ(色 ･素材)

it-二二二二=コL IJ
~｢=a_ ､̀L
l.=二_｣ . _
Gこ. ▲ EI
L __=.
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街づくり協定区域図
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■北山田駅前センター地区の現地の様子

地下鉄供用後も集合住宅の建設が進んでい
る。
地下鉄供用後も集合住宅の建設が進んでい
る。

地区外の大型集合住宅群

日吉元石川線に対する沿道利用店舗

歩行者専用道路側は主に住宅
の入口となっている。

横浜国際プールへの最寄り駅であり、イベ
ント時には人通りが多くなる。

北山田駅舎と駅前広場。北側には複合商
業施設EKINIWAが建つ。

ふじやとのみち

SCALE　1/5000

Ｎ

0 50 100 200ｍ

:三三さ■____
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（7）北山田駅前センター地区の空間形成効果

①進出した建物用途

　　日吉元石川線の北側は遊戯施設や大型ディスカウントストアが立

地し、グリーンライン開業後は駅前センターの核施設として、駅前

広場に面し地上１階と地下１階に店舗スペースを設けた複合用途型

集合住宅が立地している。地区の北東側は日吉元石川線と歩行者専

用道路に面するテナント付き集合住宅が立地している。

②建物形態

　　基本的に日吉元石川線に向けて店舗等の入口を確保した建物が多

く、地区東側の歩行者専用道路沿いに面する宅地においても、日吉

元石川線に顔を向けた店舗構成となっていて歩行者専用道路側は裏

通りの様相を呈している。

　　協定で定められている中央の歩行者専用道路橋からの直接利用に

ついてはまだ実現していない。

③建物意匠

　　駅舎や交番でスペイン瓦等の勾配屋根を適用したり、複合型商業

施設の壁面後退部分をµ回廊風µにして公開するなど南欧スタイル

の具現化を図っているが、駅前センター地区全体で見れば一部に止

まっており、落ち着いた街並みは形成されているが、µ南欧スタイ

ルµはそれほど感じられない。

日吉元石川線沿いに面して沿道利用店舗
付き集合住宅が建ち並ぶ

歩専道側にも入口はあるがどちらかとい
うと日吉元石川線に顔を向けているテナ
ント

プランに回廊を取り入れ、スペイン瓦で
屋根を仕上げた南欧風の北山田駅舎

駅前広場に面する複合商業施設は１階部分
に回廊風の公開空地を確保している。

地下鉄の供用に合わせてオープンした複
合商業施設ＥＫＩＮＩＷＡ

１階と２階との境界にスペイン瓦による
水平線を入れている。

残念ながら営業していないが自然素材と調
和する南欧風らしい割り肌調のアプローチ

　　日吉元石川線の南側は主として

集合住宅が建ち並んでおり、グリ

ーンライン開業後も続々建設が進

められている。

　　なお、「ふじやとのみち」に対

して、顔を見せるはずであった緑

地沿いの宅地は全て遊戯施設等の

駐車場となっている。　 ふじやとのみち沿いの宅地利用
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④建物付属物

　　全体的には広告量は少なめで景観的な配慮がなされていると言え

る。特に屋上広告や３階以上での袖看板設置を規制したことで、地

区の代表的な視点場である歩行者専用道路橋から緑の映える調和の

とれた眺望をもたらしている。　

⑤建物色彩

　　建物の色彩は落ち着いた茶系が中心に使われているが、殆どがタ

イル貼り（もしくはレンガ調のタイル貼り）であり、南欧風の特徴

でもある土壁風の建物は見られない。全体的に落ち着いた感じを出

しており、街づくり協定で示された外壁イメージに合った建物が多

い。

　　

日吉元石川線から見える眺望

明るい茶系色の壁面

建物用途を明確にし字体のみを強調した
看板。深緑と黄色の配色も街並みにアク
セントを与えている。

全体的には落ち着いた色調の建物が多い

　　その他、車道側へのゴミ置場設置

や屋上設備機器適切な遮蔽などは協

定内容が遵守されているが、排水管

については、上手く処理されていな

い建物が目立つ。



97

⑥壁面後退・駐車駐輪場

　　壁面後退の基準はないが、歩行者専用道路に面してオープンスペースを確保し魅力的な演出を図る

よう誘導はしている。しかし、現実的にセンター東側の歩専道等では人通りが少ないこともあって、

物置が置かれるなどµ裏通りµ的な雰囲気となっている。

　　駅舎に近接して駐輪場はあるものの、遊戯施設に近接する歩道橋の下部などで違法駐輪が集中して

おり、東西方向の歩行者の移動を妨げている。

⑦考察（他地区と比べて特徴が見られる事項）

　　地下鉄が開通するまでの12年間は、日吉元石川線の沿道利用とグ

リーンマトリックスふじやとのみち沿いの緑環境を活かした集合住

宅地として発展してきたため、今後も日吉元石川線の北側と南側で

街の方向性を分けることが考えられる。

　　全体的には駅舎や交番、複合商業施設等によって、徐々にµ南欧

スタイルµが具現化してきており、これに合わせて既存の周辺施設

の外壁デザインの誘導改善をすることが考えられる。

　　さらに、駅前広場の歩道橋周囲の修景として、歩道橋に隣接する

宅地利用に対しては、地上レベル・歩道橋からの複層アクセス利用

を徹底する。

　　もともと商業・業務地としての高度な土地利用が求められている

地区であり、南欧スタイルの代表的なデザインイメージである勾配

屋根やアーチ曲線状のポーチ、土壁などは建物用途の面で実現しづ

らい意匠であったかもしれないが、一方でµ回廊型空地の確保µな

どは商業・業務地にも適用できる取り組みであり、今後は南欧スタ

イルにおいて特に重視（徹底）すべき項目に絞って誘導していくこ

とが考えられる。

　　また、日吉元石川線南側の最も商業的価値の高い公共用地が駐輪

場として使われていることについて、街に賑わいをもたらす有効な

土地活用が求められる。　　

■街づくり協定への今後の提案（＝オアシスタウン�回廊�を基調とした街並みづくり）

・歩行者専用道路橋周囲の修景（宅地からの直接利用等）の徹底

・南欧スタイルにおける重点項目の遵守（例えば　回廊状空地の確保　ロートアイアン手すりの使用など）

歩行者専用道路に面してゴミ箱や物置な
どが隠さずに置かれている。

歩専橋の下部は自転車で妨げられ通れない

景観に配慮していないわけではないが、
飾り窓や壁面の配色など駅前の施設とし
ては、チープな感じも否めない。

今後の宅地利用に対し、歩道橋と地上部
の複層利用を誘導する。

駅前広場に面する土地の有効活用を考える
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5-5 都筑ふれあいの丘 (旧川和)駅前地区

(1)概要

都筑ふれあいの丘駅前センターはタウンセンター南西に位置する (かつて川和駅前センターと呼ばれ

害者研修保養センタ-･老人福祉センタ-等の複合施設)｣が立地している｡

昭和58(1983)年7月から街づくりに関する勉強会が始まり､昭和60(1985)年2月に地権者協議会

が設立され､昭和61(1986)年5月には街びらきがなされたが､平成4 (1992)年2月の地権者協議会

において､街づくり協定が決定に至らず､協議内容は地権者の自主性に任された｡現在は､街づくり協

平成20(2008)年3月31日にグリーンラインが開業し､広大な駅前広場が整備された｡

(2)公共施設の整備内容

■デザインテーマ "風" (広場をわたる風のイメージで人の､交流､活力､やすらぎゃ潤いを表覗)

･ヒューマンな広場のスケールによる舗装パターン､アースカラーを基調色

･透明度､爽やかさを感じさせるデザイン

■道路本体

Al + f ++

Sr 洪十七寸心Zl滋

公衆 トイレトイレ

(3)都筑ふれあいの丘 (旧川和)駅前センター地区の現況

計画道路新横浜元石川線の交差点付近の利便性を生かした共同化街区の商業施設が建っていた程度であ

ったが､グリーンラインの開業後は鴨池公園と歩行者専用道路で連絡する地区北西側を中心に集合住宅

の建設が進んでいる｡

ウン居住者の利用が見られるものの人通りは少ない｡そのため､歩行者専用道路に対して賑わい用途で

はない閉鎖的な施設用途が多く立地している｡
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（凡例も入れる）

（4）都筑ふれあいの丘（旧川和）駅前センター地区の周辺土地利用

都筑ふれあいの丘

タンタタウン

新
横
浜
元
石
川
線

区役所通り

都筑ふれあいの丘駅

葛ヶ谷公園

個別値主題図

田 亡 集合住宅用地 運輸倉庫用地

[:::コ 畑 -店舗併用住宅用地-重化学工業用地-平坦地山林 - 作業所併用住宅用地 - 供給処理施設用地-河川･水路 ･水面 - 商業 ･業務用地 -農地 (農業施設)
- 荒地 ･海浜 -公共用地 -防衛施設
住宅用地 _文京厚生用地 - 都市公園

-ゴルフ場 -
未利用地 -
取壊 ･改変工事中-

馬主車場 -

その他空地

[:::コ 自動車専用道路

道路 幅員22m以上

道路 幅員12-22m
道路 幅員4-12m
駅前広場

道路 幅員4m以下

鉄道用地
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（5）都筑ふれあいの丘（旧川和）駅前センター地区の現況建物用途

SCALE　1/5000

100

Ｎ

0 200ｍ50

都筑ふれあいの丘

タンタタウン

新
横
浜
元
石
川
線

区役所通り

都筑ふれあいの丘駅

葛ヶ谷公園

個別値主題図

- 住宅 二 作業所併用住宅 娯楽施設 運輸倉庫施設 - 農業施設

l 集合住宅 - 業務施設 - 商業系用途複合施設 - 工場 - 防衛施設

l 店舗併用住宅 - 宿泊施設 文数厚生施設 - 処理施設
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15

（6）都筑ふれあいの丘（旧川和）駅前センター地区の街づくり協議

外壁後退

建築用途

建築意匠

・広告物

・住戸数の50％以上かつ業務形態に応じた必要台

数を敷地内の車道側に設けてください。

・周囲の街並みと調和のとれたものとしてくださ

い。

・建物1階部分用途は、物販・飲食・サービス店と

し、住宅・業務等は避けてください。

・幅員6ｍ以上の歩行者専用道路に面する建築物の

外壁は、道路境界線より1.5ｍ後退してください

。

駐車場

建物の

ファザード
・関係法令等を順守してください。

・敷地内の車道側に設けてください。

・歩行者専用道路側に向けてください。 車の出入口位置

及び構造

駐輪場・荷捌き場

・ゴミ置き場

（1）建築物の１階部分の用途は、物販、飲食、サービス店とし、住宅、業務等の用途は避けてください。 

（2）幅員６ｍ以上の歩行者専用道路に面する部分の建築物の外壁は、道路境界線より1.5ｍ以上後退してくだ

　　 さい。 

（3）建物のファサード（正面）は、歩行者専用道路側に向けてください。 

（4）住宅を計画する場合、１住戸当たりの敷地面積は43㎡以上としてください。 

（5）駐車場は住戸数の50％以上、かつ業務形態に応じた必要台数を敷地内の車道側に設けてください。 

（6）駐輪場、荷捌き場、ゴミ置き場は、敷地内の車道側に設けてください。 

（7）車の出入り口位置及び構造については、関係法令等を順守してください。 

（8）建物の意匠や広告物は、周辺街並と調和のとれたものとしてください。

　旧川和駅前センターでは、昭和58（1983）年７月より街づくりの勉強会をおこなってきたが、街づく

り協定への移行は実現せず、その内容は地権者の自主性に任された。

　平成８（1996）年９月の換地処分以降は、横浜市の街づくり協議指針－５「駅前センター」に内容に

基づき規制誘導がなされている。

■都筑ふれあいの丘駅前センター地区にかかる街づくり協議指針（協議内容µ5　駅前センター）

次々と建設が進む集合住宅

■都筑ふれあいの丘駅前センター地区の現地の様子

歩行者専用道路に面して壁が続く

駅の東側は歩行者動線が途切れて
いることもあって、駅開業後も閑
散とした雰囲気がある。

都筑ふれあいの丘駅駅前広場

・フォーシーズンズＮＴ

・ウェルカムヒル

・ホワイトパレス

・ルネス・ヴィルヌーヴ

・コートアベニュー

・吉野ビル

・ディスカウントセンターＯＫ

・ベルデセゾン

・志村歯科医院
・ＳＬＪタイムズスクエア

・ベルデレナール

・ニコルＢＭＷパーツ

・クレール関

・リーズヒルヨコハマ

・井上駐車場

・ロイヤルヒル　

SCALE　1/3000

Ｎ

0 20 50 100ｍ

i> I l+＼ ､第 ･等:
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■都筑ふれあいの丘駅前センター地区の現地の様子
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（7）都筑ふれあいの丘（旧川和）駅前センター地区の空間形成効果

①進出した建物用途

　　グリーンラインの開業までは、区役所通りの沿道立地を活かした

共同化街区の大型ディスカウントストア以外に施設立地があまり進

まなかった。

　　しかし、平成17（2005）年２月の大規模集合住宅タンタタウン完

成や平成18（2006）年のグリーンライン開業日決定あたりから、駅

の西側でテナント付き集合住宅等の立地が進み始め、現在もその動

きは止まっていない。なお、千人橋の北側のテナントはクリニック

や薬局などの医療系のテナントが集積している。

　　一方、駅の東側の歩行者専用道路沿いでは、ニュータウンの主要

な歩行者ネットワークにかかっていないこともあり、歩行者の流れ

が少なく、歩行者専用道路側にフェンスを設けた工場や資材置き場

といった用途が進出している。　

②建物形態

　　駅東側の宅地の多くは歩行者専用道路に対して完全に閉じた形で

の建物形態となっている。

　　駅西側については、歩行者専用道路側に顔を向けた建物の建設が

進んでいる。

　　また、街づくり協議指針により、敷地境界から1.5ｍの壁面後退が

定められている。

③建物意匠

　　街びらきの時点でも協定が結ばれなかったことから、建物のデザ

インや敷地形態などは地権者の裁量に任されており、イギリスのヴ

ィクトリア調のものから、コンクリート打ち放しの近代建築まで多

様な建物が並ぶ統一感のない街並みとなっている。

　　なお、駅舎は水平を強調し、透過性の高い素材を多用した明るく

軽快で開放感のある建築となっている。

　　

早い段階からオープンしていた商業ビル

駅西側ではテナント付き集合住宅の建設
が進んでいる

歩行者専用道路に対してフェンスを設置
し、完全に遮断している駅東側の建物

レンガ模様を取り入れたイギリスのヴィ
クトリア調の建築

全面コンクリートの特徴的な建物ファサ
ードを持つ近代建築

透過性の高い軽快で開放感のある駅舎
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④建物付属物

　　広告物については、これまで建物利用がされていなかった事もあ

り、オーニング等も含めて数が少ない。また、街づくり協定では基

本的な事項と言える建築付属物の規制（車道側へのゴミ置場設置や

屋上設備機器適切な遮蔽など）がないため、排水管や空調室外機の

露出が目立つ。　　

⑤建物色彩

　　色彩について規定がないため、地区内の建物で様々な色彩が使用

されている。

⑥壁面後退・駐車駐輪場

　　壁面後退については、いまだ空地も多く駐輪場のような形で使用

されている。

　　特に駅周辺において、大型ディスカウントストアや駅利用者の路

上駐輪が激しく、歩行者専用道路の有効幅員を狭くして危険性を高

めているほか、街並み景観を乱している。

⑦考察（他地区と比べて特徴が見られる事項）

　　ようやくグリーンラインが開業し、街はこれから始動の域を迎えることになる。街づくり協定は

結ばれていないが、部分的に景観向上に対する努力をおこなっている地権者もあり、これらの思い

を汲める要素をピンポイントで街づくり協議の中に追加することが考えられる。

　　駅の東側については、未利用地に近い使われ方をしている土地に対して、歩行者専用道路に面し

て建築設備や付属物の適切な遮蔽や緑化による修景を推進する規制・誘導が求められる。

　　一方、駅の西側については、集合住宅の建設が次々とおこなわれており、今後人口が増えていく

ことが予想される。そのため、現状の駅周辺にある路上駐輪に対する管理の仕組み、駐輪場附置規

制を徹底することなどが考えられる。

歩行者専用道路上に駐輪されており、歩
行者専用道路の有効幅員を狭めている。

■街づくり協議地区への今後の提案（＝駐輪対策・建築設備付属物隠蔽に対する今後の規制誘導）

・建築設備や建築付属物の適切な遮蔽等の規制誘導項目の追加

・壁面後退部分の利用形態の誘導（歩行者動線や共用テラスとしての利用など）

・路上駐輪の管理

　　などの要素を盛り込む事が考えられる。

利用形態もバラバラな壁面後退部分

歩専道に面する空調室外機が露出して設
置されている。
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５－６．荏田近隣センター地区

（1）概要

　荏田近隣センターは、タウンセンターの西に位置する近隣センターである。昭和55（1980）年８月よ

り地権者等による荏田近隣センター準備会が立ち上げられ、第１期開業予定者の集約や各店舗の敷地条

件、建築条件など２年間にわたって街づくりの勉強会をおこなった。そして、昭和57（1982）年の街び

らきに合わせて『街づくり申し合わせ』事項を決定した。港北ニュータウンの中でも最も早い街びらき

をしたセンター地区ということもあり、他をリードする魅力的な商店街の形成に向け、建築設計コンサ

ルタントも加わりながら建物の軒高や壁面後退の基準図まで作成された。

　平成８（1996）年９月の換地処分後は街づくり協定を策定せず、現在は、街づくり協議指針－４近隣

センターの基準に基づき規制誘導がなされている。

　センター内の建物は全てグリーンマトリックスに接続する歩行者専用道路に面しており、幹線道路に

は直接面していない。周辺に鉄道駅はなく最寄りの江田駅、センター南駅、都筑ふれあいの丘駅までそ

れぞれ約１ の距離がある。　

（3）荏田近隣センターの現況

　ひとつのモデルとして、１階に店舗、２階に住居を確保した小規模な店舗併用住宅が街びらき当時か

ら建ち並んでいる。テナントではなく自営による店舗が多いが、近年は高齢化やモータリゼーションの

変化によりシャッターを閉める店舗も多くなっている。郵また、便局、交番、診療所なども立地してい

る。

　街びらき当初から地域住民によるまちづくり活動が活発におこなわれており、現在は元スーパーであ

った空き店舗を活用して、障害者地域作業所「アスタ荏田」が運営するコミュニティカフェ等の機能が

入った地域コミュニティの拠点「えだきんパーク」が開設されているほか、季節ごとの様々なイベント

や花壇に水をやるための雨水利用の樽を各店舗前に設置するなど、地域に根付いた商店街を形成してい

る。

　厳しい社会状況の中で商店街利用者は確実に減少したが、前述の地域作業所や共同オフィスなどを備

えた「えだきんパーク」、NPO法人ふれあい都筑などの市民活動団体の多くが荏田近隣センターを拠点

にしている。

（2）公共施設の整備内容

■歩行者専用道路

　舗装は茶・ベージュ・肌色の３色タイルを

ボーダー状に配置したアジロ貼りである。

　歩行者専用道路内は全域にわたって２列の

街路樹が植えられている。街路照明等は特に

設置されていない。
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11

・一友ビル
　芝信用金庫

・ドラッグストア
　クリエイトＳ．Ｄ

・コーポ井上

・リカーショップウチノ

・神奈川ネットワーク運動都筑

・キヨウラカナイ
・星野・割庄太郎

・ファミリーサロンケンタカハシ
・家事介護ワーカース、コレクションふれあい都筑
　早稲田育英ゼミナール、みずきが丘教室、岩崎文俊

・井上ビル

・(有)わたなべ
　電気
　居酒屋葱坊主

・えだきんパーク、ビアポート㈱
　アスタ荏田、ラグーン企画
　神奈川車椅子テニス協会
　ＮＰＯ緑の街(有)Ａ＆Ｅ
　ライフナビよこはま
　

・荏田東こどもクラブ

・片山クリニック

・弘中医院、いづみ調剤薬局

・塩野目歯科医院

SCALE　1/2500

Ｎ

0 20 50 100ｍ

【諸元】

供用開始：昭和57年10月

宅地面積：約1.0ha

地権者数：21名

用途地域：第２種住居地域

建蔽率：60％

容積率：150％

高度地区：第３種

防火地区：準防火

近隣センター区域

店舗等

歩行者専用道路
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（凡例も入れる）

（4）荏田近隣センター地区の周辺土地利用

荏田東第一小学校

折田不動公園

鴨池公園

さ
さ
ぶ
ね
の
み
ち

個別値主題図

田 亡 集合住宅用地 運輸倉庫用地

[:::コ 畑 -店舗併用住宅用地-重化学工業用地-平坦地山林 - 作業所併用住宅用地 - 供給処理施設用地-河川･水路 ･水面 - 商業 ･業務用地 -農地 (農業施設)
- 荒地 ･海浜 -公共用地 -防衛施設
住宅用地 _文京厚生用地 - 都市公園

-ゴルフ場 -
未利用地 -
取壊 ･改変工事中-

馬主車場 -

その他空地

[:::コ 自動車専用道路

道路 幅員22m以上

道路 幅員12-22m
道路 幅員4-12m
駅前広場

道路 幅員4m以下

鉄道用地
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14

（5）荏田近隣センター地区の現況建物用途

SCALE　1/5000

100

Ｎ

0 200ｍ50

荏田東第一小学校

折田不動公園

鴨池公園

さ
さ
ぶ
ね
の
み
ち

個別値主題図

- 住宅 【 作業所併用住宅 娯楽施設 運輸倉庫施設 - 農業施設

l 集合住宅 - 業務施設 - 商業系用途複合施設 - 工場 - 防衛施設

l 店舗併用住宅 - 宿泊施設 文数厚生施設 - 処理施設
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（6）荏田近隣センター地区の申し合わせ事項および街づくり協議内容

■荏田近隣センター地区街づくり申し合わせ事項の内容（効力失効）

　当初は昭和57年の街びらきに合わせて決定した『街づくり申し合わせ』事項に基づき、土地区画整理

事業法第76条に基づく許可申請の段階で建物計画の誘導を図ってきた。

　平成８年９月の換地処分後は申し合わせ内容を街づくり協定に移行しなかったため、申し合わせ内容

にあった規制誘導事項（外構計画等）の担保性は消失し、現在は街づくり協議指針による規制誘導のみ

である。しかし、壁面後退および事前の商店会への計画通知に関する記述だけは、「ただし書き」とい

う形で協議指針の中にも反映されている。

■荏田近隣センター地区にかかる街づくり協議指針（協議内容µ4　近隣センター）

（1）建築物の外観の後退

　ア　荏田近隣センターの外壁後退

　　幅員９ｍ以上の歩行者専用道路（新羽荏田線に接する部分は除く）に面する建築物の外壁は２ｍ以上後退

　　してください。また、計画内容について、極力地元商店会へ事前説明してください。

（2）歩行者専用道路に面する建築物の１階部分の用途は、極力、物販、飲食、サービス店としてください。

　　ただし、近隣センターの街並みと調和のとれた住宅、事務所等はこの限りではありません。

（3）１住戸当たりの敷地面積は43㎡以上としてください。

（4）建物のファサード（正面）は、歩行者専用道路側に向けてください。

（5）建物の意匠は、周辺街並みと調和のとれたものとしてください。

（6）駐車場は住戸数の50％以上、かつ業務形態に応じた必要台数を敷地内の車道側に設けてください。

（7）駐輪場、荷捌き場、ゴミ置場は、敷地内の車道側に設けてください。

（1）外構計画

（一）サービスヤード（駐車場・荷捌き場）の設置

　…敷地内にサービスヤードを確保する。

（二）サービスヤード出入口の共同化

　…２、３画地ごとに出入口の共同化をおこなう。

（三）サービスヤード側道路境界への植樹帯の設置

（四）歩行者専用道路側の１階部分の外壁後退

　…２ｍの外壁後退をおこなう。舗装は歩行者専用道路と同

　一素材でおこない調和を図る。

（2）建築計画

（一）建物の用途

　…１階部分の用途を商業業務と限定した。

（二）店舗の位置

　…店舗の入口は歩行者専用道路に面することとした。

（三）その他のデザインに関すること（右記）

（2）建築計画

（三）その他のデザインに関すること

○勾配屋根の妻側（店舗前面）は、パラペットを立ち上げ

妻部を隠す。

○１階部分の軒高を2.85ｍに揃える。

○店舗前面の外壁は発砲軽量コンクリートとし、吹きつけ

のタイル仕上げをし、色は統一する。

○店舗側前面の２階部分には、バルコニーまたはそれに相

当するものを設ける。（１階の店舗部分に庇を設け、雨

の日等に店舗内に入りやすくするため。）

○隣の建物との隙間部分には、前面共有壁を設けてこれを

ふさぎ、仕上げは外壁と同じものにする。

○バルコニーの前面の立上り部分（オーニング）にはテン

トを設け、その形状を統一し、色は５色から選択する。

○バルコニーの下部には吊り看板を下げ、形状・仕上げを

統一する。

○１階部分の壁看板は、外壁後退した部分にはみ出さない

ようにする。

○２階部分の袖看板、また屋上看板は禁止する。
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歩行者専用道路側の壁面後退

医療系の建物が並ぶ一角。

１階部分の用途を商業業務と限定
し、店舗の入口は歩行者専用道路
に面することとした。

換地処分後に建てられた店舗には
壁面後退以外の申し合わせルール
が課せられていない。

地域の人々によってたくさんの花
が植えられている広場

コミュニティの�拠点�
えだきんパーク

■荏田近隣センター地区の現地の様子
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（7）荏田近隣センター地区の空間形成効果

①進出した建物用途

　　港北ニュータウン最初のセンターという事もあり、当初からスー

パーマーケットや生鮮三品、飲食店等の日常の最寄り品や身近なサ

ービス提供をおこなう店舗併用住宅が建ち並んでいた。25年が経過

した現在は社会状況の変化、車社会への変化により、周辺住民の買

い物動向は大型スーパーに移行し、空き店舗の増加や買い物客の減

少がおこった。

　　このため、地域コミュニティ基盤を活かし、地域住民や事業者、

市民起業者、行政等を交えた近隣センター活性化ワークショップ「

起業塾」の開催や、スーパーの空き店舗を活用した地域のµ溜まり

場µとなる「えだきんパーク」の開業など、地域住民が主体となっ

た建物用途も進出し商店街の賑わい創出に寄与している。

　　近年は、申し合わせ事項の効力が失われたこともあり、相続等で

空き地となった場所で歩行者専用道路に面して賑わい用途を入れな

い中規模マンションも立地している。　

②建物形態

　　荏田近隣センター準備会において、街

づくり申し合わせ事項に基づくデザイナ

ーによる設計調整がなされ、２層建物に

おけるベランダの形態、外壁、目隠し、

オーニングテントの設置位置などが矩形

図で具体的に示されていたため、多くの

建物で共通の仕様が見られた。

　　今も当時の建物が多く残されており、

１層を店舗、２層を住居として、オーニ

ングテントの形状、外壁タイルの仕様な

どを統一した建物が並んでいる。

　　また、特に広場に面して開口部を広く

確保するお店が多く、通りからお店で働

いている人などが見えて、商店街の賑わ

いを創出している。

③建物意匠

　　多くの建物で共通の仕様を採用したため、近隣センターのテーマ

「レンガ通りのステキなお店」に合わせて、各建物ともベージュを

基調とした小口タイルの外壁をまとったヒューマンスケールに見合

うこじんまりとした建物が並んでいる。

スーパー跡地を活用したえだきんパーク

換地処分後に歩行者専用道路沿いで建て
られるようになった集合住宅

連続して歩ける壁面後退部分。建物間は
共有壁によってすっきりとした仕上げが
なされている。

店舗内の様子がわかるようにして、通り
に賑わいを創出するガラス等の開放的な
建物ファサード

ベージュを基調とした統一感のあるヒュ
ーマンスケールに見合った街並み

申し合わせ事項と同時に作成
された矩形図
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④建物付属物

　　建物前面のオーニングテントも色・形状がある程度統一されてい

るため、整った街並みを形成している。

　商店街独自の取り組みとして、横浜市の支援制度であるヨコハマ市

民まち普請事業を活用して、雨水浄化水を利用した花だん用の水を

貯蔵するタルが各店舗前に置かれており、街並みにアクセントを加

えている。

⑤建物色彩

　　ほとんどの建物の色彩はベージュ系で統一されている。街づくり協議指針移行後は色彩基準を定

めていなかったため、その後に出来た一部の店では「薄い紫」などを使用している。

　　オーニングテントの色は「オレンジ」「茶」「白」などの５色である。

⑥壁面後退・駐車駐輪場

　　街びらき当初から残る敷地においては、建物の壁面後退線が統一

され、舗装も歩行者専用道路部分と合わせている。敷地境界も袖壁

等の障害物等がなく、自由に行き来できるようになっている。

　　営業時間において、歩行者動線を阻害しない程度にプランターや

ベンチ等を置いている店舗も見られる。

　　なお、駐車場等の空地においては壁面後退線がないため、歩行者

動線が途切れている。

　　自転車の駐輪については壁面後退部分に置かれているが、絶対数

は少ない。

⑦考察（他地区と比べて特徴が見られる事項）

　　申し合わせ事項によって、かなりきめ細やかな取り決めがなされたことにより、近隣センター全

体で統一感があり、色彩的にも落ち着いた街並みが形成された。なかでも、隣り合う敷地を跨いだ

壁面後退部分の連続性や共有壁は他地区では見られないものである。

　　街づくり申し合わせ事項の効力はなくなり、現在は壁面後退のみが継承された協議指針の内容と

なっている。厳しい規制誘導をかけることは困難であるが、街のさらなる魅力の特化として、現在

商店街で取り組んでいる環境への配慮を踏まえたタル回りの植栽設置や、広場や通りに面して店舗

内活動が見通せる「建物前面への透過性素材の使用」「テラスの椅子・ベンチのデザイン」の要素

を盛り込む事が考えられる。

ヨコハマ市民まち普請事業によって設置
された雨水浄化水を活用した水やり用の
タル

駐車場では壁面後退部分の歩行者動線が
途切れる。

■街づくり協議地区への今後の提案（＝街のさらなる魅力の特化）

・現在商店街で取り組んでいる環境への配慮を踏まえたタル回りの植栽設置

・広場や通りに面して店舗内活動が見通せる建物前面への透過性素材の使用

・敷地内空間内に設置するテラスの椅子・ベンチのデザイン

　　などの要素を盛り込む事が考えられる。
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５－７．茅ヶ崎（近隣）センター地区

（1）概要

　茅ヶ崎センター地区は、タウンセンターの南側に位置する近隣センターであり、北側はグリーンマト

リックスの「せきれいのみち」に所属する茅ヶ崎公園に面し、南側は幹線道路新横浜元石川線に面して

いる。また、地区の中央にはブルーラインの高架が東西に横断している。

　当初、ブルーラインは地下を通る計画で申し出調査がおこなわれたが、昭和61（1986）年に高架構造

へと変更され、これに伴い用途地域が第２種住居専用地域から住居地域に変更となった。住居地域では

延床面積3,000 を超える物品販売店舗が立地できない（横浜市建築条例では幅員11ｍ以上の道路への

接道が条件）ため、土地利用計画の見直しに合わせて道路幅員を11ｍ以上に変更。同時に商業施設等に

人も車も同一方向から出入りできるような動線計画とした。換地計画も大幅に変更され、申し出辞退者

が出てもやむを得ないという状況の中で、昭和63（1988）年からまちづくり勉強会がスタートした。

　幹線道路に接した立地特性や緑豊かな環境を生かし、「マーケットタウン」を街づくりテーマ、「ア

ーリーモダン」をデザインテーマとして、平成７（1995）年６月に街づくり協定が決定された。（協定

名からは「近隣」を削除して、より広域的な商圏を背景としたセンターの形成をめざしている。）そし

て、街づくり協定が策定されてから７ヶ月後の平成８（1996）年１月に街びらきがなされた。

　センターに隣接する両隣の街区は地区計画が指定されており、用途地域指定基準から適用できなかっ

た第１種低層住居専用地域の環境に近い、物品販売業を営む店舗等の用途制限や壁面後退、高さ制限な

どの基準が課せられている。　

（2）公共施設の整備内容（中央モール）

■デザインの考え方　

商業空間にふさわしい賑わいのある色彩豊かな商業

施設との対比を考え、中央モールとしては全体とし

て落ち着いた雰囲気とした。茅ヶ崎近隣センターか

ら仲町台センターに広がるエリアでの統一感及び結

節点としての鉄道高架の空間形成に配慮した。

　□自然の林（保存林→森の舞台）

　□光の林（高架下アートベース→ライトパイプを

　　林立して光のギャラリー）

　□街かどテラス（学園通りとモールを一体）

　□見晴らしの広場（南に広がる眺望の場であり、

　　歩専道とモールを一体化）

■道路本体

（3）茅ヶ崎センター地区の現況

　地区南側の新横浜元石川線の沿道商業施設が数軒立地している。地区

の東側に横浜ドイツ学園が面しているが、その他に主要な施設はなく、

地区内にも車や人の流れがあまり見られない。

　また、未利用地も多く、歩道に雑草が繁っているなど街全体で管理が

あまりなされていない印象がある。

　センター地区ではあるが、茅ヶ崎公園の豊富な緑環境に面している立

地から、転売後に戸建住宅やテナントを入れない集合住宅などが建設さ

れてきており、商業・業務・住宅等が混在する雑然とした街並みとなっ

ている。

雑草の生えている歩道

偶成安東(施股等) i:. な イ上 棟 . 材 所 等
一 般 淋 交 差 点 部 北のギャラリー(1:ほ下)

FuB装'll.退部昨iB瓢 擬石STr概伽0×600)安IEl削l入シヨツけラスト(刺入i揃はコンクリート.AB)脱也アスファルト合材+f;r嫉石骨材 陶懲状ブロック舗姓 鞠歩き床ブロック舗装ハンプ%JJI陶製床ブロック舗装

,L!.:tin'S.iEi.ll.M-V判別(1.lyJ等 nJiめ込み式ライトアップWyJ(水銚灯40W) ･光の杜Type2…;:

光の杜Typel㌫l.ー=6.0m100×1501欄 管 I.Ⅰ=3.0m
(ライトパイプ､メタハラ250lV) (ライトバイプ､メタハラ15州.')

ポール式脚がLl=8.0m 鋼管 1弧7指摘iEEi.抑
メッキ7ツ来捌け改装 (水銚fr300W
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・医療法人鳳和会
　港北メディカルクリニック

・ベルデュール茅ヶ崎

・フォレストヒル
　カネタニ

・レオパレス２１

・グレイス仲町台

・ナチュラルビル

・アネックスサワ

・ライトハウス茅ヶ崎

・パークサイドヴィラ茅ヶ崎

・フォレストヴィラ茅ヶ崎

・ガーデンヒルズ吉野仲町台

・エクセルハイム茅ヶ崎

・エルフラット

・セルテーヌスズショー

・内野ルネス
　ビル

・パルミナード横浜仲町台

・日本新薬㈱横浜支店

・㈱測量技術研究所

・ガレージミスティー

・フクダ電子
　

・アコール　ド　ブルー

・メゾンクラルテ仲町台

・茅ヶ崎南スズキビル

・茅ヶ崎南関パーキング

近隣センター区域

店舗等

歩行者専用道路

【諸元】

供用開始：平成８年１月

宅地面積：約3.6ha

地権者数：65名

用途地域：住居

建蔽率：60％

容積率：200％

高度地区：第３種

防火地区：準防火

SCALE　1/2500
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茅ヶ崎公園

（凡例も入れる）

市営地下鉄３号線（ブルーライン）

新横浜元石川線

茅ヶ崎南
みかん公園

東京・横浜ドイツ学園

（4）茅ヶ崎近隣センター地区の周辺土地利用

茅ヶ崎小学校

茅ヶ崎中学校

洗足学園
音楽大

個別値主題図

田 亡 集合住宅用地 運輸倉庫用地

[:::コ 畑 -店舗併用住宅用地-重化学工業用地-平坦地山林 - 作業所併用住宅用地 - 供給処理施設用地-河川･水路 ･水面 - 商業 ･業務用地 -農地 (農業施設)
- 荒地 ･海浜 -公共用地 -防衛施設
住宅用地 _文京厚生用地 - 都市公園

-ゴルフ場 -
未利用地 -
取壊 ･改変工事中-

馬主車場 -

その他空地

[:::コ 自動車専用道路

道路 幅員22m以上

道路 幅員12-22m
道路 幅員4-12m
駅前広場

道路 幅員4m以下

鉄道用地
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14

SCALE　1/5000

100

Ｎ

0 200ｍ50

（5）茅ヶ崎近隣センター地区の現況建物用途

茅ヶ崎公園

市営地下鉄３号線（ブルーライン）

新横浜元石川線

茅ヶ崎南
みかん公園

東京・横浜ドイツ学園

茅ヶ崎小学校

茅ヶ崎中学校

洗足学園
音楽大

個別値主題図

- 住宅 【 作業所併用住宅 娯楽施設 運輸倉庫施設 - 農業施設

l 集合住宅 - 業務施設 - 商業系用途複合施設 - 工場 - 防衛施設

l 店舗併用住宅 - 宿泊施設 文数厚生施設 - 処理施設



118

（6）茅ヶ崎近隣センター地区の街づくり協定内容

■茅ヶ崎近隣センター地区街づくり協定等内容（抜粋）

推奨される看板の設置例

その他 ・土地や駐車場など、建築以外の用途に用いる

場合には、賑わいの連続性と街並みの形成に

ついて配慮し、美観の維持に努める。

・空き地についても美観に配慮し、適切な維持

管理をおこなう。

・街づくり事業に関する事項についえてゃ、関

係者と協定運営委員会は十分事前協議し、そ

の効果をあげるべく努めるものとする。

・上記各項目の細目については、必要に応じ別

途取り決めることとする。

立体看板街づくりテーマ

デザインテーマ

看板・

広告

建築用途

建築意匠

材質・色彩 ・建物の主要な外壁の色は白、オフホワイト等の明

るい色彩を中心とし、補助的にグレー、淡い緑色

系を用いる。

・強い色彩を用いる場合には、建物の外壁との調和

を考慮した上、アクセントとして少ない面積に用

いる。

・駐車場は、業務形態に応じた必要台数、および

住戸数の50％以上を敷地内に設置する。

・駐車場の出入口は極力集約して設置する。

・駐車場、駐輪場、荷捌き場は植栽を施す等美観

に配慮する。

・建物のデザインは直線を主体とする。

・水平に連続する窓、連続する水切り線等、水平線

を生かしたデザインとする。

・建物の出入口、コーナー部等の主要部には垂直線

、曲線等を用いて特徴を出す。

・建物1階部分用途は、極力、物販・飲食・サービス

店等とし、住宅・一般事務所等の使用を避け、商

店街にふさわしい店舗づくりを行うものとする。

「アーリーモダン」

「マーケットタウン」

屋上看板

袖看板

駐車場・駐輪

場・荷捌き場

置き看板

看板・広告 ・個店名、業種内容を表現する看板を主体とし、メ

ーカーの看板・広告は極力避ける。ローマ字等の

アルファベットを用いた看板の設置を誘導する。

壁面看板

・個店、入居テナント名表示に限る。

・1建物に1個を原則とし、住宅部分には設置しない。

・個店、入居テナント名表示を基本とする。

・壁面の意匠との調和を考慮して設置する。

・店舗の業種、業態、商品が視覚的に表現され

た楽しいものとする。

その他

・設置は禁止する。

・敷地内に設置し、歩行の妨げにならないよう

　にする。

屋上設備等

修景の

ゴミ置き場 ・車道側に設ける

・極力一時的保管用のゴミ置き場を設ける。

・植栽等で覆うように配慮する。

・生ゴミが発生する店舗においては、各自、敷

地内にゴミ置き場を設ける。

シャッター ・極力透視シャッター等のウインドウショッピ

ングが出来る構造とする。

日除けテント ・街並みの景観に配慮したものとする。

・敷地内におさめ、歩行者の通行の妨げになら

ないように地盤面から十分離して設置する。

・屋上設備は、壁面の立ち上げ、またはルーバ

ーにより四周を覆う等、通りから容易に望見

されないよう配慮する。

・給排水管等は極力建物内部に取り込むように

する。取り込めない場合は、通りから見えな

い位置に設ける、壁面と同一の色彩にする、

壁面デザイン構成要素として工夫する等の思

慮をする。

　イメージテーマは「アーリーモダン」である。特徴として、建

物のデザインは直線を主体とする、水平に連続する窓、連続する

水切り線などの水平線を活かした建物デザインを誘導している。

建物の主要な外壁の色彩は白・オフホワイトなどの明るい色彩と

し、補助的にグレー及び淡い緑色を用いることとしている。

　また、宅地の接道条件に対応して４つのサイド別にガイドライ

ンを定めている。

　広告については、種類ごとに基調となる考え方やイメージをま

とめ、ローマ字を使用した看板の推奨など屋外広告物の規制誘導

事項を定めている。

　その他、給排水管の建物内部取り込みといった建築設備や車道

側に設ける駐車場駐輪場、建築付属物、建築形態の規制誘導があ

る。

　協定の運営においては、店舗の出店や業種構成、共同建築の推

進、駐車場の設置などについて情報交換のできる連絡事務所を設

けるなどしている。　

①袖手板

袖看板は個店､入居テナント名

表示に限る｡1建物に1個を原則と

し､住宅部分には設置しない｡

②壁面看板

壁面看板は佃店､入居テナント

名表示を基本とする｡壁面の意匠

との調和を考慮して設置する｡

⑨立体看板

店舗の菜種､菜慾､商品が視覚

的に表現された楽しいものとする｡

④屋上看板 35-
屋上看板の設置は禁止する｡ 以上

⑤定着板

敷地内に設置し､かつ妙行の妨

げにならないようにする｡

- 千 _:_.-.:

①袖看板

(丑立体看板
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街並み形成ガイドライン

ゲートサイド モールサイド

センターを外からながめた街並みは街の顔づくりとして特 活気のある商店街を形成するためには､歩行者を中心と

に重要です○ゲートサイドでは､特に車からの見え方を重視 した街のにぎわいを生み出すことが重要です○モールサイド

し､良好な街並みづくりを目指します○ では歩行者に快適な街並みづくりを目指しますo

センターの街並み自体が特徴のあるランドマークとして機 各モールサイドに面する建物は壁面後退を極力行うこと

能することを目指し､広告､看板などは個別に突出することな とし､コーナー広場､ポケットパーク､テラスカフェなど､店のに

く､街全体として調和のとれたものとなるように配慮しますo ぎわいが外に連続するような利用の工夫をしますo

ゲートサイドAでは､通過交通からの見え方に配慮し､建 通りに而して長大な無窓壁面がある場合にはショーウイン

物相互の調和をはかり､センター全体としての顔づくりとして､ ドゥなどを設置することにより､にぎわいを絶やさずに快適な

良好な街並みの形成を目指しますoまた､センター全体の奥 歩行者環境が連続するような配慮をしますo

行きを感じさせるような建物配置の配慮をしますo モールサイドAに設置する車出入口は必要最小限のもの

ゲートサイドBでは､隣接する宅地､公園との調和に配慮 とし､特に安全性に配慮し､建物デザインとの調和をはかる

店に直接入れる駐車場 店の顔となるショーウインドー 見晴らしのよいテラス

協定区域図

ゲートサイドA I - 1 街つくり協定区域

‖lltMIMlllゲートサイドB

●●●● モールサイドA
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SCALE　1/3000

Ｎ

0 20 50 100ｍ

■茅ヶ崎近隣センター地区の現地の様子

業務ビルの北側に戸建住宅が面している

公園側は行き止まりであり、南北道路と
公園との歩行者ネットワークは薄い。

歩道上の雑草

茅ヶ崎公園の園路

地下鉄高架沿いの歩行者専用道路

向原橋から見た新横浜元石川線

ゲート照明の立つ南北道路
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（7）茅ヶ崎近隣センター地区の空間形成効果

①進出した建物用途

　　地区の南端を東西に走る幹線道路新横浜元石川線に面して飲食店

や業務施設等が立地している。街づくり協定において、１階部分へ

の店舗導入が定められているが、地区の主要南北道路も含めて店舗

系用途は少なく、茅ヶ崎公園に面する住宅地環境の良さもあって１

階から集合住宅としたものや戸建住宅も多く立地している。

　　また、業務ビルも点在しており、地区全体で建物用途は混在して

いる。　

②建物形態

　　主要道路沿いに建つ戸建住宅は本来街づくり協定で認められてい

ないが、白系を基調とした落ち着いた建物が多く、背後の茅ヶ崎公

園の緑と調和している。

　　しかし、こうした建物利用は意図したものではなく、空き地のま

ま放置されている宅地、店舗スペースを確保しない建物、確保した

建物などが入り乱れている。商業地としては建物形態もバラバラで

協定内容が守られていない状況にある。　

③建物意匠

　「アーリーモダン」の建築の特徴として、面的なフォルムを前面に

出した幾何学的なデザインが挙げられる。集合住宅の１階のテナン

トの外壁部分のみ取り入れた建物やマンション全体でデザインされ

たものもあるが、全体としては少数である。

　　

主要南北道路沿いにも戸建住宅が建ち並ぶ

タイル目地を目立たせず、幾何学的でシン
プルな配色パターン

新横浜元石川線沿いに立地する商業施設

大きな開口部とその縁辺部にアクセントを
つけて重厚感を出すとともに、方向性のあ
る階段を外側から見せて街並みに「動き」
をつくっている。

戸建住宅の隣に業務施設が立地している
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④建物付属物

　　街づくり協定で定められた英文字サインなど、一部で見られるが

全体的には店舗数が少ないこともあり、広告物看板や駐輪施設など

で特徴的なものは見られない。

　　その他、車道側へのゴミ置場設置や排水管の隠蔽などは協定内容

が遵守されており、すっきりとした沿道景観が形成されている。

⑤建物色彩

　　街づくり協定で定められている白（またはオフホワイト）系統の

外壁に対し、戸建住宅では比較的遵守している傾向があるが、その

他の集合住宅等では灰色や茶色を使用しているところもある。

　　

⑥壁面後退・駐車駐輪場

　　壁面後退については、極力誘導するという表記に留めているが、

歩行者の賑わいを創出するはずのモールサイドＡ沿いでは戸建住宅

が立地していることもあり、殆ど壁面後退がなされていない。

　　一方、テナント付きの集合住宅が並ぶモールサイドＢの壁面後退

部は駐車場として利用されている。

街づくり協定で定められている通りに英
語で表記し、デザインされた駐車場のサ
イン。

テナント付き集合住宅前の後退部分は駐
車場として利用されている。

戸建住宅は白系の外壁が多く、背景の緑
と調和している。
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15

⑦考察（他地区と比べて特徴が見られる事項）

　　本地区では申し出換地時の店舗利用の条件について、当初センター地区以外での沿道商業施設に対

する立地規制の動きがあったが、前述した通りテナント付きマンションの立地を許容してから、高減

歩の近隣センターとしてのメリットが失われてしまった。

　　また、既にタウンセンターや仲町台駅前センターが供用を開始してから５年が経過してからの街び

らきとなり、鉄道駅を持たない近隣センターにおいては、土地利用の新鮮味も欠け、街づくり協定に

よって、逆に土地活用が規制されたこともあり徐々に施設立地は停滞した。

　　現在は建物用途や賑わいの連続性といった近隣センターの柱となるべき協定内容が守られないこと

も少なくない。

　　このような状況にあっては、協定による規制誘導も効果が低くなるため、当面は地区にゆかりのあ

る人材や施設利用者等を対象としたまちづくりを進めることが考えられる。

　　例えば、本地区では既にテナントとして「音楽教室」や「劇団」「水泳教室」などの教育サービス

機能が入っており、地区東側に隣接する東京横浜ドイツ学園と交流を深めて、人の流れセンター内に

引き込むことが考えられる。

　　先ず、人の流れをセンター内に取り込み、センターを多くの人の目に触れさせることで、センター

内の美観について地権者に意識させる。今度は美観を意識したまちづくりを進めていく中で、徐々に

賑わいを取り戻していく。

　　センターに相応しい、魅力的なまちを形成するために必要な「人」の流れを創出するための第一歩

を踏み出すことが茅ヶ崎センターには求められる。

■街づくり協定への今後の提案（＝横浜ドイツ学園とのつながりのある街づくり）

・横浜ドイツ学園に隣接する立地特性を活かしたまちづくり、交流（１０月祭り）や宅地利用（空き宅地へ

　の積極的な樹木の植樹、カフェテラス、学校教育における空き店舗の活用など

・茅ヶ崎近隣公園とのアクセス性向上

　などの要素を盛り込むことが考えられる。

東京横浜ドイツ学園
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６．総括
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６．総括

　これまでにまとめられた港北ニュータウンのまちづくりに関する事項は、主に建築や土地利用計画
となった街づくり協議指針あるいは街づくり協定に関わる部分のみを抽出したものであるが、当時は
営農や生活対策、電柱問題、自動車交通への対応など、それこそ都市計画に関わる様々な問題に対し
て、同時並行的・多面的に協議が重ねられてきた。
　しかし、施行面積約 1,316ha の大規模な土地区画整理事業が今日の横浜市の副都心として相応しい
市街地を創出するに至った最大の要因は「申し出換地方式」の導入であると言える。
　ここでは、港北ニュータウンのまちづくりの基盤をなした「申し出換地」が果たした役割と、その
後の自らのセンター地区環境を魅力的なものとするために地権者達が主体となって策定した「街づく
り協議指針」および「街づくり協定」の役割と現在の課題について整理する。

①当時の土地区画整理事業の展開

　申し出換地の役割を説明する前に、申し出換地を実現するに至った経緯を改めておさらいする。
　そもそも港北ニュータウン以前の公団の土地区画整理事業では、専ら防災面の強化やインフラ基盤
整備などの目的のもと、公共主導でもって執り行われてきており、地権者との接点は土地区画整理審
議会でのみ運営されてきたとされる。しかも、土地投資の業者参入をできるだけ避けるため、ひっそ
りと水面下で計画が進行することが多く、そうしたケースでプラン内容が地権者の目にかかるのは計
画条件がほぼ固まった段階であった。
　しかし、横浜市の６大事業に名を連ねた港北ニュータウン開発事業は、初めから大々的にその存在
が明らかにされた。当然、計画予定地の価格は激変し、土地活用のノウハウもなかった地権者は困惑
し、自宅には様々な名刺が積み重なった。この事態を引き起こしたのは横浜市の発表によるものであ
るが、逆に言えば「横浜市だけではなく、地権者とともに事業を進めていく」という横浜市側の強い
意気込みの裏返しでもあるともとれた。
②我が国最大規模の土地区画整理事業

　施行者の公団は昭和 40（1965）年に施行面積約 3,000ha の多摩ニュータウンをオープンさせてい
るが、７割強の面積が先行して土地を収用していた新住宅市街地開発事業であり、土地区画整理事業
の区域は約 665ha であった。港北ニュータウンはその約２倍の面積である。これだけの大規模な土
地区画整理事業は前例がなく、また、今後も記録を更新することはないと思われる。
　もちろん、このまま通常の原位置換地（照応の原則）を主体とした土地区画整理事業をおこなうこ
とはできる。しかし、その場合は道路や上下水道等のインフラ基盤を整えても、どこが街の中心か
もわからないような雑然とした街並みが出来上がるのは必定である。そのようなまちづくりではスプ
ロール開発と変わらない。
③申し出換地手法の導入

　このような背景から、例え従来の区画整理のルールに背いてでも、港北ニュータウンでは魅力的な
まちづくりを進めるとする視点を持った土地区画整理事業を進める必要があったのである。
　そのため、対策協は換地を行う土地の所有者が希望する土地を指定し、その地権を交換する新しい
手法「申し出換地」の実施を決定した。
　これは土地区画整理事業史に残る歴史的な決断であり、当時前例のない換地手法に市、公団、国と
も事業認可に慎重な姿勢を示した。しかし、幾度とない協議調整を経て地権者やまちづくりに関わる
ものの想いは、1974 年の事業認可という形で実を結んだ。

６－１．申し出換地が果たした役割
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　申し出換地の対象となる『特別な用地』の種類は「センター用地」「アパート・マンション等用地」
「工場・倉庫資材置き場等用地」「集合農業用地」の４種類である。この時、「センター用地」及び「ア
パート・マンション等用地」については、換地と合わせて建築協定などの自主的な相互規制が前提と
なることが盛り込まれた。本編でも触れたが、これまで土地区画整理事業に対し、限定的な関わりが
多かった地権者が「センター用地」の獲得機会を平等に与えられることは当時としては画期的な事で
ある。まさに、横浜市・公団・地権者が一体となったまちづくりをおこなうとする「市民参加のまち
づくり」を象徴する出来事でもあった。
④申し出換地の果たした役割

　以上のような経緯を経て、昭和 51 年３月に申し出換地は実施された。「センター用地」への申し出
が多く、予定していた公団換地をさらに切り崩して地権者の換地を充てるなどして無事に土地利用計
画に反映され、今日のまとまりのあるセンター形成の礎となった。
　では、「申し出換地」が実際にまちづくりに貢献した役割とは何だったか。地権者側と事業施行者
側の２つの視点で整理する。

（1）地権者の土地利用意向の反映

～事業施行者にとっては～

　従前の土地区画整理事業が原位置換地（照応の原則）を前提とした市街化予想図（土地利用計画図）
を設定していたのに対し、申し出換地とすることで、地権者の土地利用意向やまちづくりの視点を　
加えた形で土地利用計画を設定することが可能となった。
　「センター用地」「工業用地」の集約といった土地利用の純化だけでなく、公園・緑道沿いに大宅地
を配置し、公園緑地と一体となった保存緑地を生み出す “ グリーンマトリックス ” も申し出換地によ
る “ 計画的な市街化予想図 ” の賜物である。意欲ある地権者の土地活用意向を踏まえながら効率の良
い計画的なまちづくりを進める事によって、港北ニュータウン全体の不動産的な土地の価値も高まる
こととなった。
　申し出換地は従前の整備工事費を捻出する補償としての「換地」から、まちづくりのための「換地」
へと立場を変えたのである。
～地権者にとっては～

　また、地権者にとっても「工場・倉庫資材置き場等用地」や「集合農業用地」を希望する地権者を
一括して集約化することで、効率の良い土地利用が展開され、従前の生活環境の維持を希望する地権
者への対応も可能となった。
　さらに、小規模地権者の土地を集約して換地することで共同化街区を創出することにより、意欲が
あればどのような地権者でも商業的土地利用展開に関わる事が可能となった。そして、このような意
欲ある地権者の想いは建設意欲へと転換され、早期のセンター形成につながった。
　申し出換地はまちづくりのための「換地」として、どの地権者でも公平にチャンスを提供する “ 商
品としての宅地 ”を生み出したのである。

（2）土地利用の実現に向けた役割分担の明確化

～事業施行者にとっては～

　従前の土地区画整理事業では土地利用計画で「商業用地」「沿道利用用地」と設定しても、地権者
側の土地活用を約束するものでもなかったため、換地処分後も土地活用がなされる宅地と未活用宅地
が入り混じる歯抜け状態の街並みとなることもあった。
　しかし、地権者の土地活用意向に沿った換地を充てることで、土地利用の担保性を高めることにつ
ながり、歯抜け状態の街並みにはならなくなった。
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～地権者にとっては～

　土地活用希望に沿った申し出換地を地権者が事業施行者に申し出ることによって、地権者自らの選
択に責任を持たせ、地権者の土地活用の決心を促し、使用収益開始に向けての明確な努力目標を創出
した。
　これは事業全体を通じて、地権者のモチベーションを保つ力となり、供用開始後の早期建物建設や
その後の地権者の事業展開などにつながった。また、一方で諸事情により申し出換地を見送った地権
者とは、筋の通った形での明確な区分けがなされ、例えば、「まちづくりに何も関与しないけど、お
いしいところはとる。」といった不公平な事象を極力なくし、地権者の利害関係を調整するとともに
土地区画整理事業に対する信頼をもたらした。

（3）権利者間の将来のまちづくりへの意識付け

　「市民参加のまちづくり」のもと、港北ニュータウンでは早くから地権者組織が形成されてきたが、
申し出換地後は、事業推進のために地域が公団、市と直接対応できるよう４地区組織代表と市、公団
の代表をもって構成する連絡協に改組され、その中で立ち上げられた地権者の換地後の生活対策等を
協議する組織【生活対策委員会】や、申し出換地対象ごとのグループ協議（共同化街区等）での地権
者同士のコミュニケーション促進により、早くから将来のまちづくりへの意識づけを浸透させること
となった。
　これらの動きは、後の地権者による街づくり協定運営委員等の自発的なまちづくり組織の立ち上げ
へとつながり、現在も古くからの街づくりの経緯を知る地権者達がセンター地区の新しい商工会等の
組織を影ながらサポートしているところもある。

◆申し出換地の果たした役割

対　施行者 対　地権者

・地権者の土地利用意向やまちづくりの視

点を反映した形で土地利用計画を設定す

ることが可能となった。

・意欲ある地権者の土地活用意向を踏まえ

た土地利用の純化（グルーピング）によ

り、土地利用の効率が上がり、不動産価

値の高い土地創出にもつながった。

・土地利用意欲のある地権者による早期の

建物立地（市街化）につながった。

・「工場・倉庫資材置き場等用地」や「集

合農業用地」を一括集約化することで、

効率の良い土地利用展開や従前の生活環

境の維持を希望する地権者への対応も可

能となった。

・小規模地権者でも土地を集約して換地す

る（共同化街区）ことにより、意欲があ

ればどのような地権者でも商業的土地利

用展開に関わる事が可能となった。

②土地利用の実現に

向けた役割分担の

明確化

①地権者の土地利用

　意向の反映

・地権者の土地活用意向に沿った換地を充

てることで、地権者の土地活用の担保性

が高まった。

・地権者自らの選択に責任を持たせること

で、地権者の土地活用の決心を促した。

・地権者の使用収益開始に向けての明確な

努力目標ができた。（開発に対するモチ

ベーションの維持）を保つ有効な力とな

り、供用開始後の早期建物建設や地権者

の安定した事業展開につながった。

・区画整理事業において、「街づくりに何

も関与しないけど、おいしいところはと

る。」といった不公平な事象がなくなっ

た。

③権利者間の将来の

まちづくりへの意

識付け

・生活対策委員会や申し出換地対象ごとの

グループ協議（共同化街区等）での地権

者同士のコミュニケーションにより、早

くから将来のまちづくりへの意識づけを

なされた。
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　以上のように並べてみたが、港北ニュータウンにおける本当の意味での申し出換地の役割は、土地
区画整理事業における魅力的なまちづくりに向けて、この未知なる試みに対し地権者と公団、市が三
位一体となって道を切り開いたことである。以後、申し出換地手法は各方面の土地区画整理事業で導
入され、施行者だけでなく、地権者にとっても魅力のあるまちづくりを進める道標となったのである。
　しかしながら、仮に土地利用ノウハウのない地権者だけで構成された自発的組織だけで申し出換地
を進めても、センターシステムやグリーンマトリックス等のきめ細やかな土地利用実現は不可能で
あったと思われる。
　施行者である市と公団が初期の段階から、対策協を通じて地権者とのつながりを保つとともに、地
権者が自らの問題としてニュータウン開発に関する各種研究をおこなっていくにあたり、市や公団が
歩みを合わせて港北ニュータウン建設研究会を設立し、地権者等の研究を全面的にバックアップして
いたことを忘れてはいけない。この研究成果をそれぞれの地域の委員が各地権者に説明して周り、地
権者を説得することでスムーズな合意形成等につながっている。
　市と公団は土地区画整理事業の完了を大幅に遅らせたが、事業の途中で、地権者の生活再建対策を
確立することを目的とした港北ニュータウン生活対策協会も設立し、様々な生活支援方策や地権者の
参考となるニュータウン内でのセンター地区の取り組みや整備状況等のアナウンスをおこなった。
　一方、施行者側にとっても、申し出換地によって地権者の土地利用意向をいち早く把握し、極力そ
の意向に対応し、地権者の将来のまちづくりへの意識を高められたことは今日の港北ニュータウンの
形成に大きな効果をもたらした。
　地権者、市、公団の誰かが音頭をとるのではなく、申し出換地という手法を通じて、三位一体で協
働のまちづくりを実現した事、そして、この時に結束を強めた地権者コミュニティが今も影ながらま
ちづくりを支えている事が港北ニュータウンにおける申し出換地の果たした真の役割である。

　しかし、一方で申し出換地がもたらした結果として、「アパート・マンション等用地」における商
業利用現象については触れなければならない。
　申し出換地での「特別な用地」として設定された「センター地区」と「アパート・マンション等用
地」はそれぞれ想定していた土地利用も異なるものであり、少なくとも当初「アパート・マンション
等用地」ではガソリンスタンドといった施設以外の商業的土地利用は見込まれていなかった。
　当然、想定された減歩率も異なり、タウンセンターが 65 ～ 75％、駅前センターが 55 ～ 65％、近
隣センターが40～50％であり、アパート・マンション等用地ではそれよりも低い35～45％であった。
　しかし、モータリーゼーションの変化によって、利便性から幹線道路に面する宅地の価値が上がり、
さらに本来は規制されるべきであった「アパート・マンション等用地」における商業利用が１階部分
をテナントとする（通称：ゲタ履きマンション）形態の許容によってなし崩し的に破られた。
　昭和 54 年に各センター地区でも自動車交通を踏まえた道路計画とする土地利用の変更がなされた
が、本来は高減歩で商業施設が集約するはずだった近隣センター地区には、道路アクセス利便性から
商業施設や店舗等の立地が進まず、利用者のないセンター地区には新しい商業施設の立地が成立しづ
らくなるといった負のスパイラルが発生している地区もある。　
　センター地区に商業系土地利用を集積し、幹線道路沿道にはアパート・マンション等を立地させる
という土地利用が当初から明確に示されていながらも、モータリーゼーションの変化等時代の流れか
ら、現実にはそうならなかった事に対し不公平に感じている地権者は少なくないと思われる。
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６－２．「街づくり協議指針」および「街づくり協定」の役割と今日の課題

（1）港北ニュータウンにかかる規制

　港北ニュータウンの建築行為には大きく５種類の規制がある。中央地区を除いて地区全域で指定さ
れている「街づくり協議指針」、各センター地区の申し出希望者によって決定された「街づくり協定」、
昭和 55 年以降の地区計画制度策定後に導入された「地区計画」、住宅地環境や工業環境を担保するた
めに地権者が自発的に定めた「建築協定」、その他グリーンマトリックスの緑環境を担保する「緑化
協定等」の決まりごとである。
　今回の調査は申し出換地と並行しておこなわれた協定を対象としており、このうちの「街づくり協
議指針」と「街づくり協定」（一部「建築協定」）についてとりまとめる。

（2）街づくり協議指針の経緯と役割

　平成８年９月に換地処分後に策定された街づくり協議指針であるが、そのルーツは昭和 58 年３月
に横浜市によって定められた街づくり指導基準までさかのぼる。
　推進協改組後の生活対策委員会によって、昭和 52 年２月にニュータウンコントロール研究部会（ま
ちづくり協定研究部会）が立ち上げられ、そこまでの研究成果をもとに、土地利用ごとの誘導基準を
設定し、土地区画整理法第 76 条の許可申請制度を活用して計画内容を公団がチェックし、市が認可
する昭和 58 年の「街づくり指導基準」が定められた。
　なお、「-4 近隣センター」「-5 駅前センター、タウンセンター」などのセンター地区では、申し出
換地希望者によって、例外なく街づくり協定の検討がなされており、お互いの環境を守るための街づ
くり申し合わせ事項が作られた。その後、いくつかのセンターでは街づくり協定が策定され、こうし
た地区では街づくり協定内容が優先されている。
　即ち、諸事情によって街づくり協定を策定できなかった地区、あるいは街づくり申し合わせ事項ま
では策定したが、換地処分後に協定へと移行しなかった地区が「街づくり協議指針」の対象である。
　街づくり協議指針には法的な根拠がなく、基本的には魅力あるまちづくりのために地権者の協力を
お願いするものであり、街づくり申し合わせ事項を策定していた段階でほぼ建物立地が完了していた
荏田南近隣センター地区や、グリーンラインが開通した都筑ふれあいの丘駅前センター地区以外の街
づくり協定を策定していないセンター地区では、幹線道路沿道の「アパート・マンション等用地」に
おける商業利用が進んだことによって、センターとしての土地の価値を失い、周辺の住宅地と同化し
た街並みが形成されている。
　これらの地区の用途地域指定は第二種中高層住居専用地域が指定されているが、例えば「歩行者専
用道路に面する建築物の１階部分の用途は、物販、飲食、サービス店とし、住宅、事務所等の用途は
極力避ける。」という協議内容についても、明らかに需要が見込めない中で市側も無理に誘導するわ
けにもいかず、現実には１階部分に店舗テナント等はほとんど存在しない。
　また、駅前センター地区で唯一街づくり協議指針の対象と
なっている都筑ふれあいの丘駅前センター地区では、街づく
り申し合わせ事項をも見送ってきた経緯もあり、平成８年９
月以降になってはじめて協議指針による規制誘導が施され
た。そのため、既存不適格物件がいくつか見られる。
　街づくり協議指針の内容は協力をお願いするものに過ぎ
ず、街づくり協議指針が定められた平成８年９月の時点で既
に建物立地がなされた宅地も多いため、ニュータウンの街並
み形成に果たした役割としては、後からの増設や補修する際
の建築設備の隠蔽等、必要最低限の分野に留まっている。

マンション等の高度住宅利用が進んだ

近隣センター地区
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（3）街づくり協定の経緯と役割

　申し出換地の対象となった特別な用地においては、申し出換地申し込み時に記載されていた自主的
な相互規制の覚え書きに基づき、センター地区や工場・倉庫資材置き場等用地の地権者によるグルー
プ協議の中で地区ごとに協定の検討がおこなわれた。
　言わば、申し出換地によって創られた街の基盤を将来に向けてどう運営していくかを定めたものが
街づくり協定であり、ここでは街づくり協定が現在の街並み形成に果たした役割を整理する。

役割①地元への計画内容の早期伝達
　まず一つ目として、確認申請の前の審査機関としての協定運営委員会を立ち上げることで、事前に
計画内容の情報が入ってくることが挙げられる。
　どの宅地で誰がどのような土地利用を考えているか、協定運営委員会がフィルタとしての内容を確
認し、協議のテーブルにつかせることで、住民側により然るべき誘導手段を手立てる時間を確保する
事が可能になった。
役割②美しい街並みの形成
　さらに、街づくり協定の内容は、最低限の遵守すべき項目（例：歩行者専用道路に面した店舗入口
の確保、設備の隠蔽、駐車場の確保等）と、個性的な共通のテーマを定め、魅力的な街並み景観を創
出するための特徴となる項目（例：直線を主体とした建物デザイン、明るい茶系の素材使用、勾配屋
根等）の大きく２種類に分けられる。
　前者は各センター地区とも積極的に誘導している。これらの内容は、「緑の環境を最大限保存する
まちづくり」「“ ふるさと ” をしのばせるまちづくり」「安全なまちづくり」等のまちづくり方針に基
づき街づくり協議指針でも定められている項目であり、電線類が地中化された通りの景観やグリーン
マトリックスの魅力等を損なわないよう港北ニュータウン全域において設定しているものである。
役割③街の価値を高める個性の創出（他の差別化）
　後者は地区ごとに取り組みの差が出ている。例えば、仲町台駅前センターでは、他地区と比べて協
定内容に即した建物が多く、街並み全体も整っている。これは、古くからのまちの経緯を知る地権者
達がまちづくりに熱心な商業者を増やしていこうと商業者との連携を重視し、規制をかける協定運営
委員会と、余計な規制はしてほしくない商業者の意向が相反するものと受け入れた上で、交流イベン
ト等を通じた積極的な関係づくりを進めたことが実を結んでいる。
　例えば、吊り下げ看板など実際に協定に即した魅力的な街が形成されることで、目に見えた効果と
してそこに関わる住民のまちづくりの意識向上にもつながり、さらに、個性的な街は人々の求心性を
高め、センター地区としての賑わいの創出に貢献したのである。
　一方で、こうした地区の魅力づけに向けた特徴的なまちづくりが完全に成功したわけではなく、街
並み全体で見ると部分的に違和感のある建物が入り込んでいる地区もあった。
　財政面や道徳面での諸問題があるにせよ、協定内容が守られないことでトータルとしての魅力的な
街並みは創出されず、地権者同士の足並みが乱れ、まちの衰退の引き金ともなっている。このような
背景には以下のような事項が考えられる。

課題①不十分な担保性
　今でこそ、都市計画法の提案制度や景観計画、横浜市の地域まちづくり推進条例などの法体制が整っ
ているが、街づくり協定の策定検討が本格化した昭和 51 年当時、法的な担保性を持ち、かつ、地域
が独自にルールを定められる規制誘導手法は建築協定ぐらいであった。しかし、地区全体での建築協
定は合意が得られなかったこともあり、結局、街づくり協定も土地区画整理法第 76 条の許可申請制
度を活用しての規制誘導となった。



132

　しかし、換地処分によって土地区画整理事業が終わると、規制誘導の後ろ盾となっていた土地区画
整理法から外れることとなり、間もなく協定運営委員会活動が滞るセンターも出てきた。こうしたセ
ンターは横浜市まちづくり相談所が継続して建設業者に対する窓口となったものの、建物の素材や色
調といった細かな建築仕様まで十分に吟味することまではできなかった。
　換地処分後は協定内容等に違反しても罰則に強制力がなく、心無い地権者または地権者から土地を
譲り受けた業者が協定内容を違反することで、「協定は守らなくても良い」という雰囲気が地権者あ
るいは建設業者等に蔓延し、連鎖的に協定を守らない宅地が発生した。
　協定運営委員会には、これらの行為に対して法的に抵抗できるすべが裁判以外にないのである。
課題②財政的な負担のかかる規制内容　
　もうひとつの原因として、維持管理面等で財政的に負担のかかる規制が “ 足かせ ” となったことが
挙げられる。例えば、床面積に影響のある勾配屋根や維持管理に負担のかかる木を使用した看板等で
あり、昨今の景気を配慮し財政的な負担のかかる協定内容については拡大解釈が適用された。
　また、小規模宅地においては協定内容項目（壁面後退による建築有効面積の縮小等）が生活基盤を
脅かす場合もあり、大規模宅地と一律に規制誘導を図ることが困難なケースでは目をつぶらざるを得
ないのが実状でもあった。
課題③街づくり協定の真髄の消滅
　協定が守られていないセンターの背景として、やむを得ない事情があるとは言え、使用収益開始や
地下鉄の開業時期が遅れ、幹線道路沿道の商業施設化を見て、地権者がセンター地区での土地活用の
モチベーションを失ったことや、地権者の代替わり・売却等などで、当初の申し出換地を希望した地
権者のまちに対する思い（街づくり協定の真髄）が今の地権者に受け継がれていないなどがある。
　そのような土地の地権者にとって、街づくり協定は単なる足かせとして見られることが多く、協定
を遵守している地権者との間での温度差も生じている。

（4）その他の建築協定の役割

　センター地区の街づくり協定策定作業と並行して、工業地域や一部の住宅地域では建築協定が定め
られた。これらの協定は、指定された用途地域（例えば、工場・倉庫資材置き場等用地においては準
工業地域）では、想定している土地利用以外の建設（準工業地域では住宅やマンションの建設）も可
能となってしまうため、将来的なトラブルを避けるためにこれらの建物利用を規制し工業に専念でき
る環境を創出するためのものであり、市の方からも積極的に働きかけたものである。
　こうした自分達の生活環境を守るために定めた協定内容は大きな問題もなく遵守された。既に建築
協定の有効期限が過ぎた地区もあるが、10 数年のうちに地区内の建物利用が進み、その間大きな問
題が発生してこなかった経過から協定を運営する側の事情により協定が解消された地区もある。
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◆換地処分（平成８年９月）以前の街づくり協定区域内における建築手続きの流れ

◆換地処分後の街づくり協定区域内における建築手続きの流れ

関係機関 調髪の内容

用俵横肖 調整の内容
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６－３．現状を踏まえた今後のセンター地区のまちづくりの方向性

　センター地区における街づくり協議指針・街づくり協定等の役割や運営状況を整理した中で、当初
想定していた市街化予想図とは異なる状況に陥った部分も生じている。
ここでは、今後のセンター地区の活性化に向けた街づくり協定に関する取り組みについて、以下の３
点を取り上げる。

◆協定担保性の強化
　現在も順調に市街化が進んでいるセンター地区に適用する。街づくり協定検討当時と違い、今や都
市計画法、景観法などが整理拡充され、地権者主導で、よりきめ細やかに、より厳しく建物計画を誘
導することができる手法が揃ってきている。
　

　また、平成 17 年 10 月に市が施行した地域まちづくり推進条例を活用し、地域まちづくりグルー
プから組織を立ち上げ、地域まちづくりルール（建築・土地利用・設備等に関するもの、その他生活
環境に関するものが対象）あるいは地域まちづくりプランを策定し市長の認定を得ることで、一定の
担保性を確保することも可能である。
　例えば、ルールを定めた場合は、市が後ろ盾となり、地域の実状に合わせた地権者（地域まちづく
り組織）による計画の規制誘導が可能となる。また、プランを策定した場合は、市の施策策定にあたっ
てプラン内容が配慮されることや、「地域まちづくりプランの実現に向けた整備費用の助成」などの
支援があり、地域まちづくりグループがプランやルールを策定するための支援制度【地域まちづくり
支援制度（コンサルタント派遣）】も充実している。
◆街づくり協定内容の再編
　街づくり協定策定当時は、地権者達の夢と生活が詰まった街づくり協定内容を遵守していたが、徐々
に時間が経つにつれて、財政的な事情等によって、必ずしも遵守できない箇所も生じてきている。
　そのため、タイミングを見計らって街づくり協定内容項目の見直しを図ることが考えられる。
　その際に重要なこととして、古くからの地権者の方々がどんな思いで当該センター地区を作ってき
たか、その真髄をいつまでも後世に伝えていけるよう、将来にわたって引き継いで欲しい街づくり協
定部分を定める。これにより、絶対に守って欲しい項目、できれば守ってほしい項目、すぐに実現で
きる項目といった協定の中での位置づけを明快にする。
　また、これまで一律で規制誘導していた建物対象も、財政的な負担面を配慮して大規模宅地と小規
模宅地とで内容を区分けしたり、それぞれのセンター地区の特色ごとに用途・規模別に項目（例えば、
飲食業・大型店舗だけを対象としたルールなど）を再編する。
◆地権者・住民・商業者間の交流機会の創出
　街びらきから 10 年以上経ち、古くからの地権者がその数を徐々に減らしていく中で、センター地
区では商業主による街づくり協定を運営する担い手が不足している傾向にある。魅力あるセンター地
区を創出するために、協定云々ではなく、ある程度協定運営委員会や商業者、住民が協働していく必
要がある。そのため、これらの関係者（人材）を結びつなげるために、関係者協働によるお祭りの開
催や学校行事への参加、野外展示会等のイベントの開催等によって、定期的な交流機会を創出するよ
う試みる。

○規制誘導のメニュー例
　・地域まちづくりプラン＆ルールの策定
　・景観協定（景観法／照明点灯時間等ソフト的なルールも策定可能）※景観計画区域指定が条件
　・景観計画（景観法／色彩、形態、高さ、広告物　ほか）※景観計画区域指定が条件
　・都市計画提案制度（都市計画法／用途地域の変更等）
　・高度地区（都市計画法／建物高さ）
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◆横浜市地域まちづくり推進条例の概要

横浜市地域まちづくり推進条例の概要

■ 総 則 (第1-7条)目的､定義(第2条)､基本理念､市民等.市の責務､情報共有等(第6粂)､市の支援施策

〇日的(第1条) .市民等と市が協働して行うまちづくりによる安全でl突通な魅力あるまちの実現
○基本理念(第3条) .市民等は身近な地域のまちづくりに参画する権利と責務を有する○
○責務(第4.5条) .市民等は地域まちづくりの主体として､地域まちづくりを推進するよう努める○

○支援施策(第7条) .情報提供､相談.助言等､学習.交流機会の提供､専門家派遣等技術的支援

手続きの流れ(第8-13条)
l
:魅票崇警完誓言民蔓l____ー_____i___一一__

地域まちづくり
グループ【登録】

地域まちづくり組織【認定】

■ 地 域 まちづくりグ ル ー プ (第8条)

地域まちづくり活動を行うグループの登録

･市民等は､グループを結成 し､市に登録
･グループは地域住民等に活動内容を説明

■ 地 域 まちづくり組 織 (第9条)
地域まちづくりの主体となる組織の認定

○認定要件

･構成員が､地域住民等又は

地域住民等 ･地域まちづくり活動を行 う者
･地域住民等の多数の支持

ものづくり･

自主活動

施策策定に
あたって配慮

事業推進の努力

ルールの運用

建築等の協議

届出､要請､
勧告等

■ 地 域 まちづくりプラン(第10･11条)

組織が策定するプランの認定･推進

○認定要件

･地域住民等の多数の支持

･都市計画マスタープラン等の計画に整合
○地域まちづくりプランの推進

･市は施策策定にあたってプランに配慮

･市 ･地域住民等は地域まちづくりを推進

･協働でプランの実現に向けた推進方針を策定

･地域住民等は建築等にあたりプラン整合等に配慮

■ 地 域 まちづくりル ー ル (第12･13条)
組織が策定するルールの認定･遵守

○認定要件

･地域住民等の多数の支持

○建築等の誘導

･事業者が組織と協議､市に届出

･市はルール適合要請､勧告等

l まちづく｡支 援 団 体 (第14条, '孟孟忘.'=呈苦慧芸誓ElP<Jj蒜 蒜kPjEOaと

■ 表 彰 (第15条) ･地域まちづくりに功績のあったものを表彰

■ 地 域 まちづくり推 進 委 員 会 (第16条)･基本的事項､組織認定等の審議

■ 雑 則 (第17･18条) ･推進状況について報告書を作成 ･公表 等

附則(施行期日) 平成17年10月1日 ｣



136



137

監　　修　／　川手　昭二
企画編集　／　高田　剛維【㈱山手総合計画研究所】
発　　行　／　特定非営利活動法人　港北ニュータウン記念協会
　　　　　　　横浜市都筑区荏田東 4-10-3　〒 224-0006
　　　　　　　TEL　045-942-8956

発行日／平成 21 年３月　

■港北ニュータウンのセンター地区における街づくり協議指針及び街づくり協定の策定経緯と実績調査

　報告書



平成 21年 10月

㈱山手総合計画研究所

港北ニュータウンの

センター地区における

街づくり協議指針及び

街づくり協定の

策定経緯と実績調査

    　　　　その２



目次

■資料編　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…11

※参加者関係者の方に港北ニュータウン開発や座談会を通じて、ご自身の想いやご意見等をお願いし
　たところ４名の方から文書をお寄せ頂きました。（敬称略）

○港北ニュータウンを振り返る／男全冨雄　　　　　　　　　　　　　　　　　…11
○港北ニュータウン建設事業への北山田全域参画の要因について／大嶋珪治　　…15
○座談会編集作業を終えて／高田剛維　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…19
○まちづくりとまちのインフラと住民組織を考える／川手昭二　　　　　　　　…21

※１　1968.7 補償研究 飛鳥田横浜市長に聞く！港北ニュータウン建設の論理　  …33
※２　1978.8 建築学会賞第３部　横浜市における都市計画活動の一連の業績
　　　－都市空間創造への総合的実践－／田村　明氏　　　　　　　　　　　　…53
※３　横浜市六大事業計画位置図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…55

■港北ニュータウン街づくり座談会　議事　　　　　　　　　　　　　　　　　　…１
～市の６大事業の発表から 40 年　港北ニュータウンの街づくりの経緯と現在を顧みる～　
／平成 21年５月 12日（火）午後１時 30分～／港北ニュータウンまちづくり館　１階会議室

■参考資料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…33



■港北ニュータウン街づくり座談会 議事 

～市の６大事業の発表から 40 年  
港北ニュータウンの街づくりの 
経緯と現在を顧みる～ 
 

 
日時：５月 12 日（火）午後１時 30 分～ 
場所：港北ニュータウンまちづくり館１階会議室 
出席者：８名（◆座長） 

◆金子 三千男氏 ：（旧）港北ニュータウン事業推進連絡協議会委員・建設研究会委員 
飯田 恒雄氏  ：（旧）港北ニュータウン事業推進連絡協議会委員・建設研究会委員 
関 敬一氏   ：（旧）港北ニュータウン事業推進連絡協議会委員・建設研究会委員 
高橋 良雄氏  ：（旧）港北ニュータウン事業推進連絡協議会委員 
男全 冨雄氏  ：北山田駅前センター街づくり協定運営委員会 会長 
大久保 信正氏 ：中川駅前センター街づくり協定運営委員会 会長 
川手 昭二氏  ：（旧）日本住宅公団港北開発事務所 所長 
大嶋 珪治氏  ：NPO 法人港北ニュータウン記念協会 監事 

オブザーバー：３名 
竹内 正二氏  ：横浜市都市整備局地域まちづくり課 都筑区担当  
細山田 幸子氏 ：横浜市都市整備局地域まちづくり課 港北ニュータウン街づくり相談所 
菊池 伸之氏  ：横浜市都筑区総務部区政推進課企画調整係 係長 

事務局： 
鈴木 兼光氏  ：NPO 法人港北ニュータウン記念協会 常務理事 

コーディネーター＋記録： 
高田 剛維   ：㈱山手総合計画研究所 
 

※参加をお願いしておりました信田隆治氏、徳江義治氏は別の会合と重なったため欠席。関義和氏は

お体を壊され入院されているため欠席となりました。 
 
議題： 
①昭和 40 年２月 横浜市６大事業「港北ニュータウン計画」の発表 

②昭和 44 年４月 公団理事会における港北ニュータウン事業化の決定（用地買収開始） 

③昭和 48 年８月 港北ニュータウン建設研究会発足～建設研究会活動 

④昭和 51 年３月～５月 申し出換地の実施 

⑤昭和 58 年３月～ 街びらきから市街化 

 

※本議事録は読み易さを考慮し、一部の会話文を要約し、一部話の順序を入れ替えさせて表示します

ことを御了承お願いします。 
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■事務局よりあいさつ 
鈴木氏：本日はお忙しい中お集まり頂いてありがとうございます。当協会の方で港北ニュータウ

ンのセンター地区形成にかかる街づくりの歴史や申し出換地の実施、街づくり協定の策定経緯等

の調査をおこなってきた中でまとめの方が一段落ついたところで、当時関わった地権者の方々の

“生”の声を聞かせていただいて、調査の締めくくりにしよう。そうした主旨から、本日の座談

会を開催させて頂いた次第であります。なお、本日の座談会の進行については、金子三千男座長

にお願いします。本日はどうぞよろしくお願いします。 
 
■議事 
①昭和 40 年２月 横浜市６大事業「港北ニュータウン計画」の発表 

「港北ニュータウン開発は当初反対の人が多かった。」 

金子氏：では先ず、当時の “親の世代”である高橋さん、それから男全さんお願いします。 
高橋氏：当初は港北ニュータウンなどとんでもないという話で、中川地区では賛成すれば他の地

権者に相手にされなくなるほど反対されました。 
男全氏：北山田でも大反対でした。しかし、東山田の安藤先生が高見沢メグロ工場を誘致し、雇

用も促進された事実もあり、開発に踏み切った。ただ、当時は農家が先祖伝来の土地を売って農

業を打ち切るなんてとんでもないという風潮でしたし、土地の面積を減らしたことを申し訳なく

思っており、先祖への言い訳を当時の役員に押し付けている人もいます。ただ、北山田では地域

全体がニュータウン区域に入っていたので地権者全員の条件が同じでした。今思えばそれは良か

ったと思っています。 
金子氏：続きまして、親の世代から事業を引き継いだ“子の世代”で、建設研究会のメンバーで

ある関さん、飯田さんお願いします。 
関氏：私は当時若かったが、農業も先行きは良くないので若い人は開発に賛成する人が多かった

が、年輩の方は反対の方が多かった。個人的に飛鳥田市政に希望を持っていたこともあります。 
飯田氏：政治的な話になってしまいますが、港北ニュータウンの開発地域は自民党を支持する人

が多く、市長は社会党でしたので、その発言には概ね批判的で「市長にだまされるな」という空

気が地域にはありました。私自身は最初の頃はよくわからなかったのですが、開発事業が始まっ

てから協力をしてきました。 
金子氏：それでは続きまして、お父上が開発促進協議会委員をお努めになられ、その当時は教師

をされていた大久保信正さんお願いします。 
大久保氏：私がニュータウンに参加したのは教師をやめた昭和 48 年頃からであり、その頃までは

父親が参加していました。自分はその頃の話はあまり知らないが、現在においても街づくりは多

くの問題を抱えている。 
金子氏：同じく、お父上が開発促進協議会委員をお努めになられました大嶋珪治さんどうぞ。 
大嶋氏：父の大嶋正三郎はニュータウンの開発推進役だったので私は父の大変な姿を見ていた。

開発については（周囲からの圧力などもあって）３日３晩決断するまで大変だった。 
金子氏：大嶋正三郎さんが当時東急電鉄株式会社の土地区画整理事業（すみれが丘／昭和 43 年～

昭和 48 年）の組合員をやっておられて、住宅地開発等に詳しかった。金子保さんが大嶋正三郎さ

んにニュータウンの開発について「どうだ」って聞いたら、「これはやるしかねぇよ」と言い、そ
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の後は金子保さんと大嶋正三郎さんが先頭に立って、地域を色々引っ張っていったという話です。

さて、私ですね。昭和 40 年というと私が婿に入ってから２年目のことです。サラリーマンの時に

ニュータウン開発の話を聞きました。当時、私の父親は体を悪くしておりまして、私が農業の経

験もないし、こういう機会だから賛成しようと父親がまず言いました。賛成と言っても、開発事

業の内容については何も知らなかったし、土地利用もわからないので周りの皆さんに合わせると

いう感じでした。周りは表立って賛成する人は殆どおらず、「お前はサラリーマンで農家が嫌だか

ら賛成したのか。」などと言われましたね。 
高田：皆様からお話を伺うと最初はニュータウンなんてとんでもないという話のイメージだった

ようですね。やはり親の世代は先祖伝来の土地を手放したくはないという事もあって、ニュータ

ウンの開発については、どちらかと言うと否定的な立場の方が多かった。ただ、“子の世代”の方々

は未来にかける思いが強かったのかなという印象を今の話で持ちました。 
 
「公団の用地買収による保証金を上手く使った人もいた。」 

飯田氏：もうひとつ。買収に応じたきっかけですが、確かに開発に躊躇したの一番の理由は先祖

伝来の土地を手放す事なのですが、その反面、ニュータウンの供用開始までは収入が途絶えてし

まう現実の中で、公団による土地の４割買収を逆に上手く利用した人もいたと思われます。だか

ら、申し訳ない言い方だけど、現実的な話として４割買収は必ずしも反対ではなくて、それによ

って生活を維持することができた人もいたのではないかなと思います。 
金子氏：土地を売ることに対して、我々の親の世代はすごく抵抗したと思う。農家のプライドと

言うか。だから、内心はニュータウン開発に賛成だったけども「金子保さんがハンコ持って来い

って言うから、俺は持って行っただけだ。」と。極端に言うとこういうスタンスの人も多いですよ。

だから、現実的には公団からの買収保証金をもらって、家の勝手口を直したり、冷蔵庫を買った

りした人はいるのではないか。ただ、「先祖の土地を売って冷蔵庫を買った。」なんて自分から話

したがる人はいないと思いますがね。 
 
②昭和 44 年４月 公団理事会における港北ニュータウン事業化の決定（用地買収開始） 

「地権者の協力によって、効果的に４割買収を達成した。公団と地元地権者が正面を

向いて洗いざらい情報交換をしたことが結果良かったのかなと思います。」 

高橋氏：南山田はニュータウン区域に土地の一部がかかっているところと全部がかかっていると

ころと分かれておりまして、公団から土地の４割を売ってくれと言われたんだけれども、４割は

売れないということで最初は３割ぐらいは仕方ないかなということでハンコを押しました。しか

し、結局は役員さんが来られて、「お宅は売る面積が足りないじゃないか」と言われ、２、３回ぐ

らいの段階交渉で買収に応じた次第です。なかには、息子に相談せずに親が土地を売ったところ

もありました。その当時、南山田では用地買収には協力したけれど反対運動が起こっていて、「な

んでそんな事が起こっているんだ。」という事で私がその地権者に話を聞きにいったところ、親子

で話し合いができないうちに土地を売ってしまい、息子としてはそれが気に入らないから反対だ

ということだった。そうした人達は金子保さんがニュータウン開発を扇動したんじゃないかと疑

っていた。私も何度か話し合いをし、その方達に説明もしたんだけど、私の説明が気に入らない

ということで、小規模宅地の人同士で別の組織が起こりました。小規模宅地の会は南山田が発祥
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です。その後の話し合いの場を何回も作り、買収のわだかまりを解消しました。 
高田：当時は開発を決心するには難しい状況だったんですね。 
高橋氏：南山田地区では役員の改選もできなかった。南山田はその当時の買収のしこりが非常に

強く残っている地域です。 
金子氏：４割買収の決心と言う話ですが、これは港北ニュータウンの線引きをどこでするかとい

うのが大きかったと思う。線引きは各町内会でお願いされたことで、例えば、茅ヶ崎ではここか

らここまでというように町内の地権者が集まって決めていきました。それを全体的に見ていたの

が川手先生だと思います。 
関氏：うちの勝田の町内会は男全さんの北山田みたく全地域が入っているわけじゃないですから、

さほど抵抗はなかった印象ですね。川手先生が黒板で説明していた時もあまり抵抗はなかった。

駅も近くにできるって話だったけど、当時はなるべく駅から遠い方が良いって感覚でしたね。 
金子氏：あの頃は鉄道も通っていないし、将来は鉄道を通すけどどこを通るかは決めていない状

況でしたしね。 
川手氏：私は当時公団の企画を担当しておりまして、今までの皆さん話に係わる部分は用地担当

がやっておりました。ですが、時々は現場に出て、農協の事務所で幹部の方々が話すのを横から

見てきたのですが、横から見てきた中では徳江義治さんと鈴木清さんが「公団は４割買収に応じ

なければ撤退するのか」と聞かれ、「撤退します。」と答えたところ「４割ならどこでも良いのか」

と聞かれ、「崖地だろうとなんだろうとどこでも良いです。」と答えました。「農地だと高く買って、

山だと安く買ってというところだろうが、いくらまでなら買えるのか」と聞かれ、「公団の用地買

収費用は大蔵省で決められますので、この総額で４割買収が果たせればどこでもかまわない。」と

答えたところ「そうか、よし分かった。それならやるぞ。」と言われまして、青木公雄さんも加え

た３人で「開発をやるぞ」となりました。その中で鈴木清さんが土地評価をできる方で、地域の

土地評価分布の地図をつくってくれた、その中で公団の総額から割り引いた単価を出しながら、

農地とか比較的土地の評価の高くないところなら良いよという中で作業が進められました。先ほ

どの話の中で４割買収の保証金をもらえて良かったというのがあったけど、たぶん作物の作れな

い土地を公団に買わせた上で、残った土地でニュータウン開発事業やっている間も作物を作るこ

とができたので、その地図は随分地権者の役に立てたのかなと思います。その分のいきさつで言

うと、公団と地元地権者が正面を向いて洗いざらい情報交換をしたことが結果良かったのかなと

思います。 
 
③昭和 48 年８月 港北ニュータウン建設研究会発足～建設研究会活動 

「地権者が自分達でテーマを決めて自分達で勉強したことを地元に説明しながら、み

んなでそれに向かって歩き出すというのが、港北ニュータウン建設研究会です。」 

川手氏：実は昭和 40 年 2 月に横浜市が地元に発表した図面から、昭和 44 年・昭和 48 年のもの

は実はまるっきり変わってきていて、鉄道の新駅とリンクしてセンターを設ける「多核センター」

案であったり、横浜市の副都心としての拠点性を出すべく放射状道路による「ワンセンター」案

になったり、様々な比較検討がおこなわれていました。この８年間に私達は徹底的に対策協と議

論し、その内容を克明に小さなカードにしてまとめていきました。これらが設計図にまとめる公

団が作業をやりまして、「多核センター」と「ワンセンター」をミックスしたようなラダー状（は
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しご状）道路を中心に通したプランを作成し、昭和 47 年から地元説明をやりました。その時は地

元からもさんざん言われましたが、４つの連合町内会会長（中川地区の金子 保氏・都田地区の

中山恒三郎氏、山内地区の松沢健二氏、新田地区の山本光雄氏）や、鈴木清さん、徳江義治さん、

大嶋正三郎さん達からは、「対策協で出てきた議論を全部図にしたな。」と褒められました。地元

からはほとんどＯＫが出たところで横浜市の森建設部長さんから、「次の段階として農家の方々が

将来どう生活していくかを検討する勉強会をスタートしたらどうか」という提言があり、港北ニ

ュータウン建設研究会がスタートしました。それ以前にあった港北ニュータウン対策協は港北ニ

ュータウン議会のようなもので、市や公団から提案されるものを審議する機関でした。それとは

別に建設研究会では住民が中心になって、ここでどういう換地をもらって、ここでどういう夢と

生活を築き上げていくかという場にしようとしたものです。そこでは市や公団から説明するので

はなく、地権者が自分達でテーマを決めて自分達で勉強したことを地元に説明しながら、みんな

でそれに向かって歩き出すというものです。 
 
「（早い者勝ちを許すな）と（港北ニュータウンに協力して損をしたと言わせないよ

うにしよう）は当時の合言葉みたいなものでしたね。」 
飯田氏：私は建設研究会の頃からニュータウンに関わり始めました。鈴木清さんから土地の評価

額あるいは家賃の設定などの勉強会を開いていただいた事は今でも鮮明に残っております。その

後、建築協定の研究とか色々進んでいく中で、徹底的に言われたのが「早い者勝ちを許すな。」と

いうことです。これは、田園都市線沿線で早くに開発を始めた人がアパートマンションを建てて

しまい、学校施設や公共インフラ基盤の不足などの問題を起こし、後の人達が住宅を建てられな

くなってしまったことがありまして、港北ニュータウンではこういう状態にしてはいけないとい

うことで建築協定の研究を進めていきました。金子三千男さんが全体の委員長のときに私も一員

として加えさせていただきました。今はもう時代も変わりまして、建築協定の考え方も少し変わ

った方が良いと考えておりますが、当時は「早いもの勝ちを許すな」という事と、「港北ニュータ

ウンに協力して損をした」という言葉が出てこないよう皆さんで勉強して助け合いましょうとい

うこと合言葉みたいなのがありましたね。一番苦労した話というか笑い話なのですが、北山田で

地権者に建築協定についての説明をする機会がありまして、会場の駐車場にオート三輪を置いて

説明し、さあ帰ろうというところでライトの部分に畑の泥が塗られていたですよ。あの頃は建築

協定なんか必要ないという反対の人もいました。当時は「ここまできたのだから勉強してしっか

りとした良いものを作っていこうよ」という人と、「まだまだいじわるしてやれ」という人がいま

したね。今にしてみれば苦労したというよりは楽しかった思い出の方が多いですね。港北ニュー

タウンをやって、みんな腹の中では良かったなぁと思っている人ばかりでないかなと思っていま

す。 
関氏：私も区画整理審議員など色々ニュータウンに携わらせてもらいましたが、建設研究会もや

らせてもらって、皆さんと一緒に勉強できて本当に良かったなと思っています。 
 



「農業をやる“土地”の価値から、不動産としての“土地”の価値について、色々勉

強しました。」 
高橋氏：当時全然何も知らなかったものですから、鈴木清さんに勉強会をやっていただいて、本

当に良かったです。公団の方々も非常に優秀な方々が入っていただいて、中川地区全体で勉強さ

せられました。それは非常に感謝しています。 
金子氏：当時「不動産鑑定士」という資格ができたばかりで、その時代の１期生が鈴木清さんで

で“不動産”というものを教えられた。今までの農作物をつくる土地という視点からこれから土

地の使用の仕方を考えた上での土地の価値という視点を教えてくださいました。 
高田：私の手元に昭和 45 年３月の「明るく 住みよい まちづくり 港北ニュータウン」（※下

記参照）という小冊子があるのですが、当時はこれが皆さんの思い浮かべている将来の港北ニュ

ータウンの姿なのかなと思っておりました。 
金子氏：この冊子が出た時は歴博通りも計画されていなかった。この当時公団にいた川手先生が

もう１本道路を通してブラジルのサンバができるようなパレード道路にしようと言ったのを私は

鮮明に覚えていますね。当時は全戸にこの冊子が配布されたはずですが、あまり一般の人は見ら

れていなかったのではないでしょうか。しかし、あの頃こんなイメージ図を見せられても全然想

像つかなかった。 
 
■昭和 45 年３月に横浜市から配布された冊子 
「明るく 住みよい まちづくり 港北ニュータウン」 
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④昭和 51 年３月～５月 申し出換地の実施 

「申し出換地にあたっては、自分の生活と投資と流動的に考えるものと財産を３分し

て考えましたね。」 

金子氏：申し出換地については、最初は駅に近い場所が良いとか言ってみるが、いよいよ始める

かといった頃になると、「うちで飼っている豚小屋はどうなるんだ」とか、現実的になってきて、

「逆に駅は遠い方が良い」とか、そんな議論もありましたね。私が鈴木清さんから教えられたの

は財産を３分するということです。相続のためにとっておく 1/3 と、住まいや生活に役立てるた

めの 1/3 と、流動的に利用する 1/3 を提案されましたね。 
飯田氏：財産の３分割利用のうち、住まいについては１種住専地域の方が将来性があると大嶋正

三郎さんが言っておられました。センター地区では住環境が必ずしも良いとは限らないと言われ

ましたね。 
大嶋氏：父は土地財産を 1/3 ずつ分散してリスクを分散するようにと言っていました。固定の財

産として残すセンター地区の土地と、マンションアパートとしての利益を上げる１種住専の土地

と、自分の住む場所となる土地ですね。父は港北ニュータウン事業よりも先に東急すみれが丘の

土地区画整理組合の理事長をしていましたので、早くから土地区画整理事業を見聞し、関心が高

かったのではないかと思います。 
 
⑤昭和 58 年３月～ 街びらきから市街化 

「事業の後半の方になってからニュータウンへの移転希望者が増えてきましたね。」 

飯田氏：事業の後半の方になってから一転ニュータウンへの移転希望者が増えてきましたね。小

規模宅地会の人からも言われました。なんとか家を移転できないか。道路１本少し動かせないか。

なんでうちはニュータウンの区域に入らなかったのかって。 
高橋氏：中川では、ニュータウン区域内に全部移転させてしまおうかという話を最初地権者の方々

にしましたが、皆さん笑って「なんで移転しなきゃいけないんだ。」って反応でね。比較的事業の

初めの方だったので、最初から「移転します」っていう地権者は区域に入れたけど、後になって

から言ってもダメだよね。 
男全氏：やはり地域全部がニュータウン区域に入っていた方が良かった。北山田は地域が全部ニ

ュータウンに入っていたから良かった。当初で言ったら北山田も何で全部移転しなければならな

いのかって話でしたよ。 
飯田氏：町会の一部だけ残されていてもね。だから、区域外に残った人は今もニュータウン以外

の残ったところをやってもらえないかって言っていますよ。 
 
「やっと地下鉄グリーンラインが開通したけど、（当時の地権者仲間がいなくなって

いく中）で、その場に立ち会えた事は非常に良かった。」 
男全氏：話が前後してしまうけど、公団買収は路線価値方式で土地の評価を決めるということで

したが北山田が確か一番安かったはずですよ。私としては、自分達が換地後の生活対策を考える

よりも、換地になる前の生活対策が一番問題だった。確かに買収の保証費はあったがその金で足

りるのかと。だから、保証費は手をつけないでとっておきました。今まで牛車しか通っていなか

った地下鉄が通り北山田に駅ができると言われ、「これは夢のある話だ」ということでハンコを押
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したのですが、できたのはその後 40 年経ってから…。ですが、ニュータウン開発については、本

心は喜んでいます。でも、自分の責任で決めたわけでなく、役員の言うことを聞いてやったとい

うスタンスの方が今でもいますよ。その方も喜んでニュータウンで買い物したりして、「随分便利

になったよね。」と言うと、「便利になった。だけどな。」なんて言ったりして。それがまあ人間っ

てものですがね。いずれにせよ、80 過ぎにもなって、こうしてみんなとお会いできるのは幸せだ

なと思いますね。一番残念なのが大嶋正三郎さんでね。私が 38 歳の時にいきなり呼び出されて、

「おい、お前町会の総務やれ！」といきなり言われてね。あのときは命令でしたから。金子保さ

んと大嶋正三郎さんは北山田の一番の牽引者だった。織茂重雄さんにもすごくお世話になった。

色々あったが、やっと地下鉄が開通した時に私がその場に立ち会えた事は非常に良かった。 
 
「“横浜のチベット”から、すごい税金が出てくるようになったんだから、なんか物

語でもできそうだな。」 
飯田氏：ニュータウン開発が終わり、街が成熟していく中で、今一番困っていることは固定資産

税が高くなったことと相続税ですね。 
金子氏：横浜のチベットから数十年を経て、すごい税金が納められる土地になったんだから、な

んか物語ができそうだな。 
鈴木氏：先ほどお配りした報告書を読み砕いてから、この座談会の内容を盛り込むともっと面白

い港北ニュータウンの物語ができるかもしれませんね。 
（一同 笑い声） 

 
「昭和 43 年の時点で飛鳥田市長は建設研究会（昭和 48 年８月）を予測されていた。」 

～（川手氏が資料配布 参考資料※１参照）～ 
川手氏：この資料は昭和 43 年の７月に、オブザーバーとして横浜市の大場農政局長と鳥井建設部

長の 2 人が出席する中で、飛鳥田市長が華山氏と深海氏の２人の先生と対談した内容をまとめた

ものです。この資料は国会図書館の補償研究のところにあります。この資料の中で住民参加のま

ちづくりについて、地元の利害調整を地元に期待しますかと市長に聞いたら、市長は「期待しま

す。」と答えました。その場合、一番大切なことはなんですかと市長に尋ねたところ、「人を得る

ことです。最初に農民に呼びかけ、農民の意向を取り入れる人、取り上げた意見を第一次案にま

とめて、広く市民に問いかけた上で、修正し農民の意見を聞くという過程で、地元のリーダーが

育つのを待つ人。」とあります。これを見て、港北ニュータウン建設研究会はこれのことだったな

と思いました。昭和 43 年の時点で飛鳥田市長は建設研究会の必要性を予測されていたと思いまし

た。 
 
「港北ニュータウン開発を進めるには申し出換地方式しかない。」 
鈴木氏：事務局の方から一言。港北ニュータウン建設事業が成功したのは「申し出換地」制度で

はなかったかなと思います。地権者の利害関係の調整にもなっただろうし、土地利用計画が明確

になったり、それに伴ってそれぞれの地権者の将来設計も明確になった。しかし、申し出換地と

いうのは、当時の通常の区画整理事業では法的にはなかなかできなかった。そこを地権者のエネ

ルギーで変えていったということにすごい感銘を受けました。そのあたりのいきさつを川手先生
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にお聞かせ願えれば。 
川手氏：申し出換地の話については、港北ニュータウン建設研究会の決定方針に従って、公団が

申し出換地をするのですが、これにはものすごく大変な思いをしました。我が国の土地区画整理

事業は関東大震災の土地区画整理事業や横浜市の戦災復興の土地区画整理事業がありますが、こ

れらは全て現位置換地でやっています。戦後の戦災復興都市計画の中でも現位置換地のやり方は

憲法違反ではないという事で建設省も裁判を闘ってきましたから、そういう事例があるのに“申

し出換地”なんかやって問題が発生したら、裁判で公団が負ける恐れがある。公団が負けたら県

の都市計画も建設省も負けて公共性が失われる。こんな危ない橋を渡らせるなというのが建設省

の方針でして、当時は申し出換地などとんでもないという考えでした。これに対して、対策協の

方で我が国最大規模の土地区画整理事業による開発でニュータウンのまちづくり理念を実現する

手法はこれしかないという結論になり、粘り強く説明をするうちに建設省も受け入れるより仕方

がないという動きになりました。港北ニュータウンほどの大規模な土地区画整理事業は、今後は

もうないだろうという中で大変な手法を実行したと思います。 
高田：皆さんから色々お話を聞かせて頂いて、全体として色々な人に配慮しながらまちづくりを

進められたなと思っています。今、官民協働のまちづくりとありますが、それを随分前から実践

されてきたのだなと思いました。生活がかかっていた事とは言え、地権者自らの研究会活動が積

み重なって、現在の港北ニュータウンという立派なまちができたのだなと思います。この事は新

しくニュータウンに住み始めた方々にもっと知ってもらっても良いのではと思います。 
 
「農業専用地区は、当時からあまり情報が入ってこなかった。間違った教育を受けた

地権者もいるんじゃないかな。」 
竹内氏：ひとつだけよろしいでしょうか。実は港北ニュータウンは世界的に有名な成功事例とし

て知られていて、実際に韓国・中国・タイなどから視察も来ています。ニュータウンの事業内容

については過去の資料から説明すれば良いのですが、ひとつだけ困っているのは都市農業の確立

である農業専用地区（約 230ha）についてです。都市開発の土地区画整理事業とは異なる土地改

良事業ですが、農業専用地区の地権者の想いだとか、どういう方がどういう形でそちらの土地を

希望されたのか。その辺の資料があまり残っていないです。私としては、農業を希望する人は農

業専用地区で営んでいますよと言いたいところですが、あまり実態がわからないので、教えてい

ただけないでしょうか。 
高橋氏：農業専用地区の話は先ほどの飯田さんの話にあったように、地域の社会党に反対してい

る権利者がいて、この地域は開発するよりも農業専用地区とした方が良いよと教わったので、農

業専用地区に残った人達と、買収に反対した人達が農業専用地区を希望した経緯があります。後

で市街化区域に入るから開発できるよなどと言われていましたが、そうはいかないですよね。 
高橋氏：私は集合農地連絡協議会の会長をやっておりましたが、集合農地の方は、10 年間の協定

を結び、区画整理区域の中でも農業を続けていこうということで非常に厳しい協定書をつくって

やってきました。しかし、街びらきから 10 年ほど経った時に時代も変わり、農業を続けたいとい

う人と土地利用をやりたいという人で分かれまして、集合農地連絡協議会は解散することになり

ました。今も市街化区域内で農業を続けられている人もいる。当時としては、各町内会とも専業

農家の方も多かったものですから、農業をずっと続けていきたいという事で協定を結んでやって
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はきましたが…。 
金子氏：港北ニュータウン内の集合農地ですが、とりあえず市街化区域の中でも農業をやりたい

という人があつまった農地で、高橋さんを中心に協定をつくってやってきたけども 10 年経って相

続だなんだで、進むべき道の意見が分かれているということです。農業専用地区の事ですが、話

を聞くのに一番良かったのが佐野さんだったのですが亡くなってしまわれた。その佐野さんが亡

くなる前に言っていたのは、先ほど飯田さんのお話でも出てきた「某議員に俺たちはだまされた。」

です。今も健在で農業専用地区について話ができそうな人は東方の長谷川秀雄さんか信田隆治さ

んぐらいかな。 
 
「ニュータウン周辺の市街化調整区域を開発許可する時には、港北ニュータウン土地

区画整理事業と同じ条件でないと開発を認めないと市長に釘をさした。」 
関氏：港北ニュータウンの全体構想の中で農業専用地区を確保しようというよりは、むしろ地元

の意見の方が強かったでしょう。この辺の地域の人は、ここだけは農地にしてあとは区画整理と

いうような換地のやりとりしているわけじゃないでしょう。 
高橋氏：換地のやりとりをしても良いよと言われていたけど、誰もやらなかった。 
川手氏：本日配布した資料のＰ34 でも若干触れていますが、農業専用地区は相当早い時期から横

浜市の大場さんが中心になって、地元と調整していた経緯がありますね。 
関氏：農業専用地区から区画整理に出たいという人も、区画整理から農業専用地区に出たいとい

う人もいなかったのではないか。 
金子氏：農業専用地区をつくったときは多分に政治的な空気がありましたね。市から発表があっ

たときは、農業専用地区にするとかしないとかはあまり一般の地権者には知られていなかったの

ではないか。 
関氏：「農業専用地区もいずれ市街化区域になるんだからもったいないよ。区画整理には同意しな

くていいぞ」と教育を受けた地権者の方も多いと思います。 
高橋氏：ニュータウンの中は減歩があるけど、農業専用地区に減歩はないよというように教えら

れたことはありますね。 
金子氏：農業専用地区は横浜市の費用で基盤整備をして、農家の人達には縄のび程度の土地提供

で済むよ。整備が終わったら某議員さんから後で「市街化区域に入れてやる。」と言われたとか。 
川手氏：農業専用地区については、対策協を通して地元から市長に釘をさしたんですよ。市街化

調整区域を開発許可する時には、港北ニュータウン土地区画整理事業と同じ条件でないと開発を

認めないことになっています。これは公団の議事録にも残っています。つまり、４割買収と 35％
減歩という同じ条件でないと開発を認めないということです。 
 
（了） 
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①横浜市６大事業「港北ニュータウン計画」の発表 

②公団理事会における港北ニュータウン事業化の決定（用地買収開始）

③港北ニュータウン建設研究会発足～建設研究会活動 

④申し出換地の実施 

⑤街びらきから市街化  についての想いをつづって頂いたものです。 

■資料編 
○港北ニュータウンをふりかえる 
／男全冨雄氏 
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○港北ニュータウン建設事業への北山田全域参画の要因について／大嶋珪治氏 

 

 昭和 40 年２月に横浜市６大事業のひとつとして、港北ニュータウン開発事業が発表された

時、対象区域内の自治会町内会は事業への賛成反対で揺れていました。当時の５割買収、35％

減歩に対し、農地が生活の基盤であり財産となっていた地権者が困惑するのも当然です。 

 しかし、一方で先駆けて東急不動産㈱、東急電鉄㈱による田園都市建設事業が現在の東急

田園都市線沿いに展開されていたこともあり、その開発状況をよく知ることのできた中川地

区や北山田地区はニュータウン開発事業参画を決断するにあたり、他地区よりも材料が揃っ

ていたのではないかと思います。 

 ここでは港北ニュータウン建設事業への北山田全域参画の要因となった東急の土地区画整

理事業時代の流れについて触れたいと思います。 

 

 北山田地区ではニュータウン区域に隣接して、東急不動産㈱による組合施行によると地区

化区画整理事業（北山田第一地区土地区画整理事業／面積約 38ha 総事業費７億 750 万円）

がありました。港北ニュータウン開発事業が発表される前の昭和 37 年頃から東急から土地区

画整理事業の打診があり、昭和 39 年には地権者への説明会が開催され、土地の減歩や買収、

補償等について、話し合いの場がもたれました。 

 東急の土地区画整理事業の先行買収は約 20％、減歩率も約 20％であり、これは後の港北ニ

ュータウン開発事業より有利でしたが、買収価格や換地先等で何度も話し合われたそうです。 

私自身が横浜に来たのは昭和 39 年ですが、当時は父大嶋正三郎が町内会長（昭和 38 年～

昭和 54 年２月までの 16 年間）を務めておりましたので、地域と東急の間に立って色々折衝

してきた一人ではないかと思います。また、翌昭和 40 年に港北ニュータウン開発事業が発表

されますが、こうした状況下にありましたので北山田地区の地権者や地権者を代表するリー

ダー達は早くから土地区画整理事業に関心が高かったと思います。 

 その後、東急の土地区画整理事業は昭和 43 年８月に正式名称「北山田土地区画整理組合（地

権者96名 理事長大嶋正三郎）」の許可申請を提出し、昭和44年７月に設立認可されました。

昭和 44 年 11 月に用地買収が終了、昭和 47 年の３月 24 日に竣工し、町名は地元住民からの

公募で「すみれが丘」と命名されました。ここまで区画整理組合の許可申請から約４年間の

出来事です。当時の地区は山間部で住宅は６軒しかなく、地権者との交渉も順調に進んだも

のと思われます。 

 昭和 47 年頃というと、港北ニュータウンでは基本設計修正案の地元説明が終わろうかとい

うあたりで、この年の８月から建設研究会が発足するような段階です。まだ造成工事も始ま

っていません。 

 そんな中、約４年間の工期を持って竣工、実績として地権者に示す事ができたこと、ニュ

ータウン建設事業計画の協力、理解の道筋が事実として提示できたことが北山田全域参画へ

の基盤となったのではないでしょうか。 

 先陣を切った北山田土地区画整理事業に英断を下した地権者を代表するリーダー達は、ニ

ュータウン事業への先駆者として、良き指導者として活動されました。その御努力に感謝を

申し上げます。  



■北山田地区区画整理事業（すみれが丘）と港北ニュータウン開発事業の流れ 

 
昭和 33 年  １ 東急電鉄(株)・東急不動産（株）による田園都市開発始まる。 

～   １、土地区画整理組合方式（東急不動産（株）等が代行）開発する。 
        ※ 今までは用地買収方式の開発が主流だった。 
 
      ２ 田園都市開発地域大きく４ブロックに大別（現行政区） 
       第１ブロック 川崎市宮前区（宮崎・梶ヶ谷）高津区（野川・有馬）等々 
       第２ブロック 横浜市青葉区（荏田・市ヶ尾・嶮山等々） 
       第３ブロック 横浜市青葉区（恩田・田奈・奈良等々）緑区（長津田・西八朔）等々 
       第４ブロック 県外（南町田・小川等）大和市（北部） 
        ※ 現田園都市線の駅名と合わせると解りよい。  
 
昭和 22   ３ 北山田地区の現況 

～45 年   １、農村地帯（農業で生計）野菜・稲作・養鶏 
       ２、地形は山間地帯・山間の水田・畑作 
       ３、当開発の予定地民家６軒 候補地に 

 
昭和 世帯数 人口 備 考 

22 102 652 
35 110 668

農家約 84 世帯ほど約 80％が農業 

40 157 778 乱開発はじまる 
※48 120  ― ※ＮＴ用地買収対象数 

45 248 1104 急激な増加 

北山田町世帯人口の推移 
 
 
 
 
 
 
昭和 37 年  ４ 北山田土地区画整理事業への取り組み 

～   １、当地は、第１ブロックに隣接（有馬・野川地区）現状把握 
       ２、東急不動産（株）により、個々地権者への呼びかけ訪問説明 
       ３、区画整理方式開発への関心理解も高まる。 
 
昭和 39 年  ５ 地権者への具体的な説明会が開催 

～   １、事業概要について、面積約３８ｈａ小学校１、公園２ 
       ２、用地買収（２０％）・減歩率（２０％）・換地・補償等々 
       ３、区画整理方式について 
        ※ 今までの買収方式と異なり、個々の地権者の理解が難しかった。 

時期草々、賛否両論 
        ※ 農地がなくなる、今後の生計は ※代替え地がほしい 
        ※ 換地後の土地活用？ ※休耕補償は？等々 
        ※ 個々の地権者よりの承諾書を得るには、事業推進を担当するリーダーによる説

明、指導、説得と並々ならぬ努力があったと聞きました。 
 
昭和 40 年  ６ 横浜市より港北ＮＴ開発事業発表（６大事業） 
昭和 42 年   １、地元説明会、検討会はじまる。 

～   ２、中川地区ＮＴ開発事業参画に踏み切る。（区画整理方式） 
        ※ 当地区、ＮＴ開発事業と並行する事となる。 
        ※ 北山田（第１地区）区画整理事業推進リーダーがＮＴ開発事業のノウハウにつ

いて説明指導にあたる。 
 16 
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        ７ 北山田地区区画整理組合設立にむけて 
昭和 43 年８月 １、北山田第１地区区画整理組合許可申請提出 
         ① 第１地区 ＮＴ先行工事として着手する。 
         ② 地権者 ９６名 役員１７名で構成 
昭和 44 年７月 ２、北山田第１地区区画整理組合設立認可 
昭和 45 年１月 ３、港北ＮＴ用地買収終了（４０％買収で、９８％地権者協力）  
昭和 46 年   ４、町名公募「すみれが丘」と命名（当地区にすみれが自生していた） 
昭和 47 年３月 ５、北山田第一地区区画整理事業工事竣工 
         ① 換地処分（昭和４７年１月） 
         ② 組合解散（昭和４７年７月） 
         ③ 工期 約４年間で竣工する 
昭和 48 年   ６、入居始まる 昭和４８・４９・５０年続々と入居 
昭和 50 年   ７、すみれが丘町内会発足（昭和５０、７）世帯数５９３ 人口２１９４人 

～     ※ 地権者の換地 マンション２ アパート１（土地活用） 
         ※ すみれが丘の住民の玄関駅は鷺沼で有馬のバス停より通勤通学 
        ８、すみれが丘小学校開校（昭和５０年９月） 
        ９、すみれが丘郵便局開局（昭和５４年９月） 
       １０、東急バスによる「鷺沼～すみれが丘」間バス路線開通 
         ※ すみれが丘バス停交通の要所となる。（周辺ＮＴ地区） 
 
 
 
 
 
参考資料 
       １、多摩田園都市開発３５年の記録  東京急行電鉄(株) 
         北山田第一地区  上地区画整理事業の行程より 
 
       ２、港北二ュータウン地域内歴史民俗調査報告（港北区北山田町） 
                           昭和５０年度 横浜市 
 
       ３、私の覚書（昭和３８～平成９年）２００１／６発行 金子 三千男  
        
       ４、すみれが丘町内会発足２０周年記念誌 平成７／１０ すみれが丘発行 
 
       ５、聞きとり 北山田第一地区区画整理組合 
              理事  飯塚 武男氏  評価員 織茂 清次氏に聞く 
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○座談会編集作業を終えて／高田剛維 
 

戦後の住宅復興の時代を知らない自分の世代ではニュータウンに対して、「人工的」「似た

ようなものが並ぶ」「古くからの文化伝統がない」「住民同士のつながりが希薄」など、総じ

て「人間味がない機械的な印象」を持つことで、否定的な見方をする人も少なくありません。 
 もちろんニュータウンの整備とは、土地の一部を資金にあてて、生活向上のためのインフ

ラ基盤や利便施設、安全な歩行者空間、憩いのための公園などを新しく整備するものであり、

いくら言葉で包み込んでも人工的ではあります。また、似たような景色が並ぶところもある

でしょう。住民同士のつながりも最初は希薄でしょう。上記の意見はそれなりに的を得てい

るところもあります。ただし、港北ニュータウンにおいて言うのであれば、「あなたの港北ニ

ュータウンに対する見方は間違っている。」と私は断言します。 
 港北ニュータウン開発は、東京への人口集中がもたらしたスプロール開発の抑制がひとつ

のきっかけであった事に違いはありませんが、その手法はこれまでの公共側が主導する一方

的な通告を主とする開発方式ではなく、地権者を巻き込み、地権者自らに将来を考えさせる

組織（港北ニュータウン対策協議会や港北ニュータウン建設研究会）を立ち上げ、そこに住

む地権者（人間）ありきとする画期的な方式でした。 
当時の飛鳥田横浜市長は港北ニュータウンの開発にあたって当初から「人の大切さ」を重

要視していました（※１）が、今回のまとめに際し、私自身色々調査し、見聞きする中でい

たるところに「人間くささ」が散りばめられているなと強く感じました。 
それは例えば、事業区域内に土地を持っていないにも関わらず、地域のために周辺地権者

に事業の内容を説明してまわる地域のリーダー（※２）や、事業反対者に「市のまわし者」

と揶揄されながらも地域の夢と将来を追い続けた地権者（※３）、「固い事言わずに」と地権

者から酒を進められ、地域のイベントにも積極的に顔を出した市担当者（※４）、不動産経営

や協定等の土地利用ノウハウを主体的に勉強する地権者達（※５）、当時の公団総裁にまでか

けあって実現した申し出換地（※６）など言い出すとキリがありません。理屈のつかない人

間の熱い部分に突き動かされ、事業が前進にいたった部分も多いかと思われます。 
事業の途中には紛争も嫌がらせもありました。記録には残されていない地権者（特に板ば

さみとなった地域のリーダー）、公団、横浜市の担当者の実務を超えた献身的な努力と奮闘は

想像を絶するものだったと思われます。 
これほどまでに人間の本音が飛び交った「人間味のある街」は日本中、いや世界中探して

もないでしょう。 
少子高齢化が予想されるこれからの時代は、より一層人と人とのつながりが重要になりま

す。さらに踏み込んだ言い方をすれば、表面的なつながりを超えた『理屈のつかない人間の

熱い部分』が求められます。 
都筑区の今日の発展にはそうした『理屈のつかない人間の熱い部分』の積み重ねがありま

す。本冊子を通じて、そういった歴史があったことを新住民、そして次の世代へと継いでい

ければ幸いです。 
 
 



 20 

注 文中の※表記の資料出典 
※１ 1968.7 補償研究「飛鳥田横浜市長に聞く！ 港北ニュータウン建設の論理」P32 より 

※２ 2006.5.26 港北ニュータウン物語／徳江義治 山本光雄 P496 より 

※３ 2008 港北ニュータウン回想／金子三千男 P10 より 

※４ 2006.5.26 港北ニュータウン物語／徳江義治 山本光雄 P549 より 

※５ 2006.5.26 港北ニュータウン物語／徳江義治 山本光雄 P362 より 

※６ 2001.6 港北ニュータウンと共に 33 年 私の覚書／金子三千男 P52 より 
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○まちづくりとまちのインフラと住民組織を考える／川手昭二氏 

 
１ はしがき 

2009 年の都筑区は、区制開設 15 周年と開港 150 周年の行事で、まちじゅうが賑やかにな

りそうです。これらの行事は都筑区のインフラ空間（緑道、公民館、学校、駅前広場など）

で開催されるわけです。 
 
 2008 年に都筑魅力アップ協議会に属する仲間達が区に協力して散策マップを作りました。

これは、緑道を一日一万歩、歩くための地図です。区民が家族で楽しめる散歩道を教えてく

れる地図です。子どもが大人になってから見ると、家族や友達との思い出がよみがえる地図

でもあります。 
 また、都筑魅力アップ協議会に属する仲間達が区と協力して作った「水と緑の学舎」は、

小学校の先生に配布されました。緑道せせらぎ・公園・社寺などに住んでいる生き物や植物

の在り場所を子供たちに教えるための地図です。 
これら二つの地図は、家族との思い出を蓄えたり、小学生に区民共有の空間を示した図で、

都筑区の「ハードのインフラ」図と言っても良いでしょう。 
これら二つの地図を作った組織（北部マップ作成グループ・水と緑の学舎作成グループ）

は、「都筑魅力アップ協議会」と「都筑区区政推進課」の協慟作業組織です。この協慟作業組

織は過去の行動実績の上に築かれたものです。すなわち「つづき水と緑の魅力アップ委員会」

活動（都筑区ホームページ参照）で形成された信頼関係の組織です。この信頼関係を都筑区

の「ソフトの地域インフラ」といっても良いでしょう。 
都筑区には、連合町内会や公園緑道愛護会があって、それも「ソフトの地域インフラ」で、

都筑魅力アップ協議会の先輩と言えます。 
「ハードのインフラ」は主として施設ですから目に見えます。「ソフトの地域インフラ」は

住民組織と行政の間に形成された信頼関係で目には見えません。信頼関係とは、何かことを

処理するときの主体として迅速に作られる組織（協議会、運営委員会、作業グループなど）

を立ち上げうる可能性（潜在能力）のことです。「ソフトの地域インフラ」を構成する住民組

織自体は目に見えませんが、住民には確かなモノとして実感できているのです。 
 市町村の条例には、「ソフトの地域インフラ」が機能して、まちづくりグループが随時に立

ち上げられ、継続して行動することを法的に支える側面があるといっても良いかも知れませ

ん。横浜市の公園愛護会は条令で支えられています。 
横浜市では、町内会を支えるための条例はなかったと思いますが、都筑区の連合町内会長

会は区役所の施策で直接区民に関係ある事項については、定期的に区の方針を説明し、調整

するための組織として機能していますから、立派な「ソフトの地域インフラ」と言えます。 



２ 都筑区の「ハードのインフラ」計画の原点。 
 
 港北ニュータウンの「ハードのインフラ計画」は四つありました。 

その①は、広域のインフラです。  

その②は、その①を基に形成された地域住民の意向を反映した「広域を狭域につなぐ」イ

ンフラ計画です。 

その③とその④は狭域のインフラ計画です。 

 

その①は、地元説明のとき六大事業の一つとして示された、港北ニュータウン 2500ha の開

発範囲図と開発構想です。構想の内容は他の大事業（横浜市の業務・商業・工業の拠点整備、

交通システム整備）との関連構想で図面はありません、大規模な計画開発をすれば広域イン

フラ計画（交通施設・ライフライン）で支えますという横浜市の「計画的な開発以外は、開

発させない」宣言の説明です。 

 
■港北ニュータウン計画 その①  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※港北線 275ＫＶの送電線につ

いては、昭和 44～45 年頃の

対策協と横浜市、東京電力と

の協議によって決定。 

出典：港北ニュータウン基本計画 1974／横浜市 
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その②は、六大事業の説明を基に、開発か、現状維持かの地元論義がスタートし、飛鳥田

市長の市民参加論のリードによって、住民主体の開発論議へと発展し、やがて地元が提出し

た範囲が開発区域に定められることになりました。 

それに先立って、横浜市の都市開発部局と住宅公団は、日本都市計画学会に 2500ha 開発プ

ランを依頼しておりましたが、地元の開発区域提案が出たところで、公団開発区域（約 1300ha）

の計画に絞られ、開発しない区域の計画は横浜市の緑政部局に任されて、都市計画の線引き

案が都市計画決定され、同時に、区画整理区域と用途地域が決定されました。この二つが「そ

の②図書」となります。 

 
■港北ニュータウン計画 その②（ライフライン計画） 
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出典：港北ニュータウン建設総合基本計画案策定報告書 1964／日本都市計画学会



■港北ニュータウン計画 その②（ワンセンター計画） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 出典：港北ニュータウン建設総合基本計画案策定報告書 1964／日本都市計画学会 

■港北ニュータウン計画 その②（ワンセンター計画から修正された幹線道路計画） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：港北ニュータウン建設 

総合基本計画案策定 

報告書  

1964／日本都市計画学会 
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その③は、飛鳥田市長も実現したいと思っていたもので、横浜市緑政局が地元の農家と相

談しながら作成した農業専用地区の事業計画で、住民の意向に沿って、市施工区域と農家の

組合施工という 2 種類の事業が決められました。 

 

その④は、住宅公団開発事務所が独自に作成し、対策協議会に承認された区画整理事業計

画です。開発の原単位と区画整理区域外の地下鉄・幹線道路・上下水幹線計画は「その②」

を根拠としましたが、その②が広域から考えるのに対して、その④は、狭域の発想から考え

る計画過程（KJ 法を採用した計画過程）に特色があります。 

私は、1967 年から始まった対策協議会の「地元農家と横浜市のやりとり」を京大カードに

記述しておりました。その過程で、飛鳥田市長の住民参加哲学を理解しました。理解して、

住民参加の計画造りを色々考えている過程で出あったのが川喜多二郎先生の「発想法」です。

私の本棚には、691211 読了と印してありますから、公団事務所チームの「開発の夢」を語り

合う発想をうながす KJ 法は、1970 年から始められたことになります。公団事務所 KJ 法の会

には、私も京大カードをもって参加しました。そうして KJ 法の構造化手法で「開発の夢の樹」

がまとまりました。 

公団チームがまとめた基本計画は、「開発の夢の樹」と「グリーンマトリックス計画」を組

み合わせたものです。（グリーンマトリックスの内容は、他の機会で解説していますので、省

略しますが、公団の仲間たちと積み上げた『理想とする住宅地の骨格構造』です。） 

 
■港北ニュータウン計画 その④ 
（下図で「その他地区」と示されている場所が港北ニュータウン開発に反対した地域になります。） 

 
 

出典：明るく 住みよい まちづくり 港北ニュータウン 1965／横浜市
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■KJ 法による「開発目標の樹」「制約条件の樹」の作成

出典：港北ニュータウン四半世紀の都市づくりの記録 1997／住宅都市整備公団
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■KJ 法による開発目標達成のため７つのシステム作成 
 

出典：港北ニュータウン四半世紀の都市づくりの記録 1997／住宅都市整備公団

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
基本計画図を対策協議会に説明したとき、それ以前の横浜市の説明図に噛みついていた役

員達から「地元の意向をよく反映した計画である、この計画を対策協議会の案として地元に

説明をしよう」と言う言葉を頂いたのです。言い換えれば「地元リーダーが主導する開発の

旗印」が出来たということです。飛鳥田市長が力説していた「住民参加の計画造り」を達成

できたと思いました。 
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３ 都筑区の「ソフトの地域インフラ」形成の原点 
 
 都筑区のハードのインフラは、港北ニュータウン開発事業で整備されたものですが、ソフ

トの地域インフラも港北ニュータウン事業の中で形成されたもので、1965 年の横浜市６大事

業方針決定・港北ニュータウン地元説明から始まりました。 
その時点での考え方は、「補償研究 1968.７」の『飛鳥田横浜市長「港北ニュータウン建設

の論理を聞く」対談』で、明確に示されていますので、要点を整理してみます。 
 
Q. 港北ニュータウン開発の理念は？ 
A. 現在的と将来的の、二つがあります。 

① 現在的な意味：都市化の圧力の受け入れ方法です。建築基準法は無能であり、乱開

発を未然に防ぐことが出来ず、地価が上がった後の、後追い公共事業は地方財政を

圧迫しますから、面的な計画開発しか方法がないということです。 
② 将来的な意味は「住民参加のまちづくり」が要になります。農家が所有する土地を、

現在的な意味を持つ住宅都市に整備するのと併せて、発展性のある農業への転換を、

農民が中心になって進める、役所や研究者は農家の計画造りに協力するシステム作

りが将来的の意味です。千里ニュータウンのような、道路・文化施設整備のし方で

は、現在的な意味しかないということです。将来的な意味を持つ開発を積み重ねる

ことで、我が国の民主主義は育ちます。 
 
Q．計画開発にもデメリットがあるのではないか？ 
A. 頭のよくないプランナーが、羊羹切ったような住棟を並べるやり方が問題なのであって、

それは計画開発の本質ではない。住民の意向に添って、お金は無くても、将来、高水準の

ものになるような計算をした開発をすればよいのです。 
 
Q. 住民参加で、地元の利害調整を、対策協に期待するのか？ 
A. 期待します。そうでなくては、我が国の民主主義は育ちません。 
Q. その場合、一番大切なことは？ 
A. 人を得ることです。最初に、農民に呼びかけ、農民の意向を取り入れる人、取り上げた意

見を第１次案にまとめて、広く市民に問いかけた上で、修正し農民の意見を聞くという過

程で、地元のリーダーが育つのを待つ人。 
 
その結果生まれたのが、地元の４地区連合町内会の代表や農協関係者、学識経験者、地権

者、公団、市の職員等によって構成された港北ニュータウン開発対策協議会です。 
港北ニュータウン開発対策協議会は、ニュータウン開発に対する地権者の行動と発言に責

任をもたせ、“公共任せのおんぶにだっこ”ではなく、地権者自らの将来のために自分達でよ

り良いまちづくりを考えさせる根幹となったと言えます。 
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４ 「ソフトの地域インフラ」としての港北ニュータウン開発対策協議会 
 
住民参加で市長が約束した内容は、次の３点で、これがこの事業の大いなる特徴になりま

した。 
第１に、横浜市が提案した開発に関連する事業（地下鉄、上下水道、区域外幹線道路、河

川改修）は、港北ニュータウン事業が終了するまでに整備を終わること。 
第２に、開発者が定めようとする事業計画は住民参加で行うこと。 
第３に、開発対策協議会は上記の２条件を監視するための機関とし、地元代表・市の担当

局長・開発者の担当理事で構成する組織（開発対策協議会）であること。 
これらの約束によって、開発対策協議会は区画整理区域・農業専用区域の地理的な範囲の

公共性を決定する機関になり、現在の市街化区域・市街化調整区域も地元の提案通りに都市

計画決定され、住宅公団に買収される土地の地目別単価も決定されました。 
以上の内容および、都市計画決定後の対策協議会の活動内容は「徳江義治・山本光雄著『港

北ニュータウン物語』発行者・安達智恵子」で詳細を知ることが出来ます。そのほかの情報

は、都筑区図書館の対策協議会議事概要記録資料で紹介されています。（男全富雄著「望郷」

は、リーダーの苦闘の歴史です） 
 
 
５ 「ソフトの地域インフラ」を発展させた港北ニュータウン建設研究会 
  
建設研究会は地元・横浜市職員・公団職員が自由に参加して研究し、研究結果を港北ニュ

ータウン建設協議会へ提案する機関として設立されました。（建設研究会の報告書は７冊あっ

て、つづき図書館で閲覧可能です） 
 研究会の主要なテーマは、区画整理事業完成後、特に申し出をした換地で、住民がどのよ

うに生活基盤を築いていくことが出来るかという課題です。 
研究の結果得られた最大の実績は、区画整理の申し出換地に対応する「特別な用地」の研究

です。港北ニュータウン建設対策協議会に提案され、承認された４つの特別な用地とは、セ

ンター用地、アパート・マンション用地、工場・倉庫・資材置き場等用地、集合農業用地で

す。 
特別な用地の経営条件を明らかにする研究には、新知識を吸収できる若い人が必要になり

ます。地元で推薦された若い人が研究に参加して、建築基準法・土地鑑定理論を身につけま

した。この方達が「区画整理の申し出換地」を地元に説明し、地元民の意志決定を促進する

中核になり、やがてニューリーダーとして育つことになりました。（金子三千男著「私の覚書」

が証明しています） 
特別な用地は、換地を受けた人の土地利用の集積が、価値を生み出すのですから、土地利

用方針を約束しておく必要があります。この方針の原案を作ったのも建設研究会です。（作成

過程と、内容については、港北ニュータウン記念協会発行の「港北ニュータウンのセンター

地区におけるまちづくり 協議指針および街づくり協定の作成経緯と実績調査」報告書を見

ると分かります） 
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６ 「ソフトの地域インフラ」を更に発展させた、 
都筑魅力アップ協議会の設立と活動の原点 
 

港北ニュータウン計画のハードの市街地構造が、区画整理事業で整備されて、新しい参加

者（ソフトを担う人達）が登場しました。 

1983 年から住宅団地の分譲住宅・賃貸住宅へ、新しい住民が住み始めて、約 10 年間は、

出来たての近隣公共施設（学校、公園、緑道、歩行者専用道路など）を部分的に利用したり、

グループで部分的に清掃したり、環境整備をするための組織を作ったりし始める期間でした。  

初めは港北ニュータウンの区画整理区域に引っ越して来たばかりで、孤立しているという

不安を持った人々が、知り合った近所の人と何かやって、安定感を味わうために仲間を作っ

たことが、グループ化の始まりでした。1994 年、都筑区が誕生して、区の生涯学習センター

が行う住民活動支援事業が始まると、グループの発起人は補助金を請求するために、グルー

プ活動の場と目的を明記することになります。その結果、活動の場がグリーンマトリックス

（自動車道路から独立した歩行者空間）であることに気づき、グリーンマトリックスをベー

スにしたテーマコミュニティの活動組織が多数立ち上がりました。これらの活動組織の連絡

協議会が「都筑わ創り連」です。 

「都筑わ創り連」は、福冨洋一郎（早渕川を奏でる会）・山岸希美子さん（I love つづき）

の指導で地道な情報交換をするだけでなく、生まれたばかりの区役所が作成しようとする「都

筑区の紹介図書」作成の担い手となりました。 

一方、市条例で認定された公園愛護会は、新旧住民が自主的な公園・緑道管理活動を行う

「活動する地縁コミュニティ」として誕生しました。 

2007 年に立ち上げられた「都筑・水と緑の魅力アップ委員会」は、ニュータウン建設研究

会に参加した農家のニューリーダー・「都筑わ創り連」・公園愛護会のメンバーで構成される

ことになりました。「都筑・水と緑の魅力アップ委員会」は、「都筑わ創り連」と親交の関係

にあった区政推進課の職員が、都筑区グリーンマトリックスの充実を目指した、まちづくり

を意識した区の委員会です。区の方針として、港北ニュータウン事業に託した農家や飛鳥田

市長の夢を実現する場が継承され続けることになりました。 

「都筑・水と緑の魅力アップ委員会」が、08 年度で終了して、委員会メンバー33 人で立ち

上げた住民組織が「都筑魅力アップ協議会」です。 

 

国の公共事業として登場した大都市問題と住宅問題を解決するための大規模ニュータウン

は、港北ニュータウンにおいて、住民参加（地元農家・市役所職員・公団職員の人生を充実

させる仕事）を実践することで、公共事業が共同の夢を実現する事業に変身したのです。そ

うして事業に参加した人々の夢が、事業後に入居した人々へ、夢の遺伝子が受け継がれると

言う不思議なことが起こりつつあるような気がします。 

次の図は、「都筑・水と緑の魅力アップ委員会」の仕事を引き継いだ「都筑魅力アップ協議

会」が行っている区との協慟活動の構造図です。 

   



■都筑魅力アップ協議会と都筑区との協慟活動 
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都筑区水と緑の魅力アップ推進委員会報告書 

水と緑の学

び舎 
水と緑の北部散策

マップ 
都筑魅力アップ協議会と区

政推進課との協慟活動 
・ まちづくりグループ交流

会共催 
・ タウンセンターグループ

の提案作成活動 

Ａ分科会 
 
市町村マス

タープラン

のよりよい

案を、考える

活動開始 

Ｂ分科会 
 
水と緑の推

進委員会第

１部会活動

内容を、更に

発展させる

活動開始 

Ｃ分科会 
 
市街化調整

区域の緑を

保全し、更に

良くする案

を、考える活

動開始 

区 政 推

進課の、

水 と 緑

「学舎」

「 散 策

マップ」

 
活 動 に

継 続 し

て参加 

「まちづくり 
グループ」 
 
タウンセンター

魅力アップ推進 
グループ 
 
ぐるっと緑道・ 
川 和 ま ち づ く

り・ふれあいの

丘グループ 
 

都筑区プラン（横浜市都市計画マスタープラン）０２年５月

この図では、従来の活動にプラスして、まちづくりグループ 12 団体を総合的な関係に導く

ための調整機関として「都筑魅力アップ協議会」を位置づけ、さらに都筑プランという都市

計画改定案の提出者として「都筑魅力アップ協議会」を位置づけようとしていることが分か

ります。 
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７ 「ソフトの地域インフラ」として、｢行政｣と「都筑魅力アップ協議会」と「町内

会組織」とが協働する組織を考える 
 
 「役人は国民の公僕である」と、マスコミは主張し続けていますが、これは間違った認識

を広める可能性があります。「陳情型住民組織」が族生するのは、その典型例です。陳情は、

公僕への責任転嫁であり、あなた任せの無責任です。   

陳情ではない行政組織への問題提起は、次の解決策立案協議に繋がり、「住民と行政との協慟

作業」のスタートラインになります。 

 問題提起は、住民オリジナルと、行政オリジナルの二つがあります。 

行政オリジナルは、議会の承認を得た公共性を備えております。 

住民オリジナルは、最初は議会の承認が得られておりませんので、住民の問題提起を行政が

引き取って、議会の承認を得た上で公共性を持ちます。公共性を持つと、問題提起に基づく

調査研究への行政支援、解決策の PR 支援を受けることが出来ます。言い換えれば、行政組織

は住民を支える杖になります。 

 住民の問題提起を、行政が引き取って議会の承認を得るとは、単純に住民の提案を議会へ

提案することではありません。住民の問題解決案を、住民と行政との協慟作業によって、広

域の公共性に練り上げることです。 

「エゴこそ地域のエネルギー源」でありますから、エゴに広域性を付与させるのが行政の仕

事であることに気づいているのが、新しい行政職員です。これらの新しい行政職員の出現は、

「ソフトの地域インフラ」の誕生と言って良いでしょう。この新しい行政職員こそが「住民

の夢」を支える杖です。 

 はしがきで、「ソフトの地域インフラ」は住民組織と行政の間に形成された信頼関係で、何

かことを処理するときの主体としての組織（協議会、運営委員会など）が迅速に作られる可

能性（潜在能力）のことである、と定義しました。 

 区で、何かことを処理するときの主体が備えるべき条件は、①ことの本質を判断できるメ

ンバーで構成されていること。②ことの本質に基づいて処理原則を立案できる力があること。

③処理原則に基づいて、総合的な計画を立案できる力があること。④処理案を関係住民に示

して住民の賛否を問う能力を持っていること。の４条件です。 

 連合町内会長会は、①と④の条件を備えています。 

「都筑魅力アップ協議会」は、①と②と③の条件を備えていますが、④の条件では欠けたと

ころがあります。 

 何かことを処理するときの主体として迅速に組織（協議会、運営委員会など）を立ち上げ

ようとするとき、連合町内会長会と「都筑魅力アップ協議会」に呼びかければ、事情をよく

理解し、計画を立案し、住民へのコミュニケーション力を持った組織が直ちに成立する事を

区役所が、認識していることが重要です。「都筑・水と緑の魅力アップ委員会」を区の職員が

立ち上げた時のように。 

 



■参考資料※１ 1968.7 補償研究 飛鳥田横浜市長に聞く！港北ニュータウン建設の論理 
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■参考資料※２ 1978.8 建築学会賞第３部 横浜市における都市計画活動の一連の業績 

－都市空間創造への総合的実践－／田村 明氏                   
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出典：建築雑誌 vol.93 NO.1140 1978.8
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■参考資料※３ 横浜市六大事業計画位置図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：横浜の街づくり ＰＬＡＮ ＦＯＲ ＹＯＫＯＨＡＭＡ／1991 年３月／横浜市都市計画局 
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